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令和７年度 東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金 募集要項  

１ 奨励金の概要 
(1) 実施目的 

従業員の育児・介護や病気治療と仕事との両立支援等の推進を図るための取組を奨励する

ことにより、都内中小企業等における雇用環境の整備を推進することを目的とします。 

 

（2）奨励条件 

別表１（Ｐ５～７）及び別表２（Ｐ８～１０）の要件を満たす奨励対象事業者が奨励事業

（Ｐ２０～６５）を実施し、要件を満たした場合に奨励金を交付します。 

  ななおお、、昨昨年年度度のの要要件件等等かからら変変更更点点ががあありりまますすののででごご注注意意くくだだささいい。。  

 

【主な変更点】 

・「「ＡＡ  育育児児とと仕仕事事のの両両立立推推進進ココーースス」」及及びび「「ＢＢ  介介護護とと仕仕事事のの両両立立推推進進ココーースス」」ににおおいい

てて、、追追加加取取組組「「経経営営者者・・管管理理職職へへのの体体験験型型研研修修のの実実施施」」をを新新設設しました。 

・「Ⅱ ライフイベントと仕事の両立スキルアップ応援プラン」は令和６年度で終了しまし

た。 

・奨励対象事業者の要件から、「テレワーク制度等について、労働協約又は就業規則等に明

文化していること」を除外しました。ただし、テレワーク制度（在宅勤務等）を整備して

も、本奨励金の対象にはなりません。 

・奨奨励励対対象象事事業業者者のの要要件件にに、、都都内内勤勤務務のの常常時時雇雇用用すするる労労働働者者２２名名ににつついいてて、、雇雇用用保保険険被被保保険険

者者ででああるるここととがが加加わわりりままししたた。 

・交交付付決決定定日日（（事事業業開開始始日日））がが変変更更ににななりりままししたた。。ままたた、、実実績績報報告告ににつついいててももススケケジジュューールル

がが変変わわりりまますす。詳細はＰ３をご参照ください。 

・「Ａ① 育児と仕事の両立制度整備事業」の取組事項１「育児と仕事の両立支援制度の整

備」において、子子どどもものの看看護護等等休休暇暇をを無無給給かからら有有給給にに変変更更ししたた場場合合もも奨奨励励対対象象とすること

になりました。 

・「Ｂ① 介護と仕事の両立推進事業」の取組事項１「相談窓口の設置」において、一部を

外部（社外）に委託できるよう要件緩和しました。詳細はＰ３７をご参照ください。 

 

【注意事項】 

・・令令和和７７年年１１００月月施施行行のの柔柔軟軟なな働働きき方方をを実実現現すするるたためめのの措措置置等等のの義義務務付付けけにに対対応応すするるたためめのの

制制度度整整備備ににつついいててはは、、１１００月月よよりり前前にに制制度度整整備備にに取取りり組組んんだだ場場合合ででああっっててもも、、本本奨奨励励金金のの

対対象象ににははななりりまませせんん。。  

柔軟な働き方を実現するための措置等の中から２つ以上整備した上で、さらに本奨励金の

取組を新たに整備してください。 

（今年度の法改正については、こちらをご確認くだい。 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/

ikuji/point02.html） 
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 (3) 奨励金交付額 

各奨励事業の奨励金交付額は以下のとおりです。 

コース・事業名および概要 交付額 

（上限100万円） 

 

 Ａ 育児と仕事の両立推進コース 

  ① 育児と仕事の両立制度整備事業・・・・・・・・Ｐ２１～２５ ２０万円 

  育児と仕事の両立支援のための休暇制度等を新たに整備 

② 男性の育児参加推進事業・・・・・・・・・・・Ｐ２６～２９ 
２０万円 

 男性の育児参加を推進するための目標や取組内容を設定 

③ 育児中の従業員のための多様な働き方整備事業・Ｐ３０～３６ 
４０万円 

 
 育児中の従業員が各自の状況に応じた柔軟な働き方を選択できるよう、

法を上回る育児休業制度や子育て支援制度等を新たに整備 

 Ｂ 介護と仕事の両立推進コース 

  ① 介護と仕事の両立推進事業・・・・・・・・・・Ｐ３７～４１ 
４０万円 

 介護と仕事の両立に関する相談窓口を社内に設置し、取組計画を策定 

② 介護離職防止のための制度整備事業・・・・・・Ｐ４２～４９ 

４０万円 

 

 介護中の従業員が各自の状況に応じて柔軟な働き方ができるよう、

法を上回る介護休業制度等や、介護サービス利用支援制度等を新た

に整備 

 （追加取組）経営者・管理職への体験型研修の実施 

２０万円 
  Ａコース①、Ａコース②、Ａコース③、Ｂコース①、Ｂコース②のいずれ

かに加え体験型研修を実施（加算額を含め上限額は１００万円） 

※複数のコース・事業で制度整備した場合も加算額は２０万円 

 Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース ・・・・・・・Ｐ５０～５５ 
２０万円 

 
  病気治療と仕事の両立に関する相談窓口を社内に設置し、 

病気治療のための休暇制度や多様な勤務形態制度等を新たに整備 

 （追加取組）ジョブリターン制度の整備 

２０万円 
  Ａコース①、Ａコース③、Ｂコース②、Ｃコースのいずれかに加えジョブ

リターン制度を新たに整備（加算額を含め上限額は１００万円） 

※複数のコース・事業で制度整備した場合も加算額は２０万円 
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(4) 事業実施期間 

   各コースの事業実施期間は以下の３か月とし、期間を延長することはできません。なお、

都が定める事業開始日は以下のとおりです。 

 

 

(5) 年間のスケジュール等 

＜＜事事前前エエンントトリリーー受受付付日日かからら交交付付決決定定日日（（事事業業開開始始日日））ままででののススケケジジュューールル＞＞  

 

事前ｴﾝﾄﾘｰ受付日 
申請書類提出期限 

（必着） 

交付決定日 

（事業開始日） 
予定社数 

第１回 
６月 ４日（水） 

６月 ５日（木） 
７月２日（水） ８８月月６６日日（（水水））  １３０社 

第２回 
６月２６日（木） 

６月２７日（金） 
７月２５日（金） ９９月月１１００日日（（水水））  １６０社 

第３回 
７月２９日（火） 

７月３０日（水） 
８月２９日（金） １１００月月１１００日日（（金金））  １６０社 

第４回 
８月２８日（木） 

８月２９日（金） 
９月２９日（月） １１１１月月１１００日日（（月月））  １２０社 

第５回 
９月２９日（月） 

９月３０日（火） 
１０月２８日（火） １１２２月月１１００日日（（水水））  ３０社 

 

 

＜＜交交付付決決定定日日（（事事業業開開始始日日））かかららののススケケジジュューールル＞＞  

【全コース共通】】   

 交付決定日 

（事業開始日） 

事業実施期間 

(３か月以内) 

報告書提出期限 

（必着） 

第１回 ８月６日 ８月６日～１１月５日 １１１１月月２２００日日（（木木））  

第２回 ９月１０日 ９月１０日～１２月９日 １１２２月月１１９９日日（（金金））  

第３回 １０月１０日 １０月１０日～１月９日 １１月月２２００日日（（火火））  

第４回 １１月１０日 １１月１０日～ ２月９日 ２２月月２２００日日（（金金））  

第５回 １２月１０日 １２月１０日～ ３月９日 ３３月月１１６６日日（（月月））  

 

必ず交付決定日（事業開始日）以降、事業実施期間内に取組を行ってください。交付決定日

（事業開始日）より前に取組を開始することや事業実施期間を延長することはできません。 

都が定めるスケジュール以外で事業を実施した場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

 

申請書・実績報告書については、報告書提出期限日必着となります。 
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(6) 手続きの流れ 

 

  事前エントリーから奨励金のお振込みまでの手続の流れです。 

  青で示した部分は申請事業者が実施する部分です。   

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｐ11 

Ｐ13 

P66 

P74 

現地調査（任意）・審査 

交付決定通知 

事前エントリー 

事前エントリー結果通知 

 

申請事業者 東京都労働相談情報センター 

奨励事業の実施 

奨励金請求書提出 

実績報告書提出 現地調査（任意）・審査 

額の確定通知 

Ｐ20 

奨励金振込 

事業計画書兼交付申請書提出 
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別別表表１１  奨奨励励対対象象事事業業者者のの要要件件（（そそのの１１）） 
次の要件については、奨奨励励金金のの申申請請日日かからら奨奨励励事事業業終終了了後後のの実実績績報報告告日日にに至至るるままででのの全全期期間間

をを通通じじてて、、いいずずれれももすすべべてて満満たたししてていいるる必必要要ががあありりまますす。。３はＡコース②を実施する場合のみ

要件となります。誓約違反が判明した場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

 

１ 

都内で事業を営んでいる中小企業等であること 

 ・

 

常時雇用する労働者数が３００人以下であること。常時雇用する労働者とは次の①～

③を指し、登録型派遣労働者は除きます。 

① 期間の定めなく雇用されている労働者 

② 有期雇用の場合、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者

又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる（※）労働者 

③ 日々雇用契約が更新される労働者でも、過去１年を超える期間について引き続き

雇用されている労働者又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込

まれる（※）労働者 

※「見込まれる」とは、労働契約書等により１年を超える期間まで引き続き雇用契約

が締結されていることを指します。 

・

 

 

 

 

企業のほか、一般社団法人、一般財団法人、医療法人、社会福祉法人、学校法人等、

法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第２の「公益法人等」に該当（法人税法そ

の他法人税に関する法令の規定の適用について「公益法人等」とみなす特定非営利活

動法人を含む。）、又は別表第３の「協同組合等」に該当するもの、労働者協同組合

法（令和２年法律第 78 号）に規定する労働者協同組合（ただし、法人税法別表２の

「公益法人等」に該当するもの及び同法別表３の「協同組合等」に該当するものを除

く。）も含みます。ただし、次の①から④のいずれかを満たすものは除きます。 

① 構成員相互の親睦、連絡および意見交換等を主な目的とするもの（同窓会、同好

会等） 

② 特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生および相互救済

等を主な目的とするもの 

③ 特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの（後援会等） 

④ 東京都政策連携団体、事業協力団体又は東京都が設立した法人 

・ 個人事業主も含みます。都内税務署へ開業届を提出している必要があります。 

・

 

法人の場合は都内に本店登記がある、又は支店・営業所等の事業所が都内にあること

が必要です（都内で営業実態がなく、法人都民税を申告納付していない場合は申請で

きません。）。 

２ 

都内勤務の常時雇用する労働者を２名以上雇用していること 

 

・常時雇用する労働者２名は、申請日時点で雇用保険被保険者（加入期間は問わない）

であること。うち１名は申請日時点で６か月以上継続して雇用していること（休業中

の労働者を含みます。）。 

３ 都内に勤務する男性従業員が１名以上いること【Ａコース②を実施する場合】 
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４ 

就業規則を作成して労働基準監督署に届出を行っていること 

 ・本奨励金においては、常時雇用する労働者が１０名未満の企業等も届出が必要です。 

５ 

労働関係法令について次のア～カを満たしていること 

 

ア 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別、特定（産業別）

最低賃金額）を上回っていること。 

イ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していないこと。ま

た固定残業時間を超えて残業を行った場合は、その超過分について通常の時間外労

働と同様に、割増賃金が追加で支給されていること。 

ウ 法定労働時間を超えて従業員を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に関する協定

（３６協定）」を締結し、遵守していること。 

エ 労働基準法第３６条第４項、第５項、第６項第２号及び第３号に定める限度を超え

る時間外・休日労働を行っている従業員がいないこと。 

 

オ 労働基準法第３９条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる義務）に違

反していないこと。 

カ その他賃金や労働時間等に関する労働関係法令を遵守していること。 

６ 厚生労働大臣の指針に基づき、ハラスメントを防止するための措置を取っていること 

７ 

都税の未納付がないこと 

 

 

・納付義務があるにもかかわらず、法人事業税及び法人都民税（個人については個人事

業税及び個人都民税）の未納付がある場合は申請できません。 

８ 

過去５年間に重大な法令違反等がないこと 

 

・違法行為による罰則の適用を受けた場合、労働基準監督署により違反の事実が検察官

に送致された場合、消費者庁の措置命令があった場合などの法令違反等があった企業

等は申請できません。また、法令違反等の状況が解消されてから５年が経過している

必要があります。 

９ 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１

項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１３項に規定する

接客業務受託営業及びこれに類する事業を行っていないこと 

 
・登記簿の事業目的欄に「遊技場の経営」等、上記法律に規定される事業の経営が記載

されている場合、実際に事業を行っていなくても申請できない場合があります。 

１０ 

東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団に該

当しないこと並びに法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成

員が同条３号に規定する暴力団員及び第４号に規定する暴力団関係者に該当する者でないこ

と 
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１１ 

これまでに本奨励金を利用又は申請した代表者が、これまでに実施していないコース・事業に

ついて令和７年度に新たに申請する場合は、これまでに利用又は申請した企業と同一企業によ

る申請であること 

※複数の企業等の代表者となっている場合は、そのうちいずれか一つの企業等で申請してくだ

さい。 

１２ 

ジョブリターン制度（※）を実施する場合は、令和元年度から令和３年度までに実施していた育

児・介護からのジョブリターン制度整備奨励金を利用又は申請した企業等及び代表者でないこ

と 

※ジョブリターン制度の詳細については、Ｐ６４～６５を参照してください。 

 

１３ 
知事がホームページ等で企業名、従業員数、業種等について公表することに同意していること 

また、東京都事業についての情報提供を受けることに同意していること 
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別別表表２２  奨奨励励対対象象事事業業者者のの要要件件（（そそのの２２）） 
実施するコース・事業ごとに設けている要件は次のとおりです。実施するコース・事業につ

いていずれもすべての要件を満たしていなければ申請できません。各コース・事業の内容はＰ

２０以降に記載する取組事項を参照してください。 

コース・事業名 要件 

全コース共通 

ア 奨励事業に係る内容について、令和７年度の同時期に、東京都働きやすい職

場環境づくり推進専門家派遣を受ける予定がないこと（詳細はＰ７５参照） 

イ 同一の事由により支給要件を満たすことになる国、都又は区市町村等が実施す

る助成金等を受給していない、又は受給する予定がないこと（詳細はＰ７４参照） 

ウ 同一年度の申請は一回に限る。なお、本奨励金を申請したことのある企業等

については令和６年度までに申請していないコース・事業を実施すること。なお、

過去に要件を満たさず不交付決定となったコース・事業について、令和７年度に

要件を満たすことになった場合は、再度の申請が可能です（一部例外がございま

す。）。 

 

 Ａ 育児と仕事の両立推進コース 

 

 

①育児と仕

事の両立

制度整備

事業 

ア 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「次世代法」と

いう。）第１２条に基づく一般事業主行動計画（以下、「行動計画」という。）

の届出を行っていること 

  ※申請日から奨励事業終了後の実績報告日に至るまでの期間を通じて、行動

計画期間内であることが必要です。 

イ 新たに整備する制度が就業規則等又は労働協約に定められていないこと。ま

た、社内規定又は社内通知等に明文化されておらず、かつ運用されていない

こと（過去に規定していたものを削除して、本奨励金の取組事項として再度

規定することは認めません）。 

ウ （取組事項４を実施する場合）ジョブリターン制度が就業規則等又は労働協

約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されて

おらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して、本

奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

エ （取組事項５を実施する場合）経営者・管理職への体験型研修が就業規則等

又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明

文化されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを

削除して、本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

 

②男性の育

児参加推

進事業 

ア 次世代法第１２条に基づく行動計画の届出を行っていること(上記①アに同

じ) 

イ （取組事項６を実施する場合）経営者・管理職への体験型研修が就業規則等

又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化

されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して、

本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

 
 

8

募
集
要
項



  

③育児中の

従業員のた

めの多様な

働き方整備

事業 

ア 次世代法第１２条に基づく行動計画の届出を行っていること(上記①アに同じ) 

  

イ 新たに整備する制度（下記参照）がいずれも就業規則等又は労働協約に定め

られていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されておらず、か

つ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して、本奨励金の

取組事項として再度規定することは認めません）。 

  ・法を上回る育児休業制度 取組事項１ 

・両親学級制度等 取組事項２  

・子育て支援制度 取組事項３ 

  

ウ （取組事項６を実施する場合）ジョブリターン制度が就業規則等又は労働協

約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されて

おらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して、本

奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

エ （取組事項７を実施する場合）経営者・管理職への体験型研修が就業規則等

又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明

文化されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを

削除して、本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

 Ｂ 介護と仕事の両立推進コース ※介護の対象には、障害のある子や医療的ケア児も含まれます。 

 

 

①介護と仕

事の両立推

進事業 

ア 新たに整備する制度（介護と仕事の両立に関する相談窓口の設置取組事項１

が就業規則等又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通

知等に明文化されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたも

のを削除して、本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

なお、令和７年４月１日から義務付けられている「介護離職防止のための措置整

備」として相談窓口を設置又は就業規則等に明文化されている場合、申請要件を

満たさず奨奨励励対対象象外外となります。 

イ （取組事項７を実施する場合）経営者・管理職への体験型研修が就業規則等

又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明

文化されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを

削除して、本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

 

②介護離職

防止のた

めの制度

整備事業 

ア 新たに整備する制度（下記参照）がいずれも就業規則等又は労働協約に定め

られていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されておらず、か

つ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して本奨励金の取

組事項として再度規定することは認めません）。 

・法を上回る介護休業制度等 取組事項１ 

・介護サービス利用支援制度 取組事項２ 

・介護と仕事の両立支援制度 取組事項３ 

イ 令和元～６年度に本奨励金のＢコース①を実施し、奨励金を受給しているこ

と（令和７年度にＢコース①を同時に実施する場合を除く。）。 

ウ （取組事項６を実施する場合）ジョブリターン制度が就業規則等又は労働協

約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されて

おらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して本

奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 
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エ （取組事項７を実施する場合）経営者・管理職への体験型研修が就業規則等

又は労働協約に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明

文化されておらず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを

削除して、本奨励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 

 Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース 

  

 

ア 新たに整備する制度（下記参照）が就業規則等又は労働協約に定められてい

ないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されておらず、かつ運用さ

れていないこと（過去に規定していたものを削除して、本奨励金の取組事項

として再度規定することは認めません）。 

  ・病気治療と仕事の両立に関する相談窓口の設置 取組事項１ 

  ・病気治療と仕事の両立支援制度 取組事項３ 

  ※事業主が従業員に出勤停止を命じる制度、健康診断のための休暇制度は該

当しません。 

  

イ（取組事項５を実施する場合）ジョブリターン制度が就業規則等又は労働協約

に定められていないこと。また、社内規定又は社内通知等に明文化されてお

らず、かつ運用されていないこと（過去に規定していたものを削除して、本奨

励金の取組事項として再度規定することは認めません）。 
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２ 奨励金の事前エントリー 

 

 

 

 

 

 

 

本奨励金の申請を行うには、決められた日時に、インターネット上から事前エントリーを行う

必要があります。 

 

(1) 事前エントリー方法 

事前エントリー受付日（Ｐ３の年間のスケジュール等を参照してください。）に、東京都

産業労働局雇用就業部ホームページ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」から事前エントリーを行っ

てください。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」 

 https：//www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/koyoukankyo/shourei/index.html 

事前エントリー後、申請可能企業として連絡を受けた企業等のみが申請できます。 

 

(2) 事前エントリー受付について 

５回に分けて受付を行います。 

受付日については、Ｐ３をご参照ください。受付時間は受付日の１０時から１５時です。 

ア 事前エントリーに関しての注意事項 

・事前エントリーは先着順ではありません。 

・予定社数を上回る申込があった場合には、受付終了後に抽選を行います。 

・事前エントリーの際に「「電電子子申申請請（（「「ｊｊＧＧｒｒａａｎｎｔｔｓｓ」」））」」をを選選択択すするるこことともも可可能能でですす。。

ただし、当選企業で「電子申請」を希望する企業が一定数を超えた場合、一部企業は「紙

申請」となることがありますのでご了承ください。 

・事前エントリーは企業等の担当者が行ってください（代理人によるエントリーは認められ

ません）。代理人等の申請企業以外の方が事前エントリーを行ったことが判明した場合は、

抽抽選選対対象象外外とします。 

・担当者欄には企業等の担当者の連絡先を登録してください。代理人等申請企業以外の方を

連絡先にしていることが判明した場合は、抽抽選選対対象象外外とします。 

・書類の提出等を代理人に委任する場合は、代理人氏名欄にその氏名を入力してください。 

イ 事前エントリー結果通知（申請可能企業確定の連絡） 

・申請可能企業確定のご連絡は、２日目の受付から起算して７開庁日以内に、事前エン

トリーの際に入力いただいたＥメールアドレスに労働相談情報センターから行いま

す。事前エントリー２日目の受付から７開庁日を経過しても連絡がない場合は、企業

の担当者が直接、当センター企業支援担当（０３－５２１１－２２４８）へお問い合

わせください。なお、申請企業以外の方（代理人等）からのお問合せは受け付けてお

りません。 

審
査 審

査 

事
業
計
画
書
兼 

交
付
申
請
書
提
出 

事
前
エ
ン
ト
リ
� 

奨
励
事
業
の
実
施 

実
績
報
告
書
提
出 

 

奨
励
⾦
請
求
書 

提
出 

11

募
集
要
項



・受信拒否機能などを設定している場合は、S0000498@section.metro.tokyo.jp からのメ 

ールを受信できるよう設定を変更しておいてください。  

・・事前エントリーで当選し、申申請請可可能能企企業業ととななっったたににももかかかかわわららずず、、該該当当回回のの提提出出期期限限まま

ででにに申申請請書書類類をを提提出出ししななかかっったた場場合合、、以以降降のの令令和和７７年年度度のの事事前前エエンントトリリーーににエエンントトリリーー

ししててもも、、抽抽選選対対象象外外ととななりりまますす。。より多くの企業等が申請機会を得られるよう、奨励事

業が実施可能な回にエントリーするようご協力をお願いいたします。 
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３ 奨励金の交付申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

奨励事業者は、事業計画書兼交付申請書（様式第１号）等を作成し、次のとおり申請を行っ

てください。 

 

(1) 申請書類の提出先 

事前エントリー結果通知の際にご連絡した担当の労働相談情報センター・各事務所 

 

(2) 申請書類の提出方法 

郵郵送送等等  

・記録が残る簡易書留、レターパックプラス等の方法により送付してください。 

・代理提出の場合は委任状を必ず添付してください。 

※委任状の「代理人氏名」には、都からの連絡に対して窓口となる方の氏名を記載して

ください。 

 

(3) 申請期限 

       申請書提出期限はＰ３に記載のとおりです。提提出出期期限限日日必必着着でですす。。 

 

(4) 申請回数 

１年度の申請は１回限りです。 

  

(5) 申請時の提出書類 

別表３（Ｐ１５～１８）参照 

申請に関する各様式にはすべて登記簿どおりに企業名、代表者名等を記載し、印鑑登録し

た実印を押印してください（個人事業主の場合は、個人事業の開業・廃業等届出書及び住民

票（住民票記載事項証明書）のとおりに記載してください。）。 

 

(6) 申請書類各種様式の入手方法 

東京都産業労働局雇用就業部ホームページ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」からダウンロー

ドできます。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」 

https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/koyoukankyo/shourei/index.html 
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(7) 交付申請にあたっての注意事項 

① 申請書類について 

（ア）  提出された書類は返却しません。また、一度提出された書類について、修正や差し替

えはできません。 

（イ） 提出期限後は書類の追加提出はできません（交付申請書類の提出日以降、事業実施期

間開始日の前日までに交付申請時に提出した就業規則等又は労働協約を改正した場合、

又は就業規則等又は労働協約を新たに作成した場合を除きます。）（Ｐ１６～１７の５参

照）。 

    申請書類に不足がないか必ずご確認の上、提出してください。 

（ウ）  書類の記入にあたっては、鉛筆・消えるボールペンは使用しないでください。また、

記入内容を訂正する場合には、修正液・修正テープを使用せず、訂正箇所に二重線を引

き、その上から訂正印を押してください。 

（エ） 提出書類はＡ４版に統一してください。また、用紙１枚に複数ページを印刷（割付

印刷、２ページアップ印刷等）しないでください。なお、両面印刷をする場合、ペー

ジが抜けないようにご注意ください。 

（オ） 提出書類に不備等がある場合は、審査の必要に応じて、提出書類の修正や募集要項に

記載のない書類（出勤簿、賃金台帳等）の提出を求めることがあります。求めに応じな

い場合には、原則として奨奨励励対対象象外外となります。さらに、必要に応じて、現地調査を実

施します。 

（カ） 提出書類の内容について、代理人の有無にかかわらず、申請企業に対してヒアリン

グ等による確認を行うことがあります。また、追加書類の提出を依頼する場合があり

ます。 

 

② その他 

（ア）  審査の結果、不交付の決定や交付申請額から減額して交付決定をすることがありま

す。審査の過程についてはお知らせしておりませんので、ご了承ください。  

（イ）  交付決定額は奨励金交付の上限額を示しています。奨励事業終了後に奨励額が確定

します。実績報告書の審査により奨励額が交付決定額から減額される可能性がありま

す。 

（ウ）  交付決定の通知は、代理提出がされた場合でも申請企業宛に送付します。 

（エ）  申請書類に受理印の押印が必要な場合は、下記のものを申請時にあわせて提出して

ください。受理印を押印して申請企業宛に返信します。 

・事業計画書兼交付申請書の写し    １部 

・返信用封筒（申請企業の宛名を記載し、切手を貼付） 

※控えへの受理印の押印は、受理の事実を確認するものです。審査結果については、別途通知します。 

（オ）  書書類類のの提提出出等等をを代代理理人人にに委委任任すするる場場合合ににおおいいててもも、、必必ずず募募集集要要項項等等ををおお読読みみいいたただだ

きき、、申申請請事事業業者者自自身身がが本本奨奨励励金金事事業業のの内内容容をを十十分分理理解解ししたたううええでで申申請請ししててくくだだささいい。。  
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別別表表３３  交交付付申申請請  提提出出書書類類及及びび提提出出部部数数一一覧覧表表  

 ◆◆必必ずず提提出出すするるもものの  

  

０ 申請時提出チェックリスト 原本１部 

１ 

事業計画書兼交付申請書（様式第１号）  

原本１部 

・個人事業主の場合は、「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」を

住民票（住民票記載事項証明書）のとおりに記載してください。 

・提出日は、各書類の提出日、就業規則等の届出日及び登記簿等の発行日以降の日付

（（すすべべててのの書書類類がが揃揃っってていいるるここととをを確確認認しし、、提提出出すするる日日））となるようにしてくださ

い。 

２ 

誓約書（様式第２号） 

原本１部 ・個人事業主の場合は、「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」を

住民票（住⺠票記載事項証明書）のとおりに記載してください。 

３ 

雇用保険適用事業所設置届（事業主控） 

写し１部 

・都内の本店・支店・営業所等の全事業所について設置届を提出してください。 

 ※住所や企業名等の企業等情報が古いものとなっている場合は変更手続きを行い、

最新の情報が記載されている状態で提出してください。 

・都外に本社があり、都内に雇用保険適用事業所がない場合は、本社の設置届及びハ

ローワークから発行された都内事業所の雇用保険事業所非該当承認通知書を提出し

てください。 

４ 

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）  

※都内勤務の常時雇用する労働者２名分。 

写し１部 

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）を提出した労働者が以下①

又は②に該当する場合は労労働働契契約約書書又又はは労労働働条条件件通通知知書書をあわせて提出してくださ

い。 

① 雇用保険加入期間が交付申請日時点で１年以下の場合 

雇用開始日と雇用期間を確認します。 

② 都外にも事業所がある場合 

雇用保険の加入期間にかかわらず労労働働者者２２名名が都内で勤務していることを確認

します。（勤務地を確認します。） 

 

・Ａコース②を実施する場合は、常時雇用する男性従業員を 1 名以上選定してくださ

い。 

※常時雇用する男性従業員がひとりもいない場合は、女性従業員２名分の雇用保険被

保険者資格取得等確認通知書等を提出のうえ、男性従業員の労働契約書又は労働条

件通知書の写しと、当該男性従業員の性別の確認ができるもの（例 健康保険証の写

し等）を提出してください。 
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・交交付付申申請請日日以以後後交交付付決決定定前前ままででにに雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主

通知用）等を提出した労働者が退退職職ししたた場場合合は、必ず交付決定日前日までに代わりの

労働者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）等を提出してくだ

さい。提出がなく交付決定日前までに退職していたことが後日判明した場合は、交交付付

決決定定のの取取消消となります。 

※交交付付決決定定日日以以後後実実績績報報告告日日ままででにに雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主

通知用）等を提出した労働者が退退職職ししたた場場合合については、Ｐ６９をご覧ください。 

 

５ 

最新の就業規則等 

写し 1 部 

① 都内の労働基準監督署に届け出た最新の就業規則等を、届出印が押された部分もあ

わせて提出してください（内容や施行日が最新であることを確認してください。最

新の就業規則等を都内の労働基準監督署に届け出ていない場合は、届け出た上で提

出してください。）。 

また、e-GOV 電子申請システムにて届け出た場合は、届出印（電子印）が押された

「就業規則届」及び電子申請した際の「提出完了」画面（提出した書類名が表示さ

れていること）など、e-GOV 電子申請システムにて受け付けられた日付等が確認で

きるものも含めて全文を提出してください。 

本奨励金においては、常時雇用する労働者数が１０名未満の事業所も届出が必要で

す。 

② 事業所ごとに作成している場合はそれぞれの就業規則等を提出してください（都

内事業所分のみ。）。 

③ ２ページアップ印刷、割付印刷はしないでください。可能な限り両面印刷での提

出をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜コース別に提出必須の労働協約及び規程は以下のとおり＞ 

全コース共通 

・休休暇暇に関する労働協約及び規程を定めている場合はあわせて提出してください。 

・正正社社員員（（※※定定義義ははＰＰ６６３３参参照照））にに適適用用さされれてていいるるももののを提出してください。 

ただし、申請時点において正社員を雇用していないときは、非正規従業員に適用さ

れている就業規則等を提出してください。 

︕ 就業規則等及び労働協約については、交付申請の時点で最新版が提出され
ていない場合は、全コース奨励対象外となります。   

︕ 申請書類の提出⽇以降、事業実施期間開始⽇の前⽇までに交付申請時に提出
した就業規則等⼜は労働協約を改正した場合、⼜は就業規則等⼜は労働協約
を新たに作成した場合には、事業実施期間開始⽇の前⽇までに最新のものを
追加で提出してください。追加提出されなかった場合、制度整備（Ａコース
①・Ａコース③・Ｂコース②・Ｃコース・追加取組）を実施したとしても奨
励対象外となります。 

 
︕ 過去に本奨励⾦で整備した規定を削除するなど、不利益となる改定を⾏っ

ていた場合は、全コース奨励対象外となります。 
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Ａコース 

・育児休業規程など、育児に関する規程及び労働協約を定めている場合はあわせて提

出してください。 

Ａコース① 

・賃金に関する規程など、子どもの看護等休暇に関する賃金の支払いについて定めて

いる規程をあわせて提出してください。 

Ｂコース 

・介護休業規程など、介護に関する規程及び労働協約を定めている場合はあわせて提

出してください。 

Ｂコース② 

・賃金に関する規程など、介護休暇に関する賃金の支払いについて定めている規程を

あわせて提出してください。 

Ｃコース 

・休暇規程、療養休暇規程など、既に休暇関係の規程及び労働協約を定めている場合

はあわせて提出してください。なお、既にＣコースの取組事項に相当する病気治療

に関する規程等がある場合は、Ｃコースは申請できません。 

 

 

６ 

事業所一覧 

原本１部 

①本社及び事業所について、事業所名称、所在地及び従業員数（役員や他社からの派

遣社員等は除く。）を記載したものを提出してください。都外に所在する事業所も

含みます。 

②登記上の本店所在地は従業員がいない場合でも必ず記載してください。 

③個人事業主の場合は、「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」を

住民票（住民票記載事項証明書）のとおりに記載してください。 

※差替えは原則認められません。特に従業員数については誤りの無いように記入して

ください。 

７ 

会社案内又は会社概要 

原本１部 

・企業等の名称、代表者、所在地（事業所すべて）、事業内容等が確認できるもの（既

存の会社概要、パンフレットやホームページで上記内容が確認できれば、その写しで

も可。） 

 ※既存の会社概要、パンフレットやホームページに上記項目が記載されていない場

合は、別紙等で補足して提出してください。 

 ※都外に事業所（支店、店舗等含む）がある場合も漏れなく記載されたものを提出し

てください。 

８ 

商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）  

原本１部 
①発行日から３か月以内のもの 

②個人事業主の場合は、個人事業の開業・廃業等届出書（写し）及び住民票（住民票

記載事項証明書）（原本）を提出してください。 

17

募
集
要
項



９ 

水道光熱費の領収書、賃貸借契約書等 

※登記上の本店所在地と本社機能を持つ事業所地とが異なる場合（①）又は登記上の

本店所在地が都外の場合（②）のみ 

写し１部 
①登記上の本店所在地が代表取締役の自宅であるなど、本店所在地で事業を営んでおら

ず、本社機能を持つ事業所地が別にある場合は、本社機能を持つ事業所地で事業を営

んでいることを確認するため、本社機能を持つ事業所地の書類を提出してください。 

②登記上の本店所在地が都外の場合は、都内で事業を営んでいることを確認するため、

都内事業所の書類（１事業所分で可）を提出してください。 

10 
印鑑登録証明書 

原本１部 
・発行日から３か月以内のもの 

11 

都税の納税証明書 

原本１部 
・法人の場合は、法人都民税・法人事業税の納税証明書を提出してください。 

・個人事業主の場合は、個人都民税（居住地分、事業所地分）及び個人事業税の納税証

明書を提出してください。（詳細はＰ１９参照） 

12 

一般事業主行動計画（申請日から実績報告日までが計画期間内のもの）【Ａコースを実

施する場合のみ】 
写し１部 

・行動計画を作成していない場合、申請時までに必ず作成し、策定・変更届とともに都

道府県労働局に届け出てください。策定例はＰ１０７を参照してください。 

一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局が受け付けた日付等が確認できるも 

の）【Ａコースを実施する場合のみ】 

・e-GOV 電子申請システムにて届け出た場合は、電子申請した際の「提出完了」画面な

ど e-GOV 電子申請システムにて受け付けられた手続の内容や日付等が確認できるも

のも含めて提出してください。 

写し１部 

13 

助成金等併給状況確認チェックリスト 

原本１部 ・本奨励金と同一の事由により支給要件を満たすことになる国、都又は区市町村等が

実施する助成金等の申請又は受給履歴がないか確認してください。 

 

14 

 

委任状【書類提出を代理人に依頼する場合のみ】（（※※）） 

原本１部 ・個人事業主の場合は、「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」を

住民票（住⺠票記載事項証明書）のとおりに記載してください。 

（※）委任状が提出されない場合は、交付申請や実績報告に関して、申請企業等以外の方が関わることはで

きません。交付申請後に代理人を選任する場合には、選任後速やかに委任状を提出してください。 

 

 本奨励金用の各様式については、記入例があります。作成の際にあわせてご参照ください。 

（手引きＰ７８～、「ＴＯＫＹＯはたらくネット」にも掲載） 
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＜都税の納税証明書について＞ 
【提出に関する注意事項】 

 

（参考）法人・個人事業主別 提出が必要な納税証明書一覧 

企業等

の形態 
税目 提出が必要な書類 証明書発行機関 

法人 
法人都民税 法人都民税納税証明書 

都税事務所 
法人事業税 法人事業税納税証明書 

個人事 

業主 

個人都民税（居住地分） 住民税納税証明書（居住地分） （居住地の）区市町村の役所 

個人都民税（事業所地分） 住民税納税証明書（事業所地分） （事業所地の）区市町村の役所 

個人事業税 個人事業税納税証明書 都税事務所 

（法人の場合）  

① 法人都民税及び法人事業税の納税証明書を提出してください（２税目が１枚にまとまっていても

可）。 

② 申請日時点で納期が到達している直近の決算期の納税証明書を提出してください。 

③ 申請日時点で初めての納期限前の場合は、税務署へ届け出た法人設立届(写し) を提出し、実績報

告時に都税の納税証明書の原本を提出してください。 

④ 申請日時点で直近の事業年度が終了しているが、納期が到達していないため支払っていない場合

は、前年度分の納税証明書を提出してください。 

⑤ 納税直後のため納税証明書の発行が受けられない場合は、前回納税分までの納税証明書を提出し

てください。 

（個人事業主の場合） 

① 個人都民税（居住地分、事業所地分）及び個人事業税の納税証明書を提出してください。 

② 申請日時点で納税額が確定している直近年度の、直近の納期到達分を提出してください。 

③ 申請日時点で納税額が確定している直近年度について、納期が到達していないためまだ一度も支

払っていない場合は、前年度分の納税証明書を提出してください。 

④ 納税直後のため納税証明書の発行が受けられない場合は、前回納税分までの納税証明書を提出し

てください。 

（非課税の場合） 
課税されない理由が分かるものとして、次の書類を提出してください。 

 ① 社会福祉法人等 
・ 定款及び決算報告書 
・ その他収益事業を営んでいないことが分かるもの 

② 個人事業主 
・ 確定申告書第一表及び第二表の写し（税務署受付印が押印されたもの。電子申請の場合は電子申

請完了画面の写しを添付してください。） 
・ 所得税青色申告決算書の写し 
※個人都民税が非課税の場合は非課税証明書でも可 
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４ 奨励事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜奨励事業について＞ 

Ａ～Ｃの３コースがあり、コースや事業を複数選んで実施することができます（上限１００万円）。 

 

各コース・事業について、それぞれ次ページ以降に定める取組事項すべての実施が必要です。 

各各ココーースス・・事事業業ののペペーージジにに記記載載のの取取組組順順でで実実施施ししててくくだだささいい。。取取組組事事項項ををすすべべてて実実施施ししてていいなないい場場

合合やや取取組組順順にに相相違違ががああるる場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  
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Ａ 育児と仕事の両立推進コース 

①  育児と仕事の両立制度整備事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事項１ 育児と仕事の両立支援制度の整備 

内 容 育児と仕事の両立を支援する制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

以下のいずれかの制度を整備する。 

① 子供の学校行事参加休暇や祖父母の育児休暇制度など、法律上定めることを義務付

けられていない制度 

② 育児・介護休業法※に規定する育児に関する制度を、法を上回る内容で整備 

（Ａコース③を同時に実施する場合）Ａコース③で整備する制度とは異なる制度を

整備すること。 

※ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）のこと。 

 ③ 有給の子どもの看護等休暇制度 

実 績 報 告 時

確 認 書 類 
整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約等） 

注意事項 

 就就業業規規則則等等又又はは労労働働協協約約はは最最新新法法令令等等にに適適合合ししたた内内容容ににししたた上上でで、①～③のいずれか

の制度を整備してください。 

 テレワーク制度（在宅勤務等）を整備しても、本奨励金の対象にはなりません。 

 制度の対象者について一定の条件を付けることは可能です（未就学児を養育中の従業

員を対象とする等）。ただし、本事業の趣旨と整合性がないと判断される場合は奨奨励励対対

象象外外となります。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

【①について】 

 既に就業規則等又は労働協約に定められた制度については、日数の上乗せや対象者の

拡大等は奨奨励励対対象象外外となります。違う内容について新たに整備してください。 

 新新たたにに休休暇暇制制度度をを定定めめるる場場合合はは、、以以下下のの必必須須記記載載事事項項ををすすべべてて明明確確にに記記載載ししててくくだだささ

いい。。記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

ア 休暇の取得⽬的 

イ 対象者（雇⽤形態、適⽤条件） 

ウ 対象となる⼦の年齢 

エ ⼀⼈１年間あたりの休暇⽇数 

オ 取得単位（１⽇単位・半⽇単位・時間単位等） 

カ 休暇取得の際の賃⾦の取扱い（有給・無給） 

※点線枠内             は、必須取組事項ではありません。 

取組事項３ 社内研修の実施 

      育児と仕事の両⽴⽀援制度の整備 

           ＋ 
      ジョブリターン制度の整備 

 
 

研 修 会 へ の 参
加 

事
業
実
施
期
間 

︵

３

か

⽉

間

︶ 

（交付決定後着⼿） 下記図で⽰している取組順で実施してください。 

取組事項１ 
取組事項２ 

取組事項４ 

取組事項３ 

取組事項４ 

 
 
体 験 型 研 修
の実施 

 

取組事項５ 

取組事項５ 
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キ 休暇申請⽅法（申請期限、申請先など） 

 

【②について】 

 対象となる子の年齢や取得期間等について、法を上回るように整備してください。法

を上回るか否かは、作成した就業規則等の施行日時点で施行されている法令を基準と

して判断します。 

 育児休業期間を延長する場合において、一定範囲の有期雇用労働者を育児休業の対象

から除外する際は、 

「（例）子が１歳６か月＜※１＞（本条第●項又は第●項の申出にあっては２歳）に達

する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかな者」 

の＜※１＞は、必ず１歳６か月以下となるようにしてください。 

 → 育児休業期間を延長（例：２歳６か月に延長）した場合でも、この部分は必ず

１歳６か月以下となるようにしてください。育児休業の延長期間に合わせてしまうと、

有期雇用従業員が育児休業を取得できる要件の制限が法令を下回る（法令上は取得で

きる人が取得できない）ことになり、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

同様に、労使協定により除外する際も、 

「（例）申出の日から１年＜※２＞（本条第●項から第●項の申し出にあっては６か月）

以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員」 

の＜※２＞は、必ず１年以下となるようにしてください。 

→ 育児休業の延長期間（例：２歳６か月）に合わせてしまうと、労使協定で除外で

きる従業員の要件が法令を下回る（法令上は取得できる人が取得できない）こと

になり、奨奨励励対対象象外外となります。 

 育児休業期間は、原則１歳まで→（さらに休業が必要な場合には）１歳から１歳６か 

月まで→（さらに休業が必要な場合には）１歳６か月から２歳までと、３段階を踏ん

で規定してください。その上で、さらに期間の延長（例：３歳まで）に取り組む場合

は、その期間についての規定を追加してください。段階を踏まず、いきなり３歳まで

等と規定しないようご注意ください。 

 育児休業の撤回、育児休業期間の繰り上げ・繰り下げ変更など各申出の手続に関して

も法に則り（育児休業延長期間について法を上回る整備をした場合は当該期間につい

ても漏れなく）定めてください。期間の延長に取り組む場合は、１歳まで→１歳から

１歳６か月まで→１歳６か月から２歳まで→２歳を超える範囲（例：３歳）まで、と

段階を踏んで定めていない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

 手続き方法・申出期限等が法を上回る内容に整備しても、法を上回る制度とはみなし

ません（例：育児休業の申請期限を「１か月前」から「２週間前」に改正しても奨励

対象とはなりません）。 

 育児休業中の賃金について、無給から有給に変更しても法を上回る制度とはみなしま

せん。 

【③について】 

 既に１時間でも有給の看護休暇制度が整備されている場合は、①又は②に取り組んで

ください。 

 ③に取り組む場合は、少なくとも法定日数分（子１人の場合は１年間につき５日、２
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人以上の場合は１年間につき１０日）は有給として整備してください。 

 就業規則等を改正する際には、条項のずれ、改正漏れに注意してください。条項不整

合の場合、奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

取組事項２ 研修会への参加 

内 容 育児と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加し、情報収集する。 

要 件 等 

人事労務担当者等が、以下の研修会のいずれかに参加し、情報収集する。 

①「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ａテーマ ア】 

②「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ａテーマ イ】 

実績報告時 

確 認 書 類 

研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意く

ださい。 

注意事項 

 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 人事労務担当者等には、人事労務担当の従業員に限定せず、育児と仕事の両立を推進

する業務を担当する経営者・役員・従業員を含みます。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。  

 Ａコース①・Ａコース②・Ａコース③をすべて同時に実施する場合に受講が必要な研

修については、Ｐ５７を参照してください。 

 
取組事項３ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①及び②について研修を実施する。 

  ①及び②について説明したことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

① 整備した制度の内容 

［人事労務担当者等が説明］ 

② 研修会で収集した知識の情報提供 

［取組事項２の研修会への参加者が説明］ 

育児と仕事の両立支援が求められる背景や、育児・介護休業法で定める育児に関する

制度等、育児と仕事の両立に資する事項について周知してください。 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙１(1)）（記入例Ｐ９０） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるもの（①配布した資料の名称、②資料配

布の確認日（受領日）、③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 

注意事項 
 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 取組事項４を実施した場合、ジョブリターン制度の内容も周知してください。 
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 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何

回行っても構いません。出席率が５割未満の場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

（追加取組） 

取組事項４ 
ジョブリターン制度の整備 

内 容 

ジョブリターン制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

※取組事項４は、Ａコース①の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～３に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

ジョブリターン制度について新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

以下の①～⑧の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨

励励対対象象外外となります。 

① 制度対象者の退職理由（結結婚婚、、配配偶偶者者のの転転勤勤、、妊妊娠娠、、出出産産、、育育児児、、介介護護及及びび病病気気治治療療

ががすすべべてて明明記記さされれてていいるるこことと。。） 

② 対象者の年齢 

③ 対象者の退職後の年数 

④ 再雇用時の処遇 

⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇 

⑥ 退職者への個別の制度説明 

⑦ 退職者の意向把握 

⑧ 会社から退職者に対し定期的に採用募集にかかる情報を提供する等の制度 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

注意事項  ジョブリターン制度についての注意事項は、Ｐ６４～６５を参照してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 
（追加取組） 

取組事項５ 
経営者・管理職への体験型研修の実施 

内 容 

経営者・管理職を対象とした体験型研修制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。また、対象者に体験型研修を実施する。 

※取組事項５は、Ａコース①の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～３に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

（１）以下について実施する。 

① 体験型研修の実施 

  対象者全員に体験型研修を実施する。 

  なお、研修期間として実際に取り組む期間を概ね１週間以上設定し、体験型研修を実

施すること。 

体験型研修の例 

1 定時退勤ウィーク（ノー残業週間） 

「保育園の迎えがある」と仮定し、1 週間は定時退勤を徹底。周囲への協力依頼も

含めた業務調整を体験する。 
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２ 急な呼び出しによる半日退社体験 

「子どもが発熱した」「介護施設から連絡があった」という想定で、午前で業務を

切り上げ帰宅する訓練。 

② 事後アンケートの実施 

  都が定める様式「（様式）事後アンケート」を使用すること。実施期間内に、対象者全

員に配布し、回収すること。 

③ 振り返りレポートの作成 

  都が定める様式「（様式）振り返りレポート」（記入例Ｐ１０３）を使用し、作成する

こと。 

● 体験型研修制度の整備 

  以下のア～ウすべての項目について、就業規則等又は労働協約に新たに定める。  

記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※ 整備にあたっては体験型研修の実施前後を問いません。 

  ア 研修の実施目的 

  イ 対象者 

  ウ 実施方法 

 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

（様式）振り返りレポート 

（様式）事後アンケート（回答済みのもの） 

注意事項  体験型研修についての注意事項は、Ｐ６２～６４を参照してください。 

 対対象象者者はは経経営営者者・・管管理理職職のの全全員員でですす。。経経営営者者・・管管理理職職のの人人数数がが 33 名名にに満満たたなないい場場合合はは、、

管管理理職職候候補補等等のの従従業業員員をを加加ええ、、必必ずず 33 名名以以上上にに対対ししてて実実施施ししててくくだだささいい。。  

 体験型研修については、体験期間を１週間以上設け、体験期間内に、対象者１人につ

き１回以上実施してください。 

 事事後後アアンンケケーートトのの回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

 上記すべてを事業実施期間内で完了させてください。 
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② 男性の育児参加推進事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事項１ 育児と仕事の両立支援制度の利用状況等調査 

内 容 育児と仕事の両立支援制度の利用状況等について、調査を行う。 

要 件 等 

(1) 「（様式）育児調査票」を使い、以下の条件に従ってアンケートを実施する。 

 ・対 象：都内に勤務するすべての男性従業員（パート・アルバイト等含む）。 

 ・回収率：８割以上 

 ・方法等：調査方法は問わない。無記名可。 

(2) 回収後は、「（様式）育児アンケート集計結果」を使って集計する。 

実績報告時 

確認書類 

（男性従業員分のみ）アンケート集計結果（「（様式）育児アンケート集計結果」） 

注意事項 

 アンケートの実施対象者は、必必ずず正正社社員員以以外外もも含含めめたた都都内内にに勤勤務務すするる全全男男性性従従業業員員と

してください。 

 アンケート集計は、必ず都内に勤務する男性従業員分のみ集計してください。 

 アアンンケケーートト回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  

 「（様式）育児調査票」及び「（様式）育児アンケート集計結果」については、ＴＯ

ＫＹＯはたらくネットに掲載されている様式をダウンロードして使用してください。 

 

取組事項２ 社内制度利用拡大に向けた取組の検討 

内 容 プロジェクトチームを設置し、社内制度利用拡大に向けた取組を検討する。 

要 件 等 

(1) プロジェクトチームを設置する。 

都内に勤務する男性従業員１人以上を含む２人以上で構成すること。 

(2) 取組事項１の利用状況等調査結果を分析する。 

(3) 利用状況等調査結果を踏まえた、育児休業等の社内制度の利用拡大に向けた取組を検

討する。 

実績報告時 

確認書類 

実績報告書（様式第６号 別紙１(２)）（記入例Ｐ９１～９２） 

 

     社内研修の実施 

事
業
実
施
期
間
︵

３

か

⽉

間

︶ 

（交付決定後着⼿）  下記図で⽰している取組順で実施してください。 

育児と仕事の両⽴⽀援制
度の利⽤状況等調査 

社内制度利⽤拡⼤に向け
た取組の検討 

社内⽬標の設定 

  
  
 
 

研修会への参加 

取組事項１ 

取組事項２ 

取組事項３ 

取組事項４ 

取組事項５ 

 
 
 
 
 
 
体 験 型 研 修
の実施 

 

取組事項６ 

※点線枠内       は、必須取組事項ではありません。 取組事項６ 
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取組事項３ 社内目標の設定 

内 容 男性の育児参加推進に向けた新たな目標及び取組内容を設定する。 

要 件 等 

(1) 取組事項２の検討結果を踏まえ、男性の育児参加推進に向けて、男男性性のの育育児児休休業業取取得得

率率のの目目標標設設定定を行うほか、以下の①～⑤より 1 つ以上の目標を選択し、新たに取組内容

を定める。 

① 職場全体の理解の促進 

② 管理職の意識の向上 

③ 従業員の定期的な状況把握と制度利用の促進 

④ 人事評価への反映 

⑤ その他男性の育児参加推進に向けた取組（奨励事業者が任意で策定） 

(2) 定めた男性の育児休業取得率、目標及び取組内容を一般事業主行動計画として策定

し、実績報告日までに都道府県労働局へ策定・変更届を提出する。なお、計画期間は新

たに策定又は変更した日より２年以上とする。 

実績報告時 

確認書類 

・一般事業主行動計画 

・一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局が受け付けた日付等が確認できるも

の） 

注意事項 

 目標・取組内容については、以下を参考にしてください。 

※取組内容（例）はあくまでも参考例です。実際の取組内容は、取組事項２で設置したプ

ロジェクトチームによる利用状況等調査結果の分析を踏まえて検討してください。 

 

 既に男性の育児休業取得率の目標を設定している場合は、既存の目標値よりも高い数

値を新たに設定してください。 

 男性の育児休業取得率を公表もしくは把握している場合には、その値よりも高い数値

を目標として設定してください。 

 定めた目標及び取組内容が本奨励金の他のコース・事業で定めた内容であった場合、

また、他の助成金等を利用して定めた内容であった場合、奨奨励励対対象象外外となることがあ

ります。 

 定定めめたた男男性性のの育育児児休休業業取取得得率率、、目目標標及及びび取取組組内内容容はは様様式式第第６６号号別別紙紙１１（（２２））にに記記載載すす

るるととととももにに、、一一般般事事業業主主行行動動計計画画にに策策定定ししててくくだだささいい。。ななおお、、定定めめたた内内容容（（男男性性のの育育

目標 取組内容（例） 
①職場全体の理解の促進 
 

・男性従業員の育児参加に関する職場の理解を促進

するため、社内研修や社内報等による社内周知を実

施する。 

②管理職の意識の向上 ・育児休業等を始めとした育児支援制度の利用を希

望する男性従業員を支援できるよう、年に 1 回程度

の管理職研修を実施する。 
③従業員の定期的な状況把握と制

度利用の促進 
・定期的に個人面談を実施し、男性従業員の育児休

業を始めとした育児支援制度の利用状況及び利用

希望を把握する。 

④人事評価への反映 
 

・育児休業を始めとした育児参加支援制度の利用を

促進した管理職を評価する人事評価制度を検討す

る。 
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児児休休業業取取得得率率含含めめ））がが一一般般事事業業主主行行動動計計画画にに反反映映さされれてていいなないい場場合合（（内内容容のの相相違違又又はは

不不足足等等））、、原原則則奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  

 一般事業主行動計画の策定・変更届は、実績報告日までに必ず届出を行ってください。

（郵送等の方法による場合は受付が遅れることもありますので、ご注意ください。） 

 

取組事項４ 研修会への参加 

内 容 育児と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加し、情報収集する。 

要 件 等 
人事労務担当者等が、以下の研修会に参加し、情報収集する。 

「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ａテーマ ア】 

実績報告時 

確認書類 

研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意く

ださい。 

注意事項 

 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 人事労務担当者等には、人事労務担当の従業員に限定せず、育児と仕事の両立を推進

する業務を担当する経営者・役員・従業員を含みます。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。  

 Ａコース①・Ａコース②・Ａコース③をすべて同時に実施する場合に受講が必要な研

修については、Ｐ５７を参照してください。 

 

取組事項５ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①及び②について研修を実施する。 

   ①及び②について説明したことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

①  利用状況等調査の集計結果・概要、プロジェクトチームでの検討状況、設定した社

内目標について 

［人事労務担当者等が、都が定める様式（「（様式）社内周知用」（記入例Ｐ９８）

及び「（様式）育児アンケート集計結果」）を用いて説明 

② 研修会で収集した知識の情報提供 

［取組事項４の研修会への参加者が説明］ 

男性の育児参加が求められる背景や、具体的な両立支援策等、男性の育児参加に資

する事項について周知してください。 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙１(２)）（記入例Ｐ９１～９２） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料）（「（様式）社内周知用」

及び「（様式）育児アンケート集計結果」を含む） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことがわかるもの（①配布資料の名称、②資料配布の

確認日（受領日）、③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 
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注意事項 

 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何回

行っても構いません。出席率が５割未満の場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 実績報告書（別紙１(２)）の記載内容と「（様式）社内周知用」の記載内容を一致さ

せてください。 

 社内研修で「（様式）社内周知用」及び「（様式）育児アンケート集計結果」を用い

て説明したことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 

 

（追加取組） 

取組事項６ 
経営者・管理職への体験型研修の実施 

内 容 

経営者・管理職を対象とした体験型研修制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。また、対象者に体験型研修を実施する。 

※取組事項６は、Ａコース②の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～５に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

（１）以下について実施する。 

① 体験型研修の実施 

  対象者全員に体験型研修を実施する。 

  なお、研修期間として実際に取り組む期間を概ね１週間以上設定し、体験型研修を実

施すること。体験型研修の例はＰ２５を参照してください。 

② 事後アンケートの実施 

  都が定める様式「（様式）事後アンケート」を使用すること。実施期間内に、対象者全

員に配布し、回収すること。 

③ 振り返りレポートの作成 

  都が定める様式「（様式）振り返りレポート」（記入例Ｐ１０３）を使用し、作成する

こと。 

● 体験型研修制度の整備 

  以下のア～ウすべての項目について、就業規則等又は労働協約に新たに定める。  

記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※ 整備にあたっては体験型研修の実施前後を問いません。 

  ア 研修の実施目的 

  イ 対象者 

  ウ 実施方法 

 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

（様式）振り返りレポート 

（様式）事後アンケート（回答済みのもの） 

注意事項  体験型研修についての注意事項は、Ｐ６２～６４を参照してください。 

 対対象象者者はは経経営営者者・・管管理理職職のの全全員員でですす。。経経営営者者・・管管理理職職のの人人数数がが 33 名名にに満満たたなないい場場合合はは、、

管管理理職職候候補補等等のの従従業業員員をを加加ええ、、必必ずず 33 名名以以上上にに対対ししてて実実施施ししててくくだだささいい。。  

 体験型研修については、体験期間を１週間以上設け、体験期間内に、対象者１人につ

き１回以上実施してください。 

 事事後後アアンンケケーートトのの回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

 上記すべてを事業実施期間内で完了させてください。 
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③ 育児中の従業員のための多様な働き方整備事業 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事項１ 育児休業制度の整備 

内 容 
育児休業制度について、以下の要件等を満たすものを整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。 

要 件 等 
育児・介護休業法第５条に定める育児休業期間又は育児休業延長期間のいずれかについて、

法を上回る内容で整備する。 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

注意事項 

 育児休業期間又は育児休業延長期間のいずれか一方について、既に育児・介護休業法

を上回る制度が就業規則等又は労働協約に定められている場合、申請要件を満たしま

せん。 

 就就業業規規則則等等又又はは労労働働協協約約はは最最新新法法令令等等にに適適合合ししたた内内容容ににししたた上上でで、、ささららにに法法をを上上回回るる

内内容容でで制制度度をを整整備備ししててくくだだささいい。。 

 法を上回るか否かは、作成した就業規則等の施行日時点で施行されている法令を基準

として判断します。 

 育児休業期間を延長する場合において、一定範囲の有期雇用労働者を育児休業の対象

から除外する際は、 

「（例）子が１歳６か月＜※１＞（本条第●項又は第●項の申出にあっては２歳）に達

する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかな者」 

の＜※１＞は、必ず１歳６か月以下となるようにしてください。 

 → 育児休業期間を延長（例：２歳６か月に延長）した場合でも、この部分は必ず

 
 
 
 
 

研修会への参加 

      社内研修の実施 

事

業

実

施

期

間

︵

３

か

⽉

間

︶ 

（交付決定後着⼿）  下記図で⽰している取組順で実施してください。 

育児休業制度の整備 

両親学級制度等の整備 

⼦育て⽀援制度の整備 

        ＋ 
ジョブリターン制度の
整備 

取組事項１ 

取組事項２ 

取組事項３ 取組事項４ 

取組事項５ 

取組事項６ 

 
 
 
 
 
 
体 験 型 研 修
の実施 

 

取組事項７ 

※点線枠内             は、必須取組事項ではありません。 取組事項６ 取組事項７ 
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１歳６か月以下となるようにしてください。育児休業の延長期間に合わせてしまうと、

有期雇用従業員が育児休業を取得できる要件の制限が法令を下回る（法令上は取得で

きる人が取得できない）ことになり、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

同様に、労使協定により除外する際も、 

「（例）申出の日から１年＜※２＞（本条第●項から第●項の申し出にあっては６か月）

以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員」 

の＜※２＞は、必ず１年以下となるようにしてください。 

→ 育児休業の延長期間（例：２歳６か月）に合わせてしまうと、労使協定で除外で

きる従業員の要件が法令を下回る（法令上は取得できる人が取得できない）こと

になり、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

 育児休業期間は、原則１歳まで→（さらに休業が必要な場合には）１歳から１歳６か 

月まで→（さらに休業が必要な場合には）１歳６か月から２歳まで、（Ａコース③実施

に当たっては２歳から２歳を超える期間まで）と、３段階（Ａコース③実施に当たっ

ては４段階以上）を踏んで規定してください。段階を踏まず、いきなり３歳まで等と

規定しないようご注意ください。 

 

 育児休業の撤回、育児休業期間の繰り上げ・繰り下げ変更など各申出の手続に関して

も法に則り（育児休業延長期間について法を上回る整備をした場合は当該期間につい

ても漏れなく）定めてください。また、１歳まで→１歳から１歳６か月まで→１歳６

か月から２歳まで→２歳を超える期間までと、段階を踏んで定めてください。定めて

いない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

 就業規則等を改正する際には、条項のずれ、改正漏れに注意してください。条項不整

合の場合、奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 

 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

取組事項２ 両親学級制度等の整備 

内 容 両親学級制度等を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

両親学級制度とは、名称にかかわらず、妊娠中の過ごし方や分娩の進み方、新生児の世話

の仕方などを体験しながら学べる場のことをいう。 

以下の①又は②の制度を整備する。 

①自社で提供する両親学級制度 

②区市町村等が実施する両親学級に参加するための休暇制度 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

 

注意事項 

【①について】 

  対象者は、出産（配偶者等が出産する場合も含む）や育児休業を控えている従業員の

ほか、希希望望すするる従従業業員員を必ず含めてください。 
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 以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨励励対対

象象外外となります。 

 ア 実施目的  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

ウ 実施時期 

エ 提供する情報 

オ 提供方法 

 

【②について】 

 対象者は、出産（配偶者等が出産する場合も含む）や育児休業を控えている（配偶者

等が育児休業を取得する場合も含む）従業員としてください。 

 対象者は、両親、母親又は父親のみのいずれの場合も対象としてください。 

 以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨励励対対

象象外外となります。 

 ア 休暇の取得目的 

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

 ウ 一人１年間あたりの休暇日数 

 エ 取得単位（１日単位・半日単位・時間単位等） 

 オ 休暇取得の際の賃金の取扱い（有給・無給） 

 カ 休暇申請方法（申請期限、申請先など） 

 

 就業規則等に関する注意事項は、Ｐ６２を参照してください。 

 

取組事項３ 子育て支援制度の整備 

内 容 子育て支援制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

育児中の従業員が利用するための以下の①～③のいずれかの制度を整備する。 

①就業時に利用できるベビーシッター制度※１の経費支援制度 

②育児中（育休中含む）に利用できる助産師※２の経費補助制度 

③自社における子連れ出勤制度※３（実際に子連れ出勤制度を活用した従業員に対するア

ンケート票も作成すること） 

 

※１ 親の不在時にかわりに家庭で子供の保育を依頼する制度 

※２ 妊娠、出産、育児等に当たり相談等を行える制度 

※３ 職場に子供を連れて出勤する（帯同型）や職場に子供を預けて働く（企業内保育所型）制度等が対象。 

   いわゆる「テレワーク型」は含みません。 

 

＊経費支援制度には、自社における補助制度、サービス提供事業者との法人契約、ベビー

シッター派遣事業（こども家庭庁）の活用などがあります。 
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＜自社における支援制度を整備する場合＞ 

就業規則等に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、 

奨奨励励対対象象外外となります。 

 ア 対象者 

 イ 支援内容 

 ウ 申請方法（申請期限、申請先など） 

 

（③を整備する場合は、上記に加えて下記項目も記載してください） 

 エ 子連れ出勤の形態（帯同型・企業内保育所型） 

 オ 子連れ出勤後に実施するアンケート内容（実施対象者・項目・実施時期） 

 

＜サービス提供事業者と法人契約を行う場合（③で企業保育所型を整備する場合は必須）＞ 

就業規則等に上記の必須記載事項を記載することに加え、 

・制度運用開始日は、令和８年３月３１日までに設定してください。   

・遅くとも令和８年３月３１日までに当該支援制度を従業員が利用できるよう、事業実施

期間内に利用に向けた手続きを終えてください。 

 

＜ベビーシッター派遣事業（こども家庭庁）を活用する場合＞ 

就業規則等に上記の必須記載事項を記載することに加え、 

・制度運用開始日を記載してください（承認決定予定日と同日）。 

・事業実施期間内に事業実施団体に「ベビーシッター派遣事業割引券等使用事業主等承認

申込書兼担当者届」を提出してください（電子申請）。 

実績報告時 

確認書類 

整備した制度の内容が分かるもの 

・就業規則等又は労働協約   

・（①又は②を整備しサービス提供事業者と法人契約を結んだ場合）上記に加えて、利用確

認書類（「法人契約書」「業務委託契約書」の写し 等） 

・（①又は②を整備しベビーシッター派遣事業を活用した場合）上記に加えて、利用確認書

類（「申込受付時の自動返信メール及び承認通知メール」の写し） 

・（③の企業保育所型を整備した場合）上記に加えて、利用確認書類（保育サービス提供事

業者等との「法人契約書」「業務委託契約書」の写し 等） 

・（③を整備した場合）アンケート票 

注意事項 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

【①・②について】 

 制度利用対象者は、未就学児の子供を養育している者を必ず含めてください。含まれ

ていない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

【③について】 

 制度利用対象者は、下記ア～ウのいずれかの年齢の子を養育している者を必ず含めて

ください（下記ア～ウ以外の年齢の子も対象にしても構いませんが、ア～ウのいずれ

かの年齢の子が含まれていない場合、奨奨励励対対象象外外となります。）。 
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ア ０～２歳 

イ ３歳～就学まで 

ウ 小学校就学後～小学校３年生 

 テレワーク制度等の活用により勤務中に子供を帯同することは子連れ出勤制度とはみ

なしません。 

 アンケートの実施時期は利用後１か月以内程度を目安に設定してください。 

 アンケートの実施対象者は利用者、その同僚等としてください。 

 アンケート項目として以下の内容が含まれていない場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

・子連れ出勤制度についての満足度 

・子連れ出勤制度についての改善点 

・自由意見 

 アンケートはアンケート票のみ提出してください。利用者等からの回答済みアンケー

トの提出は不要です。 

 

取組事項４ 研修会への参加 

内 容 育児と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加し、情報収集する。 

要 件 等 
人事労務担当者等が、以下の研修会に参加し、情報収集する。 

「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ａテーマ イ】 

実績報告時 

確認書類 

研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意く

ださい。 

注意事項 

 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 人事労務担当者等には、人事労務担当の従業員に限定せず、育児と仕事の両立を推進

する業務を担当する経営者・役員・従業員を含みます。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。  

 Ａコース①・Ａコース②・Ａコース③をすべて同時に実施する場合に受講が必要な研

修については、Ｐ５７を参照してください。 

 

取組事項５ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①及び②について研修を実施する。 

①及び②について説明したことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

① 取組事項１～３で整備した制度の内容［人事労務担当者等が説明］ 

② 研修会で収集した知識の情報提供［取組事項４の研修会への参加者が説明］ 

育児休業前、育児休業中、育児休業後の職場復帰時の支援が求められる背景等、育

児中（育休中含む）の従業員のための多様な選択に資する事項について周知してく

ださい。 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

34

募
集
要
項



実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙１(3)）（記入例Ｐ９３） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるもの（①配布した資料の名称、②資料配

布の確認日（受領日）、③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 

注意事項 

 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 取組事項６を実施した場合、ジョブリターン制度の内容も周知してください。 

 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何回

行っても構いません。出席率が５割未満の場合、奨奨励励対対象象外外となります。 
 
（追加取組） 

取組事項６ 
ジョブリターン制度の整備 

内 容 

ジョブリターン制度を新たに整備し、労働協約又は就業規則等に定める。 

※取組事項６は、Ａコース③の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～５に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

ジョブリターン制度について新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

以下の①～⑧の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨

励励対対象象外外となります。 

① 制度対象者の退職理由（結結婚婚、、配配偶偶者者のの転転勤勤、、妊妊娠娠、、出出産産、、育育児児、、介介護護及及びび病病気気治治療療

ががすすべべてて明明記記さされれてていいるるこことと。。） 

② 対象者の年齢 

③ 対象者の退職後の年数 

④ 再雇用時の処遇 

⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇 

⑥ 退職者への個別の制度説明 

⑦ 退職者の意向把握 

⑧ 会社から退職者に対し定期的に採用募集にかかる情報を提供する等の制度 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

注意事項  ジョブリターン制度についての注意事項は、Ｐ６４～６５を参照してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

  

（追加取組） 

取組事項７ 
経営者・管理職への体験型研修の実施 

内 容 

経営者・管理職を対象とした体験型研修制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。また、対象者に体験型研修を実施する。 

※取組事項７は、Ａコース③の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～５に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 
（１）以下について実施する。 

① 体験型研修の実施 

35

募
集
要
項



  対象者全員に体験型研修を実施する。 

  なお、研修期間として実際に取り組む期間を概ね１週間以上設定し、体験型研修を実

施すること。体験型研修の例はＰ２５を参照してください。 

② 事後アンケートの実施 

  都が定める様式「（様式）事後アンケート」を使用すること。実施期間内に、対象者全

員に配布し、回収すること。 

③ 振り返りレポートの作成 

  都が定める様式「（様式）振り返りレポート」（記入例Ｐ１０３）を使用し、作成する

こと。 

● 体験型研修制度の整備 

  以下のア～ウすべての項目について、就業規則等又は労働協約に新たに定める。  

記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※ 整備にあたっては体験型研修の実施前後を問いません。 

  ア 研修の実施目的 

  イ 対象者 

  ウ 実施方法 

 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

（様式）振り返りレポート 

（様式）事後アンケート（回答済みのもの） 

注意事項  体験型研修についての注意事項は、Ｐ６２～６４を参照してください。 

 対対象象者者はは経経営営者者・・管管理理職職のの全全員員でですす。。経経営営者者・・管管理理職職のの人人数数がが 33 名名にに満満たたなないい場場合合はは、、

管管理理職職候候補補等等のの従従業業員員をを加加ええ、、必必ずず 33 名名以以上上にに対対ししてて実実施施ししててくくだだささいい。。  

 体験型研修については、体験期間を１週間以上設け、体験期間内に、対象者１人につ

き１回以上実施してください。 

 事事後後アアンンケケーートトのの回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

 上記すべてを事業実施期間内で完了させてください。 
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Ｂ 介護と仕事の両立推進コース 

① 介護と仕事の両立推進事業 
＊本事業を実施した企業の取組内容等は東京都産業労働局のホームページにて公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※※ＢＢココーースス②②にに同同時時にに取取りり組組むむ場場合合はは、、必必ずずＢＢココーースス①①取取組組事事項項３３  取取組組事事項項４４ににおおいいてて取取組組計計画画をを策策

定定ししたた後後ににＢＢココーースス②②にに取取りり組組んんででくくだだささいい。。  

※※介介護護のの対対象象ににはは、、障障害害ののああるる子子やや医医療療的的ケケアア児児もも含含ままれれまますす。。  

取組事項１ 相談窓口の設置 

内 容 相談窓口を設置し、介護と仕事の両立相談員を配置する 

要 件 等 介護と仕事の両立に関する相談窓口を社内に設置し、介護と仕事の両立相談員を配置する。 

実績報告時 

確認書類 

実績報告書（様式第６号別紙２） 

 

注意事項 

 介護と仕事の両立相談員は申請企業の経営者、役員又は個人事業主本人もしくは従業

員（人事労務担当者等）等で、常時相談に対応できる方を配置してください（相談方

法は問いません）。また、一部相談業務を社外へ委託することも可能ですが、社内に

両立相談員を配置せず、社外取締役、派遣労働者、業務委託等、社外の方のみを任命

した場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

 既に相談窓口を設置している場合や、就業規則等に明文化されている場合は、申請要

件を満たさず奨奨励励対対象象外外となります。 

 令和７年４月１日から義務付けられている「介護離職防止のための措置整備」として

相談窓口を設置又は就業規則等に明文化されている場合、申請要件を満たさず奨奨励励対対

象象外外となります。 

 

取組事項２ 研修会への参加 

内 容 
介介護護とと仕仕事事のの両両立立相相談談員員が介護と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加し、情報収

集する。 

要 件 等 ・必ず取組事項１で配置した両立相談員が参加すること。 

 

介護と仕事の両⽴に係るニーズ調査 

事
業
実
施
期
間
︵

３

か

⽉

間

︶ 

（交付決定後着⼿）  下記図で⽰している取組順で実施してください。 

 

研修会等への参加 

 
社内研修の実施 

 
取組計画の策定 

 
計画等の社外発信 

取組事項３ 

取組事項４ 

取組事項５ 取組事項６ 

 
 
 
 
 
 
体 験 型 研 修
の実施 

 

取組事項７ 

※点線枠内      は、必須取組事項ではありません。 取組事項７ 

相談窓⼝の設置 

研修会への参加 取組事項２ 

取組事項１ 
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「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ｂテーマ】 

実績報告時 

確認書類 

研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意く

ださい。 

注意事項 
 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。 
  

取組事項３ 介護と仕事の両立に係るニーズ調査 

内 容 介護と仕事の両立支援制度の利用状況等について、ニーズ調査を行う。 

要 件 等 

(1) 「（様式）介護調査票」を使い、以下の条件に従ってアンケートを実施する。 

 ・対 象：都内に勤務するすべての従業員（パート、アルバイト等を含む）。 

 ・回収率：８割以上 

 ・方法等：調査方法は問わない。無記名可。 

(2) 回収後は、「（様式）介護アンケート集計結果」を使って集計する。 

実績報告時 

確認書類 

アンケート集計結果（「（様式）介護アンケート集計結果」） 

注意事項 

 アンケートの実施対象者は、必必ずず正正社社員員以以外外もも含含めめたた都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員として

ください。 

 アアンンケケーートト回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  

 「（様式）介護調査票」及び「（様式）介護アンケート集計結果」については、ＴＯ

ＫＹＯはたらくネットに掲載されている様式をダウンロードして使用してください。 

取組事項４ 取組計画の策定 

内 容 プロジェクトチームを設置し、現行制度の改正や利用拡大に向けた取組を検討する。 

要 件 等 

(1) プロジェクトチームを設置する。 

都内に勤務する従業員１人以上を含む２人以上で構成すること。 

(2) 取組事項３のニーズ調査結果を分析する。 

(3) 上記(2)を踏まえた、現行制度の改正や新たな取組を検討し、今後の取組計画を策定す

る（Ｂコース②を同年度に実施する場合は、Ｂコース②の取組事項とは違う内容の取組計

画を策定すること）。 

  取組計画期間は１～２年程度とする。 

実績報告時 

確認書類 

実績報告書（様式第６号 別紙２(1)）（記入例Ｐ９４～９５） 
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取組事項５ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①～③について研修を実施する。 

①  調査結果等説明 

下記ア～エすべての項目について、人事労務担当者等が、都が定める様式（「（様式）

社内周知用」（記入例Ｐ９９）及び「（様式）介護アンケート集計結果」）を用いて

説明すること。 

ア 相談窓口の設置 

イ ニーズ調査の集計結果・概要 

ウ プロジェクトチームでの検討状況 

エ 今後の取組計画について 

 

② 研修会で収集した知識の情報提供 

取組事項２の研修会への参加者（介護と仕事の両立相談員）が、研修会で収集した知

識を説明すること。両立相談員以外が説明した場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

③ 社内制度等の周知 

下記ア～ウすべての項目について必ず周知すること。周知の際は、ニーズ調査の集計

結果を踏まえて実施すること。 

ア 介護に関する社内制度 

イ 公的介護保険制度の内容 

ウ 地域の介護サービス関連の相談先等の情報について 

［取組事項２の研修会への参加者（介護と仕事の両立相談員）又は人事労務担当者等が

説明］ 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙２(1)）（記入例Ｐ９４～９５） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料）（「（様式）社内周知用」

及び「（様式）介護アンケート集計結果」を含む。） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるもの（①配布した資料の名称、②資料配

布の確認日（受領日）、③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 

注意事項 

 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何回

行っても構いません。出席率が５割未満の場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 人事労務担当者等には、人事労務担当の従業員に限定せず、介護と仕事の両立を推進

する業務を担当する経営者・役員・従業員を含みます。 

 社内研修で「（様式）社内周知用」及び「（様式）介護アンケート集計結果」を用い

て説明していることが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 
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（追加取組） 

取組事項７ 
経営者・管理職への体験型研修の実施 

内 容 

経営者・管理職を対象とした体験型研修制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。また、対象者に体験型研修を実施する。 

※取組事項７は、Ｂコース①の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～６に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

（１）以下について実施する。 

① 体験型研修の実施 

  対象者全員に体験型研修を実施する。 

 Ｂコース①とＢコース②を令和７年度に同時に実施する場合は、上記(1)②研修会で収

集した知識の情報提供について、同時に実施して構いません。その場合、(1)②はＢコ

ース②取組事項５(1)②と同じ内容で構わないものとします。 

 実績報告書（別紙２(1)）の記載内容と「（様式）社内周知用」の記載内容を一致させ

てください。 

 ③「ア 介護に関する社内制度」は、育児・介護休業法で定める介護に関する自社制

度を周知してください。介護に関する自社制度を周知する際には、法令に適合した内

容で周知を行うようにしてください。また、自社制度が法令に適合していない場合は、

法令に適合するよう、改正をお願いします。 

取組事項６ 計画等の社外発信 

内 容 社外に対して、ニーズ調査結果やプロジェクトチームでの検討状況、取組計画等を発信する。 

要 件 等 

以下①～③について、社外に対し、東京都のホームページにおいて、都が定める様式（「（様

式）社外周知用・都ホームページ掲載用」）を用いて周知を図る。 

① ニーズ調査結果の概要 

② プロジェクトチームでの検討状況 

③ 今後の取組計画 

実績報告時 

確 認 書 類 
「（様式）社外周知用・都ホームページ掲載用」 

注意事項 

 Ｂコース①の支給決定企業となった場合、東京都の以下ホームページに取組を掲載し

ます。 

https://www.katei-ryouritsu.metro.tokyo.lg.jp/kaigo/company/ 

 指定されたメールアドレス宛に「（様式）社外周知用・都ホームページ掲載用」デー

タ（WORD）を送信してください。 

※提出期限及び提出先は、実績報告書類を確認後、担当の各事務所からご案内します。 

※掲載予定時期は令和８年２月～６月予定です（順次掲載）。 

 実績報告書（別紙２(1)）の記載内容と「（様式）都ホームページ掲載用」の記載内容

を一致させてください。ただし、個人を特定するもの（個人名等）は記載せず、役職

名や担当業務名等に書き換えてください。 

 文字の大きさ・フォント・行頭揃え等、体裁を整えてください。 

 自社ホームページのＵＲＬにアクセスできるか確認してください。 
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  なお、研修期間として実際に取り組む期間を概ね１週間以上設定し、体験型研修を実

施すること。体験型研修の例はＰ２５を参照してください。 

② 事後アンケートの実施 

  都が定める様式「（様式）事後アンケート」を使用すること。実施期間内に、対象者全

員に配布し、回収すること。 

③ 振り返りレポートの作成 

  都が定める様式「（様式）振り返りレポート」（記入例Ｐ１０３）を使用し、作成する

こと。 

● 体験型研修制度の整備 

  以下のア～ウすべての項目について、就業規則等又は労働協約に新たに定める。  

記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※ 整備にあたっては体験型研修の実施前後を問いません。 

  ア 研修の実施目的 

  イ 対象者 

  ウ 実施方法 

 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

（様式）振り返りレポート 

（様式）事後アンケート（回答済みのもの） 

注意事項  体験型研修についての注意事項は、Ｐ６２～６４を参照してください。 

 対対象象者者はは経経営営者者・・管管理理職職のの全全員員でですす。。経経営営者者・・管管理理職職のの人人数数がが 33 名名にに満満たたなないい場場合合はは、、

管管理理職職候候補補等等のの従従業業員員をを加加ええ、、必必ずず 33 名名以以上上にに対対ししてて実実施施ししててくくだだささいい。。  

 体験型研修については、体験期間を１週間以上設け、体験期間内に、対象者１人につ

き１回以上実施してください。 

 事事後後アアンンケケーートトのの回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

 上記すべてを事業実施期間内で完了させてください。 
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② 介護離職防止のための制度整備事業 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護の対象には、障害のある⼦や医療的ケア児も含まれます。 
 

 

 

 

  

 
 
 

研修会への 
参加 

 

１．Ｂコース②を申請・実施するためには、次のいずれかの条件を満たしている必

要があります。 

（１）令和７年度に、Ｂコース①「介護と仕事の両立推進事業」をあわせて実施

すること。その場合、Ｂコース①「取組事項３・４」の実施後に取り組むこ

と。 

（２）令和元年度～令和６年度までの本奨励金で、Ｂコース①「介護と仕事の両

立推進事業」を実施して、奨励金を受給していること 

 
２．Ｂコース①と②をあわせて申請又は実施した場合、交付申請又は実績報告の提

出書類の審査の結果、Ｂコース①が奨励対象外となった場合は、Ｂコース②に
ついても奨励対象外となります。 

 
 

注注意意  

事

業

実

施

期

間

︵

３

か

⽉

間

︶ 

（交付決定後着⼿）  下記図で⽰している取組順で実施してください。 

介護休業等制度の整備 

介護サービス利⽤⽀援制度の整備 

介護と仕事の両⽴⽀援制度の整備 

＋ 
ジョブリターン制度の整備 

      社内研修の実施 

※点線枠内             は、必須取組事項ではありません。 

（Ｂコース①を令和７年度に実施する場合） 

ＢＢココーースス①①取取組組事事項項３３・・４４のの実実施施後後  

取組事項４ 

取組事項５ 

取組事項６ 

取組事項１ 

取組事項２ 

取組事項３ 

取組事項６ 

 
 
 
 
体 験 型 研 修
の実施 

 

取組事項７ 

取組事項７ 
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取組事項１ 介護休業等制度の整備 

内 容 
介護休業又は介護休暇制度について、以下に記載の育児・介護休業法を上回る制度又は有

給の介護休暇制度を就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

以下の①～④のいずれかについて、育児・介護休業法を上回る内容で整備する。又は、⑤

を整備する。 

① 介護休業の通算日数 

② 介護休業の分割取得の回数 

③ 介護休暇の取得日数 

④ 介護休暇の取得単位 

⑤ 有給の介護休暇制度 

※①～⑤すべて法を上回る内容で整備済の場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

実績報告時 

確認書類 

整備した制度の内容が分かるもの（労働協約又は就業規則等） 

注意事項 

 Ｂコース①のニーズ調査結果（取組事項３）やプロジェクトチームの検討内容（取組

事項４）を踏まえて、企業内で各自検討してください。 

 就就業業規規則則等等又又はは労労働働協協約約はは最最新新法法令令等等にに適適合合ししたた内内容容ににししたた上上でで、、ささららにに法法をを上上回回るる

内内容容等等でで制制度度をを整整備備ししててくくだだささいい。。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 ＢＢココーースス①①とと同同時時申申請請のの場場合合はは、、必必ずずＢＢココーースス①①のの取取組組計計画画のの策策定定（（取取組組事事項項４４））のの

後後にに定定めめててくくだだささいい。。  

 

【①～④について】 

 既に法を上回る内容を整備している場合には、日数の上乗せ等は奨奨励励対対象象外外となります。 

 ①～④のいずれかの項目が既に整備されている場合は、既に整備されている制度とは

異なる項目について法を上回るように整備してください。 

 法を上回るか否かは、作成した就業規則等の施行日時点で施行されている法令を基準

として判断します。 

 

【①について】 

 介護休業の撤回、介護休業期間の繰り上げ・繰り下げ変更など各申出の手続きに関し

ても法に則り（介護休業期間について法を上回る整備をした場合は当該期間について

も漏れなく）定めてください。定めていない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

 介護休業の通算日数を増やす場合において、一定範囲の有期雇用労働者を介護休業の

対象から除外する際は、 

「（例）申出時点において、介護休業を開始しようとする日から９３日＜※１＞経過日か

ら６ヶ月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかな者」 

の＜※１＞は、必ず９３日以下となるようにしてください。 

 → 介護休業期間を延長（例：９３日から１２４日に延長）した場合でも、こ

の部分は必ず９３日以下となるようにしてください。介護休業の延長期間

に合わせてしまうと、有期雇用従業員等が介護休業を取得できる要件の制

限が法令を下回る（法令上は取得できる人が取得できない）ことになり、

奨奨励励対対象象外外となります。 
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同様に、労使協定により除外する際も、 

「（例）申出の日から９３日＜※２＞以内に雇用関係が終了することが明らかな従業員」 

の＜※２＞は、必ず９３日以下となるようにしてください。 

→ 介護休業の延長期間に合わせてしまうと、労使協定で除外できる従業員の

要件が法令を下回る（法令上は取得できる人が取得できない）ことになり、

奨奨励励対対象象外外となります。 

 

【⑤について】 

 既に１時間でも有給の介護休暇制度が整備されている場合は、①～④に取り組んでく

ださい。 

 ⑤に取り組む場合は、少なくとも法定日数分（介護対象者が１人の場合は１年間につ

き５日、２人以上の場合は１年間につき１０日）は有給として整備してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

取組事項２ 介護サービス利用支援制度の整備 

内 容 
介護中の従業員のために、要介護者が受ける介護サービスを利用する際の経費支援制度を

新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

・介護サービスとは介護保険の適用対象サービスであるかないかを問わず、介護のために

利用できるサービスを指す。要介護者が直接のサービスの受け手となる介護サービスを

指し、従業員及び家族等の介護者が直接のサービスの受け手となるサービスは含まない

ものとする。 

・経費支援制度とは自社における補助制度やサービス提供事業者との法人契約などを指す。 

 

＜自社における支援制度を整備する場合＞ 

就業規則等に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、 

奨奨励励対対象象外外となります。 

 ア 対象者 

 イ 支援内容 

 ウ 申請方法（申請期限、申請先など） 

 

＜サービス提供事業者と法人契約を行う場合＞ 

就業規則等に上記の必須記載事項をすべて明確に記載することに加え、 

・制度運用開始日は、令和８年３月３１日までに設定し記載してください。また、Ｂコー

ス①と同時申請の場合は、必ずＢコース①の取組計画の策定（取組事項４）後に開始し

てください。 

・遅くとも令和８年３月３１日までに当該支援制度を従業員が利用できるよう、事業実施

期間内に利用に向けた手続きを終えてください。 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの 

 ・労働協約又は就業規則等 

・（サービス提供事業者との法人契約を結ぶ場合）上記に加えて、介護サービス利用支援

制度の利用確認書類（法人契約申込書の写し等） 

注意事項  介護サービス事業者が自社の介護サービスを自社の従業員に提供する場合は、奨奨励励対対
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象象外外となります。 

 介護保険適用内サービス又は介護保険適用外サービスのいずれかに限定しないでくだ

さい。いずれかに限定した場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 ＢＢココーースス①①とと同同時時申申請請のの場場合合はは、、必必ずずＢＢココーースス①①のの取取組組計計画画のの策策定定（（取取組組事事項項４４））のの

後後にに定定めめててくくだだささいい。。   
 
取組事項３ 介護と仕事の両立支援制度の整備 

内 容 
取組事項１・２の制度とは別に、介護と仕事の両立を支援する制度を新たに整備し、労働

協約又は就業規則等に定める。 

要 件 等 

介護と仕事の両立支援制度とは、就業しつつ対象家族の介護を行うことを容易にする制度

（経費支援制度を除く。）のことを指す。 

 

次の①～④のいずれかの制度を新たに整備すること。 

① 短時間勤務制度 

② フレックスタイム制度 

③ 時差出勤の制度（始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度） 

④ その他育児・介護休業法に定めのない独自の制度（介護と仕事の両立に資するもの） 

例：介護施設の見学休暇 等 

 

【①短時間勤務制度について】 

以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。 

 ア 短縮できる時間 

 イ 申請方法（申請期限、申請先など） 

 ウ 対象者 

 

【②フレックスタイム制について】 

就業規則等及び労使協定に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載し

ていない場合奨奨励励対対象象外外となります。 

 <就業規則等又は労働協約> 

 ア 始業及び終業の時刻を従業員の自主的な決定に委ねること 

 イ （コアタイムやフレキシブルタイムを設ける場合）始業及び終業の時刻に関するこ

と 

 <労使協定> 

 ア 対象となる従業員の範囲 

 イ 清算期間 

 ウ 清算期間における総労働時間（清算期間における所定労働時間） 

 エ 標準となる一日の労働時間 

 オ コアタイム（定めている場合） 

 カ フレキシブルタイム（定めている場合） 

※清算期間が１か月を超える場合は、労使協定を都内の労働基準監督署に届け出てくださ

い。また、フレックスタイム制が労働協約のみに定められている場合は、労働協約を必

ず都内の労働基準監督署に届け出てください。いずれも、届け出が確認できない場合は、
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奨奨励励対対象象外外となります。 

【③時差出勤制度について】 

以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合奨奨励励対対象象外外と

なります。 

 ア 通常の始業時刻及び終業時刻 

 イ 上記アの始業及び終業時刻がともに３０分以上繰上げ、又は３０分以上繰下げした

勤務時間が２パターン以上定められており、そのパターンごとの始業時刻及び終業

時刻 

 ウ 始業及び終業時刻を従業員からの申し出、選択により自由に繰上げ・繰下げできる

こと 

※法で定めることを義務付けられている時差勤務は、本取組の時差勤務とはみなしません。 

※シフト制は本取組の時差勤務とはみなしません。シフト制を採用している場合は、 

シフト制との違いを明確にしてください。 

※休憩時間等を延長することで、始業時刻又は終業時刻どちらか一方のみ変更し時差勤務 

としている場合（単に拘束時間が伸びている場合）は、本取組の時差勤務とはみなしま 

せん。 

 

【④その他育児・介護休業法に定めのない独自の制度について】 

制度内容、利用手続き、対象者を、すべて明確に記載してください。なお、休暇制度を定

める場合は、目的、日数、取得単位（１日単位、半日単位、時間単位等）、有給か無給かを

必ず明記してください。記載が不足する場合は、奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 

実績報告時 

確認書類 

・整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

・（②フレックスタイム制を整備する場合）上記に加えて労使協定 

注意事項 

 整備する制度は、①～④のいずれかで、かつ取組事項２で整備する制度と同一でない

新たな制度としてください。 

 育児・介護休業法第２３条第３項の介護のための所定労働時間の短縮等の措置につい

て新たに定める場合は、取組事項２・３で整備した制度とは別の制度を、選択的措置

義務（同法施行規則第７４条第３項）として整備してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 ＢＢココーースス①①とと同同時時申申請請のの場場合合はは、、必必ずずＢＢココーースス①①のの取取組組計計画画のの策策定定（（取取組組事事項項４４））のの

後後にに定定めめててくくだだささいい。。  

 

【④について】 

 育児・介護休業法に定めのある制度や、既に就業規則等に定められた制度について、

日数の上乗せ等は奨奨励励対対象象外外となります。 

 テレワーク制度（在宅勤務等）を整備しても、本奨励金の対象にはなりません。 

 整備した制度が本事業の趣旨と整合性がないと判断される場合は、奨奨励励対対象象外外となり

ます。  
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取組事項４ 研修会への参加 

内 容 介護と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加し、情報収集する。 

要 件 等 
人事労務担当者等が、以下の研修会に参加し、情報収集する。 

「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ｂテーマ】 

実績報告時 

確認書類 

研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意く

ださい。 

注意事項 

 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 人事労務担当者等には、人事労務担当の従業員に限定せず、介護と仕事の両立を推進

する業務を担当する経営者・役員・従業員を含みます。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。  

 

【Ｂコース①、Ｂコース②の両方を令和７年度に同時に実施する場合】 

 研修会への参加回数は１回で構わないものとします。この場合、Ｂコース②取組事項

５社内研修において、介護と仕事の両立相談員が、「(1)②研修会で収集した知識の情

報提供」を説明してください。 

 

取組事項５ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①及び②について研修を実施する。 

①及び②について説明したことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

① 整備した取組事項１～３の制度内容 

［人事労務担当者等が、都が定める様式（「（様式）社内周知用」（記入例Ｐ１０１））

を用いて説明］ 

② 研修会で収集した知識の情報提供［取組事項４の研修会への参加者が説明］ 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙２(２)）（記入例Ｐ９６） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料）（「（様式）社内周知用」

を含む。） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるもの（①配布した資料の名称、②資料配

布の確認日（受領日）、③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 

注意事項 

 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 取組事項６を実施した場合、ジョブリターン制度の内容も周知してください。 

 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何回

行っても構いません。出席率が５割未満の場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 社内研修で「（様式）社内周知用」を用いて説明していることが確認できない場合、

奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 
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 実績報告書（別紙２）の記載内容と「（様式）社内周知用」の記載内容を一致させて

ください。 

 

【Ｂコース①と同時に実施する場合】 

 社内研修を同日に実施して構いません。その場合、「(1)② 研修会で収集した知識の

情報提供」は、「Ｂコース①取組事項５(1)②」と同じ内容で構わないものとします。 

 

（追加取組） 

取組事項６ 
ジョブリターン制度の整備 

内 容 

ジョブリターン制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

※取組事項６は、Ｂコース②の必須取組事項ではありません。 

※取組事項１～５に加えて取組事項６を取り組み、要件を満たした場合は２０万円が加算

されます。 

要 件 等 

ジョブリターン制度について新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

以下の①～⑧の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨

励励対対象象外外となります。 

① 制度対象者の退職理由（結結婚婚、、配配偶偶者者のの転転勤勤、、妊妊娠娠、、出出産産、、育育児児、、介介護護及及びび病病気気治治療療

ががすすべべてて明明記記さされれてていいるるこことと。。） 

② 対象者の年齢 

③ 対象者の退職後の年数 

④ 再雇用時の処遇 

⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇 

⑥ 退職者への個別の制度説明 

⑦ 退職者の意向把握 

⑧ 会社から退職者に対し定期的に採用募集にかかる情報を提供する等の制度 

実績報告時 

確認書類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

注意事項 
 ジョブリターン制度についての注意事項は、Ｐ６４～６５を参照してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

（追加取組） 

取組事項７ 
経営者・管理職への体験型研修の実施 

内 容 

経営者・管理職を対象とした体験型研修制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に

定める。また、対象者に体験型研修を実施する。 

※取組事項７は、Ｂコース②の必須取組事項ではありません。 

取組事項１～５に加えて実施し、要件を満たした場合は２０万円が加算されます。 

要 件 等 

（１）以下について実施する。 

① 体験型研修の実施 

  対象者全員に体験型研修を実施する。 

  なお、研修期間として実際に取り組む期間を概ね１週間以上設定し、体験型研修を実

施すること。体験型研修の例はＰ２５を参照してください。 
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② 事後アンケートの実施 

  都が定める様式「（様式）事後アンケート」を使用すること。実施期間内に、対象者全

員に配布し、回収すること。 

③ 振り返りレポートの作成 

  都が定める様式「（様式）振り返りレポート」（記入例Ｐ１０３）を使用し、作成する

こと。 

● 体験型研修制度の整備 

  以下のア～ウすべての項目について、就業規則等又は労働協約に新たに定める。  

記載していない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※ 整備にあたっては体験型研修の実施前後を問いません。 

  ア 研修の実施目的 

  イ 対象者 

  ウ 実施方法 

 

実績報告時 

確 認 書 類 

整備した制度の内容が分かるもの（就業規則等又は労働協約） 

（様式）振り返りレポート 

（様式）事後アンケート（回答済みのもの） 

注意事項  体験型研修についての注意事項は、Ｐ６２～６４を参照してください。 

 対対象象者者はは経経営営者者・・管管理理職職のの全全員員でですす。。経経営営者者・・管管理理職職のの人人数数がが 33 名名にに満満たたなないい場場合合はは、、

管管理理職職候候補補等等のの従従業業員員をを加加ええ、、必必ずず 33 名名以以上上にに対対ししてて実実施施ししててくくだだささいい。。  

 体験型研修については、体験期間を１週間以上設け、体験期間内に、対象者１人につ

き１回以上実施してください。 

 事事後後アアンンケケーートトのの回回収収率率がが８８割割にに満満たたなないい場場合合はは、、奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

 上記すべてを事業実施期間内で完了させてください。 
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Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事項１ 相談窓口の設置 

内 容 相談窓口を設置し、病気治療と仕事の両立相談員を配置する。 

要 件 等 
病気治療と仕事の両立に関する相談窓口を社内に設置し、病気治療と仕事の両立相談員を 

配置する。 

実績報告時 

確認書類 

実績報告書（様式第６号）別紙３ 

 

注意事項 

 病気治療と仕事の両立相談員は申請企業等の経営者、役員又は個人事業主本人もしく

は従業員（人事労務担当者等）等で、常時相談に対応できる方を配置してください（相

談方法は問いません）。社外取締役、派遣労働者、業務委託等、社外の方を任命した

場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 既に相談窓口を設置している場合や、就業規則等に明文化されている場合は、申請要

件を満たさず奨奨励励対対象象外外となります。 

 

取組事項２ 研修会への参加 

内 容 
病病気気治治療療とと仕仕事事のの両両立立相相談談員員が病気治療と仕事の両立に関する内容を含む研修会へ参加 

し、情報収集する。 

要 件 等 

・必ず取組事項１で配置した両立相談員が参加すること。 

・病気治療と仕事の両立相談員は、「働きやすい職場環境づくり推進研修会」【Ｃテーマ】

の研修会へ参加し、情報収集を行う。 

実績報告時 

確認書類 

・研修会の受講証明書 

※受講証明書は原本をご提出ください。紛失の場合も再発行はできませんので、ご注意

ください。 

注意事項 
 研修会についての詳細は、Ｐ５６～５７を参照してください。 

 事事業業実実施施期期間間内内かかつつ社社内内研研修修実実施施前前にに開開催催さされれてていいるる研研修修会会をを受受講講ししててくくだだささいい。。  
  

      社内研修の実施 

※点線枠内       は、必須取組事項ではありません。 

 

病気治療と仕事の両⽴⽀援 

制度の整備 

＋ 
 

ジョブリターン制度の整備 

事
業
実
施
期
間
︵
３
か
⽉
間
︶ 

（交付決定後着⼿）  下記図で⽰している取組順で実施してください。 

取組事項３ 

取組事項５ 

取組事項４ 

取組事項５ 

 

相談窓⼝の設置 

 

研修会への参加 

取組事項１ 

取組事項２ 
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取組事項３ 病気治療と仕事の両立支援制度の整備 

内 容 病気治療と仕事の両立を支援する制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

要 件 等 

病気治療と仕事の両立を支援する制度とは、従業員が離職せずに継続的に就業できるよう、

病気治療のために利用できる制度のことをいう。 

以下の①～⑤のいずれかを新たに整備する。 

① 病気治療休暇制度 

② 短時間勤務制度 

③ フレックスタイム制度 

④ 時差出勤制度 

⑤ 病気治療経費支援制度 

 

要件は以下のとおりとし、すべてについて就業規則等に明確に定めること。 

(1) 対象者は、都内全事業所の全正社員を対象とすること。なお、正社員以外の方も対象

に含めることが望ましく、また正社員を１人も雇用していない場合は、全従業員を対象

とすること。 

(2) 対象となる疾病の範囲は、具体的な疾病の名称を記載すること。特定の疾病に限定せ

ず、広く病気治療のために利用できる制度とすること。 

また、短期的な疾病だけでなく、長期的に治療が必要な持病や定期的な治療を要する疾

病の治療のために利用できる制度とすること。 

(3) 制度を利用した際に、賃金等に関し不利となる取扱いを行わないこと。 

(4) 時限的な制度としないこと。 

 

【①病気治療休暇制度について】 

・就業規則等に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場

合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 ア 休暇の取得目的 

   広広くく病病気気治治療療ののたためめにに利利用用ででききるる制制度度ででああるるここととをを明明記記すするるこことと（（通通院院又又はは入入院院治治

療療ののみみ、、自自宅宅療療養養ののみみ等等、、特特定定のの治治療療方方法法にに限限定定ししなないいででくくだだささいい。。））。。  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

 ウ 対象となる疾病の範囲 

エ 休暇日数 

オ 取得単位（１日単位、半日単位、時間単位等） 

カ 休暇取得の際の賃金の取扱い（有給・無給） 

キ 休暇申請方法（申請期限、申請先など） 

・休暇日数は従業員１人当たり１年間に５日以上とすること。有給とする場合は、年次有

給休暇とは別に取り扱うこと。また、休休暇暇のの取取得得単単位位（（１１日日単単位位、、半半日日単単位位、、１１時時間間単単

位位等等））をを明明確確にに定定めめるるこことと。。  

・・連連続続取取得得・・分分割割取取得得いいずずれれもも可可ととすするるこことと。。  

 

【②短時間勤務制度について】 

就業規則等に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、

奨奨励励対対象象外外となります。 
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 ア 制度の利用目的 

   広広くく病病気気治治療療ののたためめにに利利用用ででききるる制制度度ででああるるここととをを明明記記すするるこことと（（通通院院治治療療又又はは自自

宅宅療療養養ののみみ等等、、特特定定のの治治療療方方法法にに限限定定ししなないいででくくだだささいい。。））。。  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

 ウ 対象となる疾病の範囲 

 エ 短縮できる時間 

 オ 申請方法（申請期限、申請先など） 

 

【③フレックスタイム制について】 

就業規則等及び労使協定に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載し

ていない場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

 <就業規則等又は労働協約> 

 ア 制度の利用目的 

   広広くく病病気気治治療療ののたためめにに利利用用ででききるる制制度度ででああるるここととをを明明記記すするるこことと（（通通院院治治療療又又はは自自

宅宅療療養養ののみみ等等、、特特定定のの治治療療方方法法にに限限定定ししなないいででくくだだささいい））。。  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

 ウ 対象となる疾病の範囲 

 エ 始業及び終業の時刻を従業員の自主的な決定に委ねること 

 オ （コアタイムやフレキシブルタイムを設ける場合）始業及び終業の時刻に関するこ

と 

 <労使協定> 

 ア 対象となる従業員の範囲 

 イ 清算期間 

 ウ 清算期間における総労働時間（清算期間における所定労働時間） 

 エ 標準となる一日の労働時間 

 オ コアタイム（定めている場合） 

 カ フレキシブルタイム（定めている場合） 

※清算期間が１か月を超える場合は、労使協定を都内の労働基準監督署に届け出てくださ

い。また、フレックスタイム制が労働協約のみに定められている場合は、労働協約を必

ず都内の労働基準監督署に届け出てください。いずれも、届け出が確認できない場合は、

奨奨励励対対象象外外となります。 

 

【④時差出勤制度について】 

以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合奨奨励励対対象象外外と

なります。 

 ア 制度の利用目的 

   広広くく病病気気治治療療ののたためめにに利利用用ででききるる制制度度ででああるるここととをを明明記記すするるこことと（（通通院院治治療療又又はは自自

宅宅療療養養ののみみ等等、、特特定定のの治治療療方方法法にに限限定定ししなないいででくくだだささいい））。。  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

 ウ 対象となる疾病の範囲 

 エ 通常の始業時刻及び終業時刻 

 オ 上記アの始業及び終業時刻がともに３０分以上繰上げ、又は３０分以上繰下げした

勤務時間が２パターン以上定められており、そのパターンごとの始業時刻及び終業
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時刻 

 カ 始業及び終業時刻を従業員からの申し出、選択により自由に繰上げ・繰下げできる

こと 

※シフト制は本取組の時差勤務とはみなしません。シフト制を採用している場合は、 

シフト制との違いを明確にしてください。 

※休憩時間等を延長することで、始業時刻又は終業時刻どちらか一方のみ変更し時差勤務 

としている場合（単に拘束時間が伸びている場合）は、本取組の時差勤務とはみなしま 

せん。 

 

【⑤病気治療経費支援制度について】 

就業規則等に以下の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、

奨奨励励対対象象外外となります。 

 ア 制度の利用目的 

   広広くく病病気気治治療療ののたためめにに利利用用ででききるる経経費費支支援援制制度度ででああるるここととをを明明記記すするるこことと。。  

 イ 対象者（雇用形態、適用条件） 

ウ 対象となる疾病の範囲 

 エ 支援内容 

 オ 申請方法（申請期限、申請先など） 

実績報告時 

確認書類 

・整備した制度の内容が分かるもの（労働協約又は就業規則等、休暇申請書 等） 

・（③を整備する場合）上記に加えて、労使協定 

注意事項 

 上記(1)における正社員とは、期間の定めのない労働契約を締結する従業員であって、

就業規則等に規定する賃金の算定方法及び支給形態、賞与、退職金、定期的な昇給又

は昇格等の労働条件が適用されるなど、長期雇用を前提とした待遇を受けている従業

員を指します。 

 対象者について一定の条件を付けることは可能です（例１・２参照）。 

(例１)勤続年数及び勤務状況についての条件を付すこと。 

(例２)退職等により雇用関係の終了が明らかとなっている制度対象者について条件を

付すこと。 

ただし、付した条件が対象者を著しく限定している、整備した制度の対象者が１人も

いない等、本事業の趣旨に合致しないと都が判断した場合、奨奨励励対対象象外外となることが

あります。 

 疾病の範囲について、難病・がん治療及び不妊治療に限定しないでください。 

 前記要件の(3)における賃金等は、年次有給休暇取得のための出勤率算定や賞与の査定

などを指します。 

 ①～⑤のいずれかの項目が既に整備されている場合は、既に整備されている制度とは

異なる項目について整備してください。また、既に導入されている病気治療のために

利用できる支援制度について、休暇日数の増加等の制度の要件の拡大を行ったとして

も、奨奨励励対対象象外外です。なお、私私傷傷病病にによよるる休休暇暇のの取取得得にに関関すするる何何等等かかのの規規定定（（積積立立休休

暇暇制制度度をを含含むむ））ががああるる場場合合、、①①ににつついいててはは取取りり組組むむここととががででききまませせんん。。 

 ①～⑤について、すべて整備済の場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

 申請方法は、具体的に記載してください。なお、医師の診断書もしくは主治医の指示

書、産業医の指示書等の提出を求めても構いません。 
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 従業員が利用しやすいよう、手続き等についてわかりやすく記載してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

取組事項４ 社内研修の実施 

内 容 社内研修を実施する。（対象者：都内に勤務する全従業員） 

要 件 等 

(1) 以下の①及び②について研修を実施する。 

① 制度内容等説明 

下記ア、イすべての項目について、人事労務担当者等が、都が定める様式（「（様

式）社内周知用」（記入例Ｐ１０２））を用いて説明すること。 

ア 相談窓口の設置 

イ 整備した取組事項３の制度内容 

②  研修会で収集した知識の情報提供 

研修会で収集した知識について、取組事項２の研修会への参加者（病気治療と仕事

の両立相談員）が説明すること。両立相談員以外が説明した場合、奨奨励励対対象象外外とな

ります。 

社社内内研研修修のの実実施施状状況況がが分分かかるる写写真真を撮影すること（詳細はＰ５８～６１を参照）。 

 

(2) 研修の欠席者に対しても、原則として資料配布により情報提供を行う。 

実績報告時 

確認書類 

社内研修を実施したことが分かるもの 

・実績報告書（様式第６号 別紙３）（記入例Ｐ９７） 

・社内研修に使用した資料すべて（説明した内容が分かる資料）（「（様式）社内周知用」

を含む。） 

・社内研修の実施状況が分かる写真（①近景・②遠景の２種類） 

・社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるもの（①配布した資料の名称、②資料配

布の確認日（受領日）と③確認印（受領印）又は直筆の署名が確認できる書類） 

注意事項 

 社内研修についての注意事項は、Ｐ５８～６１を参照してください。 

 取組事項５を実施した場合、ジョブリターン制度の内容も周知してください。 

 都都内内にに勤勤務務すするる全全従従業業員員のの５５割割以以上上がが出出席席すするるよよううににししててくくだだささいい。。社内研修は何回

行っても構いません。出出席席率率がが５５割割未未満満のの場場合合、、奨奨励励対対象象外外となります。 

 社内研修で「（様式）社内周知用」を用いて説明していることが確認できない場合、

奨奨励励対対象象外外となる場合があります。 

 実績報告書（別紙３）の記載内容と「（様式）社内周知用」の記載内容を一致させて

ください。 
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（追加取組） 

取組事項５ 
ジョブリターン制度の整備 

内 容 

ジョブリターン制度を新たに整備し、労働協約又は就業規則等に定める。 

※取組事項５は、Ｃコースの必須取組事項ではありません。 

※取組事項１～４に加えて取組事項５を取り組み、要件を満たした場合は２０万円が加算

されます。 

要 件 等 

ジョブリターン制度について新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める。 

以下の①～⑧の必須記載事項をすべて明確に記載してください。記載していない場合、奨奨

励励対対象象外外となります。 

① 制度対象者の退職理由（結結婚婚、、配配偶偶者者のの転転勤勤、、妊妊娠娠、、出出産産、、育育児児、、介介護護及及びび病病気気治治療療

ががすすべべてて明明記記さされれてていいるるこことと。。） 

② 対象者の年齢 

③ 対象者の退職後の年数 

④ 再雇用時の処遇 

⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇 

⑥ 退職者への個別の制度説明 

⑦ 退職者の意向把握 

⑧ 会社から退職者に対し定期的に採用募集にかかる情報を提供する等の制度 

実績報告時 

確認書類 

整備した制度の内容が分かるもの（労働協約又は就業規則等） 

注意事項 
 ジョブリターン制度についての注意事項は、Ｐ６４～６５を参照してください。 

 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 
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 ＜奨励事業実施にあたっての注意事項＞ 

 
【【各各ココーースス・・事事業業共共通通のの注注意意事事項項等等】】  

以下で指定されている内容（取組順序や必須記載事項など）が確認できない場合は奨奨励励対対象象外外となり

ますので、ご注意ください。 

 

１ 各コース・事業に取り組む順序 

 

必ず各コース・事業のページ冒頭に記載の図で示す矢印の取組順で実施してください。 

各コース・事業の注意事項は、Ｐ２０～５５を参照してください。 

 

 
２「働きやすい職場環境づくり推進研修会」（以下「研修会」という。）について 

 

(1) 研修会への参加 

研修会とは、都が開催する「働きやすい職場環境づくり推進研修会」を指します。各コース・事業で

指定するテーマの研修会に必ず事業実施期間内に参加し、受講証明書の発行を受けてください。 

 研修会は、オンライン上で実施します。研修会に参加するために必要な場所、設備、機器等について

はすべて、申請企業等が用意してください。なお、研修会の受講証明書の発行を受けるためには、各コ

ース・事業で指定されているテーマの研修会を受講し、確認テスト及びアンケートを提出することが必

要です。 

 

研修会は、以下のテーマに分かれています。 

【Ａテーマ】：育児と仕事の両立に関すること 

【ア】男性の育児参加支援を含めた研修 

【イ】育児休業の取得促進及び育休後の職場復帰に向けた支援を含めた研修 

【Ｂテーマ】：介護と仕事の両立に関すること 

【Ｃテーマ】：病気治療と仕事の両立に関すること 

 

研修会は、令和７年８月から令和８年２月末までの間で実施予定です（※スケジュールは変更する場

合があります。）。事前に「働きやすい職場環境づくり推進研修会」のサイトで受講申込みをする必要が

あります（申込期限にご注意ください）。 

※研修時間は１回あたり２時間程度です。 

※実施スケジュール、申込方法等の研修会の詳細については、東京都産業労働局雇用就業部ホームペ

ージ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」を参照してください。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」 

https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/koyoukankyo/kenshuu/ 
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(2) 研修会の参加者 

以下の①又は②に該当する方が研修会に参加してください。 

① 交付決定を受けた企業等の経営者 

商業・法人登記簿謄本に登記された役員又は個人事業主本人であること。 

② 交付決定を受けた企業等の従業員（人事労務担当者等） 

社外取締役や業務委託、派遣労働者の方など、交付決定を受けた企業等に雇用されていない方な

どが参加しても、取組を実施したとはみなしません。 

なお、Ｂコース①及びＣコースにおいては、任命を受けた両立相談員が研修会に参加してください（両

立相談員は、上記①、②に該当する方を任命してください）。詳細は各コース・事業の内容をご確認くだ

さい。 

 

(3) 各コース・事業で指定する研修会について 

各コース・事業で指定する研修会は以下のとおりです。それぞれ指定する研修会が異なりますので、

ご注意ください。 

【Ａコース①】 

以下のいずれかに参加してください。 

働きやすい職場環境づくり推進研修会【Ａテーマ】【ア】 

【Ａテーマ】【イ】 

【Ａコース②】 

働きやすい職場環境づくり推進研修会【Ａテーマ】【ア】 

 

【Ａコース③】 

働きやすい職場環境づくり推進研修会【Ａテーマ】【イ】 

 

※ Ａコースの中で複数の事業を実施する場合、同じテーマの研修会については、複数回参加する必要

はありません。 

（例）Ａコース①、②を申請   →【Ａテーマ】【ア】を１回受講 

（例）Ａコース①、②、③を申請 →【Ａテーマ】【ア】を 1回受講し、 

さらに【Ａテーマ】【イ】を１回受講 

【Ｂコース】 

働きやすい職場環境づくり推進研修会【Ｂテーマ】 

なお、令和７年度にＢコース①、Ｂコース②の両方を実施する場合は、研修会への参加回数は１回でよ

いものとします。 

【Ｃコース】 

働きやすい職場環境づくり推進研修会【Ｃテーマ】 
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３ 「社内研修」を実施する際の注意事項 

 

(1) 社内研修の実施 

各コース・事業において社内研修を実施し、取組内容を従業員に周知してください。 

研研修修会会のの情情報報提提供供はは、、研研修修会会へへ参参加加ししたた経経営営者者やや従従業業員員等等（（ＢＢココーースス①①及及びびＣＣココーーススににつついいててはは両両立立

相相談談員員））がが説説明明ししててくくだだささいい。。研修会の受講完了前に社内研修を実施した場合、研修会の参加者以外が

説明した場合や、社内研修日において社外取締役、業務委託、派遣労働者など交付決定を受けた企業等

に雇用されていない方が説明した場合には、奨奨励励対対象象外外となります。 

社社内内研研修修はは、、都都内内にに勤勤務務すするるすすべべててのの従従業業員員（（パパーートト、、アアルルババイイトト等等のの非非正正規規労労働働者者及及びび出出向向中中のの従従

業業員員をを含含むむ））をを対対象象にに実実施施ししててくくだだささいい。。できるだけ多くの従業員が参加できるよう、日時や場所を設

定してください。複数回の開催となっても構いません。出出席席率率がが５５割割にに満満たたなないい場場合合、、奨奨励励対対象象外外ととなな

りりまますす。。 

 

(2) 社内研修で使用する資料 

社社内内研研修修資資料料類類はは、、原原則則ととししてて申申請請企企業業がが自自らら作作成成ししててくくだだささいい。。外部コンサルタントなど第三者に

より代理作成されたもの、第三者が作成した資料の転載や引用のみで構成されたもの、「別紙のとおり」

を多用した資料は奨奨励励対対象象外外とする場合があります。 

著作権上、研修会の配布資料をそのまま社内研修用資料として使用することはできません（全ページ

使用、一部ページ使用いずれも不可。）。社内研修資料として使用した場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

研修会の配布資料に限らず資料を引用する場合は、転載や複製禁止の資料を使用しないでください。

転載や複製禁止ではない資料であっても、出典を明記するなど、著作権侵害とならないように注意して

ください。著作権侵害の恐れがある場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

また、育児・介護休業法等の法令解説・法改正内容等に関する資料を引用する場合は、最新の内容を

反映しているものを使用し、法令に適合した内容で周知を行うようにしてください。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」に社内研修資料のひな形を掲載します（８月下旬予定）。適宜自社の研

修内容に合わせて加工し、ご使用いただけます（ひな形を使わずに独自の資料で社内研修を行っても構

いません）。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」 

https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/koyoukankyo/shourei/ 

 

(3) その他 

資料に記載のない内容を社内研修で説明した場合（口頭でのみ説明した場合）は、説明した内容が分

かる資料（議事録等）を別途提出してください。各コース・事業の社内研修で説明すべき内容を説明し

たことが確認できない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 

(4) 社内研修の実施状況が分かる写真 

奨励事業を実施したすべてのコース・事業ごとに、研修の実施状況が分かる鮮明な写真（以下に記載

の①及び②の両方）を撮影してください。同日に連続して複数のコース・事業の研修を実施する場合で

あっても、そそれれぞぞれれののココーースス・・事事業業ごごととにに遠遠景景・・近近景景写写真真をを撮撮影影ししててくくだだささいい。。 

 

① 近景写真…使用した研修資料の内容が確認できること 

・使用した研修資料の内容が写真上で確認できない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 
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・社内研修資料として提出された資料を用いて社内研修を実施していることが確認できる鮮明な写

真が必要です。（研修資料を並べて撮影した写真は近景写真とはみなしません。） 

② 遠景写真…出席者の人数規模や実施場所、実施状況が確認できること 

 

※研修の出席者が、実績報告の際に都へ提出する社内研修資料と同一の資料を確認しながら受講してい

る様子が明確に分かり（遠景写真）、かつ資料の内容が鮮明に判読できるような写真（近景写真）を撮

影してください。 

※研修の出席人数、提出された研修資料と写真に写っている資料が同じであることやコース・事業ごと

に研修を実施しているか等を確認します。写真が不明瞭等で研修内容を確認できない場合、報告資料

と相違がある場合は、奨奨励励対対象象外外となります。従業員数が多い場合には、出席者人数が確認できるよ

う、複数枚の写真を撮影・提出してください。 

※全従業員が常時テレワークを行っているなど、集合形式での実施が難しい事情がある場合は、オンラ

インでの実施も可能です。その場合でも、社内研修の実施状況が分かる写真（開催日時、研修名がわ

かる招待メールの写し、及び出席者の人数や使用した研修資料がわかる研修実施中の画面キャプチャ

ーの写し等）が必要です。 

なお、写真等必要な資料が不足した場合に備えて、開始時刻、終了時刻、参加者や入退室記録等のレ

ポートを出力できるオンライン会議ツールの利用を推奨します。 

※複数のコース・事業の研修を実施した場合、写真の余白等に「コース・事業名」を明記してください。 
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①【近景写真の例】 

  

 
 
②【遠景写真の例】 

   

  

  

○遠景写真に写っている⼈物が確認できること（A さん、B さん） 
○資料の内容（どのコース・事業のものか、遠景写真と同じものであるか）が判別できること（Ａコース②

の○△□、アンケート集計表、社内周知様式） 
○遠景写真と同じ会場であること（机、観葉植物） 

○出席⼈数が確認できること（4 ⼈+説明者 1 ⼈） 
○資料の内容（どのコース・事業のものか）が判別できること（Ａコース②） 
○使⽤している資料が全部確認できること（○△□、社内周知⽤） 

●●株式会社 A コース②・近景 

●●株式会社 A コース②・遠景 
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【オンライン会議（画面キャプチャー）の例】 

  

 

 
 
(5) 社内研修の欠席者に対する周知 

やむを得ず欠席者が出た場合、原則として事業実施期間内に資料配布により周知を図り、情報提供を

行ってください。 

社内研修の欠席者に対し周知したことが分かるものとして、以下①～③が確認できる書類を添付して

ください。 

① 配布した資料の名称 

② 資料配布の確認日（受領日） 

③ 確認印（受領印）又は直筆の署名 

なお、「ＴＯＫＹＯはたらくネット」に欠席者周知のひな型を掲載します。適宜自社の研修内容に合

わせて加工し、ご使用いただけます。 

 

欠席者に対し周知したことが分かるものの提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

 
    

○参加⼈数が確認できること（6 ⼈+説明者 1 ⼈） 
○資料の内容（どのコース・事業のものか）が判別できること（Ａコース②） 

（様式）社内周知用や各アンケート集計結果、整備した

規程等を配布した場合は、漏れなく記載してください。

●●株式会社 A コース② 
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【【制制度度整整備備をを伴伴ううココーースス・・事事業業共共通通（（ＡＡココーースス①①・・ＡＡココーースス③③・・ＢＢココーースス②②・・ＣＣココーースス・・

追追加加取取組組））のの注注意意事事項項等等】】  

 
１ 就業規則等に関する注意事項 

 

下記注意事項をすべて満たすよう就業規則等を整備してください。 

    

① 就業規則等は、企業等の規模を問わず、実実績績報報告告日日ままででにに必必ずず労労働働基基準準監監督督署署へへ届届出出をを行行っってて  

くくだだささいい。。  

② 就就業業規規則則等等はは、、原原則則、、各各回回でで定定めめらられれたた事事業業実実施施期期間間内内にに改改正正・・施施行行ししててくくだだささいい。。 

③ 改正後の就業規則等の施行日は、交付申請時に提出した就業規則等の施行日（前回施行日）に追

加記載してください。全面改訂の場合でも、前回施行日は削除しないようにしてください。 前回施

行日が削除された場合や、前回施行日に追加記載されていない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

④ 改正後の就業規則等は、改正した部分だけでなく全文を提出してください。 

⑤ 改正した部分が分かるよう新旧対照表を添付してください。事業実施期間内に複数回改正をした

場合は、改正毎に新旧対照表を作成してください。なお、新旧対照表のみで改正し、就業規則等に

改正内容が反映されていない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

⑥ 就業規則本則とは別の規程や社内規程等がある場合や新たに作成した場合は、就就業業規規則則本本則則又又はは

附附則則に、別規程にて定める旨を記載してください。別規程にて定める旨の記載がない場合は、制度

整備（Ａコース①・Ａコース③・Ｂコース②・Ｃコース、追加取組（ジョブリターン制度の整備）、

追加取組（経営者・管理職への体験型研修の実施））を実施したとしても奨奨励励対対象象外外となります。 

⑦ 就業規則等は、新たに整備する制度以外も含め、法令等に適合した内容としてください。特に、

労働時間、休日・休暇等が法令に適合するよう定めてください。育児・介護規程についての詳細は

Ｐ６３～６４を参照してください。 

⑧ 労働時間の延長、休日あるいは休暇日数、休暇制度の減少など、不利益変更の恐れがある場合は、

奨奨励励対対象象外外となります。 

⑨ 過去に本奨励金等で整備した制度を削除した場合、制度整備の有無にかかわらず奨奨励励対対象象外外とな

ります。 

 

 
２ 制度整備に関する注意事項  

 
(1) 対象とする事業所  

都内全事業所 

 

(2) 対象者  

全正社員を対象としますが、正社員以外の方も対象に含めることを目標としてください。正社員を

１人も雇用していない場合は、全従業員を対象とします。ただし、育児・介護休業法に規定する制度

について、同法で定められている対象者は必ず含めてください（例 育児休業における有期雇用従業

員 等）（Ｃコースを除く。）。 

 
 

62

募
集
要
項



正社員とは期間の定めのない労働契約を締結する従業員であって、正社員待遇を受けている従業員

のことを指します。 

＊正社員待遇とは、賃金の算定方法及び支給形態、賞与、退職金、定期的な昇給、昇格などの労働

条件が長期雇用を前提とした待遇を指します。 

 

(3) 適用条件 

対象者に対し、制度の適用を一定の条件の者に限定することは可能です（限定適用の例：「勤続１年

以上」など）。ただし、整備した制度の対象者が１人もいない場合は奨奨励励対対象象外外となります（例：勤続

１年未満の従業員しかいない企業等が、勤続１年以上の従業員のみを対象とした制度を整備した場合 

など）。     

また、育児・介護休業法に規定する制度について法を上回る内容で整備する場合は、法令で定めら

れている除外できる者の範囲の最大限度よりも広い範囲の者を除外しないように注意してください。 

 

 (4)  Ａコース①、Ａコース③、Ｂコース②を実施する場合の注意事項 

実績報告時には、奨励事業で対象となっている制度だけでなく、育児休業・介護休業等について記

載すべき事項をすべて、就業規則又は育児・介護規程など別規程に定めてください。記載すべき事項

をすべて定めていない場合、法令等に適合した内容ではないため、奨奨励励対対象象外外となります。 

記載すべき事項としては、育児休業（「産後パパ育休」含む）、看護等休暇、介護休業、介護休暇、

育児・介護のための所定外労働、時間外労働及び深夜業の制限、育児・介護のための所定労働時間の

短縮措置等があります。その他の規定内容も含め詳細は、厚生労働省が作成した「就業規則への記載

はもうお済みですか－育児・介護休業等に関する規則の規定例－［詳細版] 

(https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/35.html) 」を参照し、最新の法令に適合し

た内容としてください。法令に適合した内容になっていない場合や法委任としている場合は、奨励事

業に取り組んでいても奨奨励励対対象象外外となります。 

就業規則等を改正する際には、条項のずれ、改正漏れに注意してください。条項不整合の場合、奨奨

励励対対象象外外となる場合があります。 

また、育児・介護規程など別規程がある場合や新たに作成する場合は、就就業業規規則則本本則則又又はは附附則則に別

規程にて定める旨を必ず記載してください。申請時にすでに別規程で定めている場合も、別規程で定

める旨が本則に記載されているか確認し、記載がない場合は記載をしてください。 

 

(5) Ａコース①、Ａコース③を実施する場合の注意事項 

令和７年１０月施行の柔軟な働き方を実現するための措置等の義務付けに対応するための制度整

備については、１０月より前に制度整備に取り組んだ場合であっても、本奨励金の対象にはなりませ

ん。 

柔軟な働き方を実現するための措置等の中から２つ以上整備した上で、さらに本奨励金の取組を新

たに整備してください。 

（今年度の法改正については、こちらをご確認くだい。 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/ikuji/

point02.html） 

 

(6) その他注意事項 

ア 利用期間を限定した制度導入は認められません。 
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イ 以下の場合は、本事業の奨励対象となりません。 

・ 既に就業規則等に記載のある制度 

     ※交付申請時の就業規則等に記載のある制度については、労使協定を締結していない、実際

は運用されていない等の実態があったとしても、当該制度が既に導入されているものとみ

なします。 

     ※※各各ココーースス・・事事業業でで整整備備すするる制制度度ににつついいてて、、交交付付申申請請時時のの就就業業規規則則等等にに名名称称ににかかかかわわららずず同同

じじ性性質質をを有有すするる規規程程ががああるるとと認認めめらられれるる場場合合はは、、当当該該制制度度がが既既にに導導入入さされれてていいるるももののととみみ

ななししまますす。。  

・ 制度が既に導入されている場合に対象者を拡大する場合 

・ 制度が既に導入されているが、制度内容が「要件」を満たしていない場合に、「要件」を満

たすよう整備する場合 

ウ 労働時間の延長、休日あるいは休暇日数、休暇制度の減少など、不利益変更の恐れがある場合

は、奨奨励励対対象象外外となります。 

エ 制度整備を行う際は、法令改正の内容を確認するとともに、厚生労働省作成資料についても、

最新の情報を確認するようにしてください。 

 

３ （追加取組）ジョブリターン制度の整備に関する注意事項（Ａコース①、Ａコース

③、Ｂコース②、Ｃコース） 

 

●追加取組「ジョブリターン制度」について 

ジョブリターン制度とは、名称にかかわらず、結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児、介護及び病気

治療等を理由に退職した方が、退職前の企業等に復帰できる定年再雇用制度以外の再雇用制度を指します。 

本奨励金で取り組む場合は、ジョブリターン制度を新たに整備し、就業規則等又は労働協約に定める

ことが必要です。 

 なお、以下のいずれかに該当する場合は、制度を整備しても本事業の対象とはなりません。 

(1) 既に就業規則等にジョブリターン制度の記載があるとき 

実際に運用されていない等の実態があったとしても、ジョブリターン制度が既に導入されている     

ものとみなし、申請要件を満たさないものとします。 

(2) 名称にかかわらず制度が既に導入されている場合に、対象者を拡大するとき 

(3) 上記のほか、制度が既に導入されているが、制度内容が制度要件を満たしていない場合に、制度

要件を満たすよう整備するとき 

 

●ジョブリターン制度の要件 

 (1) 定年後の再雇用制度とは別に定めてください。 

 (2) 都内全事業所の全正社員を制度対象者としてください。正社員を１人も雇用していない場合は、 

全従業員を対象としてください。 

勤続年数等の一定の条件を付けることは可能ですが、対象者が著しく少ないなど、本事業の趣旨

と整合性がないと判断される場合は奨奨励励対対象象外外となります。 

(3) 退職者が、その退職の際又は退職後に、就業が可能となったときに退職前の事業主又は関連事

業主に再び雇用されることの希望を有する旨の申出（以下「再雇用希望の申出」という。）を登録

し、事業主が書面に記録してください。 

(4) 以下の必須記載事項①～⑧について、就業規則等にすすべべてて明確に記載してください。記載内容
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が確認できない場合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

  ① 制度の対象となる退職理由 

結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児、介護及び病気治療等をすべて含めてください。 

② 対象者の年齢 

定定年年をを下下回回るる制制限限をを設設けけなないいででくくだだささいい。。対対象象者者のの年年齢齢をを定定めめなないい場場合合ででもも、、そそのの旨旨明明記記しし

ててくくだだささいい。。  

③ 対象者の退職後の年数 

退職後の期間が一定期間内の者のみを対象とする場合、その期間は３年以上としてください。

対象者の退職後の期間を限定しない場合でも、その旨明記してください。 

④ 再雇用時の処遇 

制度対象者を再雇用する場合には、退職前の勤続年数、資格等級等及び退職から再雇用時ま

での就労経験（業務内容や経験年数）、能力開発（職業訓練の受講や資格取得等）の実績等を

評価して処遇を決定することとし、原則として退職時雇用形態、職種を維持してください。

なお、当該制度利用者の希望を踏まえ、退職前と異なる雇用形態、職種で雇用する場合も、

退職前の勤続年数、資格等級等及び退職から再雇用時までの就労経験、能力開発の実績等を

評価した処遇の格付けを行ってください。 

⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇 

制度利用者の中長期的な配置、昇進、昇給等の処遇については、退職前の勤務実績及び退職

から再雇用までの就業経験、能力開発の実績を踏まえた取り扱いを検討してください。当該

制度利用者の配置、昇進、昇給等を一律に制限するなど、職務、役職、能力、職務経験、資

格等が同等の他の労働者と比較して、合理的な理由なく低く取り扱うことはしないでくださ

い。 

⑥ 退職者への個別の制度説明 

⑦ 退職者の意向把握 

⑧ 会社から退職者に対し定期的に採用募集にかかる情報を提供する等の制度 

(5) 就業規則等に関する注意事項はＰ６２を参照してください。 

 

 

65

募
集
要
項



５ 奨励金の実績報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

奨励事業者は、実績報告書（様式第６号）等を作成し、次のとおり報告を行ってください。 

 

(1) 報告書の提出先 

申請を担当した労働相談情報センター・各事務所 

(2) 提出方法 

申請書類の提出方法（Ｐ１３～１４）と同様です。 

(3) 報告期限 

      報告書提出期限はＰ３のとおりです。提提出出期期限限日日必必着着です。 

(4) 提出書類 

    別表４（Ｐ６８～７２）のとおり 

(5) 提出書類各種様式の入手方法 

東京都産業労働局雇用就業部ホームページ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」からダウンロー

ドできます。 

「ＴＯＫＹＯはたらくネット」 

https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kaizen/koyoukankyo/shourei/ 

  

(6) 報告にあたっての注意事項 

①  提出された書類はお返ししません。 

② 記入にあたっては、鉛筆・消えるボールペンは使用しないでください。また、記入内容の

訂正にあたっては、修正液・修正テープを使用せず、訂正印を押してください。 

③ 整備した就業規則その他社内規程等は、企業等の規模を問わず、実績報告日までに必ず労

働基準監督署へ届出を行ってください。（再掲） 

④ 奨励事業が完了したとき、又は奨励事業実施期間が終了したときは、実績報告書を必ず提

出してください。 

⑤ 報告書類に受理印の押印が必要な場合は、下記のものを報告時にあわせて提出してくだ

さい。受理印を押印して申請企業宛に返信します。 

・実績報告書の写し    １部 

・返信用封筒（報告企業の宛名を記載し、切手を貼付） 

※控えへの受理印の押印は、受理の事実を確認するものです。審査結果については、別途通知します。 
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 実績報告の際の提出書類については、次の点にご留意ください。 

 

・一一度度提提出出さされれたた書書類類はは修修正正やや差差しし替替ええががででききまませせんん。。  

・提出期限後は書類の追加提出ができません。提出期限までに必要な書類が不足している場

合は、奨奨励励対対象象外外となります。 

・提出書類に不備がある場合、修正提出を求めたり、審査の必要に応じて、募集要項に記載の

ない書類の提出を求めることがあります。求めに応じない場合、原則として奨奨励励対対象象外外と

なります。また、必要に応じて現地調査を実施します。 

・提出書類の内容について、代理人の有無にかかわらず、申請企業に対しヒアリング等による

確認を行ったり、追加書類の提出を依頼する場合があります。 
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別別表表４４  実実績績報報告告  提提出出書書類類及及びび提提出出部部数数一一覧覧表表  

◆◆必必ずず提提出出すするるもものの  

※審査の必要に応じ、記載のない書類の提出を求める場合があります（出勤簿、賃金台帳等）。 

求めに応じない場合には、原則として奨奨励励対対象象外外となります。  

０ 実績報告時提出チェックリスト 原本１部 

１ 

実績報告書（様式第６号） ＊別紙１～３は実施した事業のみ提出 

原本１部 

・個人事業主の場合、「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」を住

民票（住民票記載事項証明書）のとおりに記載してください。 

・提出日は、各書類の提出日及び就業規則等の届出日以降の日付となるようにしてく

ださい。 

２ 
研修会の受講証明書 

原本各１部 
・受講した研修会について、すべて提出してください。 

３ 

社内研修に使用した資料 

写し各１部 

・Ａコース②、Ｂコース①、Ｂコース②及びＣコースは、「（様式）社内周知用」も

含むこと（記入例Ｐ９８、９９、１０１、１０２参照）。 

・Ａコース②は「（様式）育児アンケート集計結果」、Ｂコース①は「（様式）介護

アンケート集計結果」も含むこと。 

・資料に記載のない内容を社内研修で説明した場合（口頭でのみ説明した場合）は、

説明した内容が分かる資料（議事録等）を別途提出してください。 

４ 

社内研修の実施状況が分かる写真（近景・遠景の２種類） 

※奨励事業を実施したそれぞれのコース・事業について、実施状況が確認できる近景

及び遠景の２種類の写真が必要です（詳細はＰ５８～６１）。 

原本１部 

（写真は複数

枚可） 

５ 
（社内研修に欠席者がいた場合）配布した資料の名称、資料配布の確認日（受領日）、

確認印（受領印）又は本人直筆の署名が確認できる書類 
原本各１部 

６ 

事業所一覧 

原本１部 ・実績報告時点のものを提出してください。 

 様式は交付申請時に提出するものと同じものです。 

７ 

事業所一覧（別紙 実績報告時提出用） 

原本１部 
・交付申請時から都内従業員数に変動がある場合、退職又は入社した日付、人数等を

記載してください。 

※非正規社員を正社員に転換した場合も「その他」に〇を付け記載してください。 

８ 

出勤簿 ※※１１・・２２  

（申請時に雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）等を提出した２

名分） 

※Ａコース②を実施の場合で、申請時に上記２名とは別に男性従業員の労働契約書等

を提出した場合には、当該男性従業員の出勤簿もあわせて提出する必要があります。 

写し１部 

９ 委任状 ※実績報告以前に提出されている場合は不要 原本１部 

68

募
集
要
項



１０ 

変更承認申請届出書 ※企業等の情報に変更がある場合のみ 

原本１部 
・企業等の名称、所在地、代表者を変更する場合は、商業・法人登記簿謄本（履歴事

項全部証明書）及び印鑑登録証明書もあわせて提出してください。 

・印影を変更する場合は、印鑑登録証明書をあわせて提出してください。 

※企業等の情報とは、企業等の名称、所在地、代表者、印影を指します。 

※※実実績績報報告告書書類類提提出出以以降降ににつついいててもも、、奨奨励励金金交交付付額額のの決決定定前前ででああれればば、、変変更更承承認認届届出出書書等等のの提提出出がが

必必要要ととななりりまますす。。  

  変変更更ししてていいるるににももかかかかわわららずず書書類類のの提提出出がが無無いい場場合合はは奨奨励励対対象象外外ととななるる場場合合ががあありりまますす。。  

 

（出勤簿について） 

※１ 実績報告日が１～１５日の場合には実績報告月分と前月分の出勤簿を、実績報告日が１６

～３１日の場合には実績報告月分の出勤簿を提出してください。出勤簿は実績報告日当日

までの出勤状況が分かるもの（従従業業員員のの出出退退勤勤時時間間がが記記載載さされれたたもものの。ただし、実績報告

日は出勤記録のみで可。）としてください。報告日当日の出勤記録がない場合は、休暇や出

張など事由を追記してください。 

    長期休業（休職）中の場合はその事由を証明する書類を提出してください。 

※２ 交付決定日以後実績報告時点までに※１の提出対象者が退職している場合には、次の書

類を提出してください（交付決定日以前に※１の提出対象者が退職する場合は、Ｐ１６

を参照してください）。 

   (1) 退職した従業員について、次の書類を提出してください。  

①出勤簿（退職日までのもの） 

②雇用保険被保険者資格喪失届 

(2)  (1)の退職日の翌日時点で、Ｐ５別表１ 奨励対象事業者の要件（その１）の２を

満たす従業員について、次の書類を提出してください。 

①雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用） 

②雇用契約書又は労働条件通知書 

③出勤簿（※１を参照） 

  
（都税の納税証明書について） 

交付申請日時点において、初めての納付期限到来前だったことから納税証明書の提出をして

いない場合は、実績報告時に証明書の原本を提出してください。  
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◆◆実実施施ココーースス・・事事業業ごごととにに提提出出すするるもものの 

 
◆Ａコース① 育児と仕事の両立制度整備事業◆ 

１ 

就業規則等又は労働協約 

写し１部 

・整備した制度について定めたものを提出してください（取組事項４を実施した場合

はジョブリターン制度を、取組事項５を実施した場合は体験型研修制度を含む。）。 

・（取組事項５を実施した場合）振り返りレポート及び体験型研修アンケート（回答

済みのもの）も必ず提出してください。 

・就業規則、育児休業規程は、交付申請時から変更がない場合も実績報告時に提出し

てください。実実績績報報告告時時にに法法令令にに適適合合ししたた内内容容ににななっってていいなないい場場合合、、不不利利益益変変更更のの

恐恐れれががああるる場場合合はは、、奨奨励励事事業業にに取取りり組組んんででいいててもも奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。 

・改正後の就業規則等を全全文文提出してください。 

・改正部分が分かるよう新新旧旧対対照照表表をを添添付付してください。 

・労働基準監督署の受付印が押印された部分も添付してください。なお、e-GOV 電子

申請システムにて届出を行った場合は、届出印（電子印）が押された「就業規則届」、

電子申請した際の「提出完了」画面（提出した書類名が表示されていること）も含

めて全文を提出してください。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※就業規則等の施行日を必ず記載してください。前回の施行日に追加記載されてい

ない場合は、奨奨励励対対象象外外となります（再掲）（Ｐ６２の注意事項も参照してくだ

さい。）。 

・ 

 
◆Ａコース② 男性の育児参加推進事業◆ 

１ 
アンケート集計結果「（様式）育児アンケート集計結果」（様式は「ＴＯＫＹＯはたら

くネット」からダウンロードしてください） 
原本１部 

２ 一般事業主行動計画 写し 1 部 

３ 

一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局で受け付けた日付等が確認できる

もの）。また、e-GOV 電子申請システムにて届け出た場合は、電子申請した際の「提

出完了」画面など、e-GOV 電子申請システムにて受け付けられた手続の内容や日付

等が確認できるものも含めて提出をしてください。 

・都道府県労働局で受け付けた日が確認できるものの提出がない場合、奨奨励励対対象象外外と

なります。 

写し１部 

４ 

（取組事項６を実施した場合）体験型研修制度の内容がわかるもの 

写し各１部 
・就業規則等にて定めた場合は就業規則等、詳細を別途定めた場合は制度概要が分

かるものを提出してください。 

・振り返りレポート及び体験型研修アンケート（回答済みのもの）も必ず提出してく

ださい。 

 
◆Ａコース③ 育児中の従業員のための多様な働き方整備事業◆ 

１ 

就業規則等又は労働協約 

写し１部 ・育児休業制度、両親学級制度等、子育て支援制度について定めたものを提出して

ください（取組事項６を実施した場合はジョブリターン制度を、取組事項７を実

施した場合は体験型研修制度を含む。）。 
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・（取組事項７を実施した場合）振り返りレポート及び体験型研修アンケート（回答

済みのもの）も必ず提出してください。 

・就業規則、育児休業規程は、交付申請時から変更がない場合も実績報告時に提出し

てください。実実績績報報告告時時にに法法令令にに適適合合ししたた内内容容ににななっってていいなないい場場合合、、不不利利益益変変更更のの

恐恐れれががああるる場場合合はは、、奨奨励励事事業業にに取取りり組組んんででいいててもも奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。 

・改正後の就業規則等を全全文文提出してください。 

・改正部分が分かるよう新新旧旧対対照照表表をを添添付付してください。 

・労働基準監督署の受付印が押印された部分も添付してください。なお、e-GOV 電子

申請システムにて届出を行った場合は、届出印（電子印）が押された「就業規則届」、

電子申請した際の「提出完了」画面（提出した書類名が表示されていること）も含

めて全文を提出してください。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※就業規則等の施行日を必ず記載してください。前回の施行日に追加記載されていない

場合は、奨奨励励対対象象外外となります（再掲）（Ｐ６２の注意事項も参照してください。）。 

２ 

両親学級制度等の内容が分かるもの 

写し１部 
・就業規則等にて定めた場合は就業規則等、詳細を別途定めた場合は制度概要が分

かるものをあわせて提出してください。 

・就業規則等にて定めた場合は労働基準監督署の受付印押印部分も添付してくださ

い。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

３ 

子育て支援制度の内容が分かるもの 

写し１部 

・就業規則等にて定めた場合は就業規則等、詳細は別途定めた場合は制度概要が分

かるものをあわせて提出してください。 

・就業規則等にて定めた場合は労働基準監督署の受付印押印部分も添付してくださ

い。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

・（子連れ出勤制度を整備した場合）アンケート票も必ず提出してください。 

４ 

子育て支援制度の利用確認書類 

写し１部 ・（ベビーシッター派遣事業、サービス提供事業者との法人契約を利用の場合）申込

受付時の自動返信メール及び承認通知メール、法人契約申込書の写し等を提出して

ください。自社における補助制度を就業規則等にて定めた場合は提出不要です。 

 
 
◆Ｂコース① 介護と仕事の両立推進事業◆ 

１ 
アンケート集計結果(「（様式）介護アンケート集計結果」）（様式は「ＴＯＫＹＯはた

らくネット」からダウンロードしてください） 
原本１部 

２ 

取組計画等の社外発信に使用する資料 

（「（様式）社外周知用・都ホームページ掲載用」（記入例Ｐ１００）） 

※本様式については、別途電子データ（ＷＯＲＤファイル）でも提出してください（Ｐ

４０参照）。提出先は、実績報告書類確認後、担当の各事務所からご案内します。 

写し１部 

※ 

３ 

（取組事項７を実施した場合）体験型研修制度の内容がわかるもの 

写し各１部 
・就業規則等にて定めた場合は就業規則等、詳細を別途定めた場合は制度概要が分

かるものを提出してください。 

・振り返りレポート及び体験型研修アンケート（回答済みのもの）も必ず提出してく

ださい。 
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◆Ｂコース② 介護離職防止のための制度整備事業◆ 

１ 

就業規則等又は労働協約 

写し１部 

・介護休業等制度、介護サービス利用支援制度、介護と仕事の両立支援制度について

定めたものを提出してください（取組事項６を実施した場合はジョブリターン制

度を、取組事項７を実施した場合は体験型研修制度を含む。）。 

・（取組事項７を実施した場合）振り返りレポート及び体験型研修アンケート（回答

済みのもの）も必ず提出してください。 

・就業規則、介護休業規程は、交付申請時から変更がない場合も実績報告時に提出し

てください。 

 実実績績報報告告時時にに法法令令にに適適合合ししたた内内容容ににななっってていいなないい場場合合、、不不利利益益変変更更のの恐恐れれががああるる

場場合合はは、、奨奨励励事事業業にに取取りり組組んんででもも奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  

・改正後の就業規則等を全全文文提出してください。 

・改正部分が分かるよう新新旧旧対対照照表表をを添添付付してください。 

・労働基準監督署の受付印が押印された部分も添付してください。なお、e-GOV 電子

申請システムにて届出を行った場合は、届出印（電子印）が押された「就業規則届」、

電子申請した際の「提出完了」画面（提出した書類名が表示されていること）も含

めて全文を提出してください。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※就業規則等の施行日を必ず記載してください。前回の施行日に追加記載されていな

い場合は、奨奨励励対対象象外外となります（再掲）（Ｐ６２の注意事項も参照してください。）。 

２ 

介護サービス利用支援制度の利用確認書類 

写し１部 ・法人契約申込書の写し等を提出してください。自社における補助制度を就業規則

その他社内規程にて定めた場合は提出不要です。 

 

 

◆Ｃコース 病気治療と仕事の両立推進コース◆ 

１ 

就業規則等又は労働協約 

写し１部 

・整備した制度について定めたものを提出してください（取組事項５を実施した場合

はジョブリターン制度を含む。）。 

・就業規則は、交付申請時から変更がない場合も実績報告時に提出してください。 

 実実績績報報告告時時にに法法令令にに適適合合ししたた内内容容ににななっってていいなないい場場合合、、不不利利益益変変更更のの恐恐れれががああるる

場場合合はは、、奨奨励励事事業業にに取取りり組組んんででもも奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。  

・改正後の就業規則等を全全文文提出してください。 

・改正部分が分かるよう新新旧旧対対照照表表をを添添付付してください。 

・労働基準監督署の受付印が押印された部分も添付してください。なお、e-GOV 電子

申請システムにて届出を行った場合は、届出印（電子印）が押された「就業規則届」、

電子申請した際の「提出完了」画面（提出した書類名が表示されていること）も含

めて全文を提出してください。提出がない場合、奨奨励励対対象象外外となります。 

※就業規則等の施行日を必ず記載してください。前回の施行日に追加記載されていな

い場合は、奨奨励励対対象象外外となります（再掲）（Ｐ６２の注意事項も参照してください。）。 
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６ 奨励金交付額の決定 
実績報告書等に基づき、奨励金交付額を決定します。審査の結果、交付決定額から減額して

奨励額を決定することがあります。 

※※上上記記決決定定のの通通知知はは代代理理提提出出ががさされれたた場場合合ででもも申申請請企企業業宛宛にに送送付付ししまますす。。    
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７ 奨励金の請求 

 
 

 

 

 

 

 

奨励金交付額の確定後、東京都から以下の①～③を送付します。 

① 奨励額確定通知書 

② 奨励金請求書 

③ 支払金口座振替依頼書 

②及び③に必要事項を記入し、実印を押印の上、返送してください。 

奨励金請求書等を東京都が受領した日から概ね２～３週間程度で、指定の口座に奨励金を振

り込みます。振込完了のご連絡は行いませんので、記帳等で東京都名義の振込をご確認くださ

い。 

 

 

 

８ その他留意事項 
(1) 各種補助金等との併給について 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆注意１◆ 

同同一一のの事事由由にによよりり支支給給要要件件をを満満たたすすここととににななるる国国、、都都又又はは区区市市町町村村等等がが実実施施すするる助助成成金金等等

を受給する場合又は受給した場合は、本奨励金を受給することはできません。 

 

（例）本奨励金のＣコースにおける「病気治療休暇制度」の整備の場合に支給要件が 

重複する東京都の助成金等 

働く人のチャイルドプランサポート制度整備奨励金 

東京都難病・がん患者就業支援奨励金 等 

 

※手取り時間創出・魅力ある職場づくり推進奨励金（令和６年度までの魅力ある職場づくり推

進奨励金）を申請又は受給した場合、本奨励金のＡコース①、Ａコース③、Ｂコース②、Ｃ

コースに取り組むにあたっての注意事項があります。詳細は、ＴＯＫＹＯはたらくネット掲

載の「よくある質問」をご確認ください。 
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(2) 奨励事業終了後の注意事項 

① 奨励事業に係るすべての関係書類及び帳簿類は奨励事業の終了した会計年度終了後、５

年間保存しなければなりません。 

② 奨励事業者に関して、企業等の名称、代表者名、住所、電話番号、業種、従業員数、交

付年度、奨励金額を公表する場合があります。 

 

(3) 個人情報の保護 

東京都は、提出された書類等に含まれる個人情報の取扱いにあたっては、「個人情報の保護

に関する法律」及びその他の関係法令に基づいて管理します。申請にあたって、提出書類に奨

励事業に関係のない個人情報が含まれている場合、必要に応じてその部分を黒塗りする等の対

応をお願いします（マイナンバーが記載されている書類は受け取ることができません。）。 

 

(4) 奨励金交付決定の取消し、奨励金の返還                   

    次のいずれかに該当した場合は、奨励金交付決定を取り消すことがあります。 

    奨励金交付決定を取り消した場合において、既に奨励事業者に奨励金が交付されていると

きは、期限を定めて奨励金を返還していただきます。また、刑事罰が適用される場合もあり

ますので、十分注意してください。 

◆注意２◆ 

 本奨励金の奨励事業に係る内容と、東京都働きやすい職場環境づくり推進事業専門家派遣

（以下、「職場環境づくり専門家派遣」という。）による支援との関係について、下記に該当

する場合は、本奨励金を受給することはできません。 

 

・Ａコースを実施する場合 

① 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、Ｐ２１

～３６に定める取組を実施する予定があること。 

② 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、育児に

関する規程等を新規に作成、若しくは改正する予定があること。（Ａコース①、

Ａコース③の事業を実施する場合） 

・Ｂコースを実施する場合 

① 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、Ｐ３７

～４９に定める取組を実施する予定があること。 

② 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、介護に

関する規程等を新規に作成、若しくは改正する予定があること。（Ｂコース②の

事業を実施する場合） 

・Ｃコースを実施する場合 

① 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、Ｐ５０

～５５に定める取組を実施する予定があること。 

② 令和７年度の同時期に、職場環境づくり専門家派遣による支援を受けて、病気治

療に関する規程等を新規に作成、若しくは改正する予定があること。 
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※返還について、延滞金等が発生する場合があります。 

① 偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき 

② 奨励金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

③ 廃業、倒産等により、奨励事業の実施が客観的に不可能となったとき 

④ 奨励事業者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若

しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき 

⑤ 奨励対象事業者の申請要件に該当しない事実が判明したとき 

⑥ 法令又は要綱及び知事の指示に違反したとき 

 

 

９ 交付申請の撤回 

次の場合には、速やかに交付申請撤回届出書（様式第５号）（様式Ｐ８７）に実印押印のう

え、申請書を提出した労働相談情報センター・各事務所に提出してください。なお、撤回の届

出は実績報告期限を最終報告期限とし、期限内に提出がなかった場合は事業計画の中止と判断

します。 

(1) 交付決定前に申請を取り下げる場合 

(2) 交付申請日以降交付決定前に「別表１及び別表２ 奨励対象事業者の要件」（Ｐ５～１

０）を満たさなくなった場合 

 ※（2）の場合は要件を満たさなくなったことを証明する書類（雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書（事業主通知用）の写し等）を添付してください。 

※交付申請の撤回を行った場合、申請したコース・事業の次年度以降の再度の交付申請が

可能です。 

(3)交付決定後に、「別表１及び別表２ 奨励対象事業者の要件」（Ｐ５～１０）を満たさな

くなった場合 

 ※（3）の場合、申請したコース・事業の次年度以降の再度の交付申請はできません。 

 

 

10 事業計画の変更（企業等の情報に変更があった場合） 

事業計画を提出した奨励事業者が、事業計画（以下に該当する企業等の情報）を変更しようと

する場合は、変更承認申請書（様式第４号）（様式Ｐ８６）により都の承認が必要となります。

申請書を提出した労働相談情報センター･各事務所に下記必要書類を添付の上、提出してくださ

い。 

  ＜事業計画の変更＞ 

企業等の名称、本店所在地、代表者、印影を変更する場合を指します。 

＜添付書類＞ 

 企業等の名称、本店所在地、代表者を変更する場合… 

商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び印鑑登録証明書 

   印影を変更する場合…印鑑登録証明書 

※変更があったにもかかわらず変更承認申請を行っていない場合は、奨奨励励対対象象外外となる場合が

あります。  
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11 事業計画の中止 

事業計画を提出した奨励事業者が、事業計画を中止する場合は、変更承認申請書（様式第４

号）（Ｐ８６）により都の承認が必要となります。申請書を提出した労働相談情報センター･各

事務所に提出してください。なお、実績報告期限を最終報告期限とします。 

  ＜事業計画の中止＞ ※実績報告書（様式第６号）も提出してください。 

奨励事業を中止する場合及び事業実施期間内に終了しない場合を指します。 

※奨励事業を中止した場合、中止の理由にかかわらず申請したコース・事業の再度の交付申

請はできません。 

 

本事業は、この募集要項によるほか、東京都補助金等交付規則及びこれに基づく依命通

達、「東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金交付要綱」、「東京都働きやすい職場環

境づくり推進奨励金交付要領」の定めるところに従って実施されます。 
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～～ああくくままででもも参参考考例例でですす。。実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。。～～ 

  

申請時提出チェックリスト …………  79 

(様式第１号) 事業計画書兼交付申請書 …………  81 
(様式第２号) 誓約書 …………  83 

助成金等併給確認チェックリスト …………  84 

(様式第４号) 変更承認申請書 …………  86 
(様式第５号) 交付申請撤回届出書 …………  87 
実績報告時提出チェックリスト …………  88 
(様式第６号) 実績報告書 …………  89 
社内周知用 …………  99 

振り返りレポート ………… 103 

事業所一覧 ………… 104 

事業所一覧（別紙 実績報告時提出用） ………… 105 
委任状 ………… 106 

 

 

 

 

Ａ 農業,林業 Ｋ 不動産業,物品賃貸業

Ｂ 漁業 Ｌ 学術研究,専門・技術サービス業

Ｃ 鉱業,採石業,砂利採取業 Ｍ 宿泊業,飲食サービス業

Ｄ 建設業 Ｎ 生活関連サービス業,娯楽業

Ｅ 製造業 Ｏ 教育,学習支援業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 Ｐ 医療,福祉

Ｇ 情報通信業 Ｑ 複合サービス事業

Ｈ 運輸業,郵便業 Ｒ サービス業（他に分類されないもの）

Ｉ 卸売業,小売業 Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）

Ｊ 金融業,保険業 Ｔ 分類不能の産業

日本標準産業分類（大分類）一覧

 

提出書類記入例 
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【働きやすい職場環境づくり推進奨励金】

株式会社〇〇〇〇

令和　７年　７月　１日

〇 1 事業計画書兼交付申請書 原本１部 〇 6 事業所一覧（交付申請時） 原本１部

〇 2 誓約書 原本１部 〇 7 会社案内又は会社概要 原本１部

〇 3
雇用保険適用事業所設置届（事業
主控）（※３）

写し１部 〇
（法人の場合）
商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明
書）

原本１部

〇
雇用保険被保険者資格取得等確認通
知書（事業主通知用）

写し１部
（個人事業主の場合）
個人事業の開業・廃業等届出書（写し）及
び住民票記載事項証明書（原本）

各１部

〇 労働契約書又は労働条件通知書 写し１部 〇 9
（本店とは別に本社機能を持つ事業所があ
る場合）
水道光熱費の領収書、賃貸借契約書等

写し１部

5 〇 10 印鑑登録証明書 原本１部

〇 5-1
最新の就業規則本則（※１）
（労働基準監督署受付印があるものを添
付すること）

写し１部 〇
（法人の場合）
法人都民税・法人事業税の納税証明書

原本
各１部

〇 5-2

【Aコースのみ（定めている場合）】
（□本則とは別に定めている／□定めてい

ない）　※該当箇所に☑してください。

育児に関する規程（※１）

写し１部
（個人の場合）
個人都民税・個人事業税の納税証明書

原本
各１部

〇 5-3

【Bコースのみ（定めている場合）】
（□本則とは別に定めている／□定めてい

ない）　※該当箇所に☑してください。

介護に関する規程（※１）

写し１部 〇 12
【Ａコースのみ】
一般事業主行動計画（申請時点で計画期
間内のもの）

写し1部

〇 5-4

【Cコースのみ（定めている場合）】
（□本則とは別に定めている／□定めていない）

※該当箇所に☑してください。

休暇制度規程、病気治療に関する規程（※１）

写し１部 〇 13

【Aコースのみ】
一般事業主行動計画策定・変更届（都道府県
労働局に届け出たことが分かる部分も添付する
こと）

写し１部

〇 14
【Ｂコース②のみ】
介護休暇制度確認書

原本１部

〇 15
助成金等併給状況確認チェックリ
スト

原本１部

〇 16 委任状 原本１部

（採用年月日）　平成25年4月1日　　　　　　　（勤務地）　本社

※「提出」の欄には提出する書類に○をつけてください。印鑑が必要な書類は全て「1０　印鑑登録証明書」と同じ印鑑を押印してください。

提出 Ｎｏ 書類名

（採用年月日）　平成25年4月1日　　　　　　　（勤務地）　本社

上記No.4を提出した常常用用労労働働者者２２名名について該当項目を記載又は✔をしてください。

提出
部数

提出 Ｎｏ 書類名

最新の就業規則等

※１　申請時に提出した就就業業規規則則等等そそのの他他社社内内規規程程をを事事業業実実施施期期間間開開始始日日のの前前日日ままででにに改改正正ししたた場場合合は、事業実施期間
        開始日の前日までに最新のものを追加で提出する必要があります。追加で提出されない場合は、全コース奨励対象外
       となります。（詳細はＰ17の５）

申請時提出チェックリスト

企業名

提出日 提出方法 郵送　（レターパックプラス／簡易書留／その他）

※４　実績報告時に提出予定の書類を含め、上記（氏名）欄に記入した氏名と異なる氏名を使用している場合は、（旧姓・通称等）に
　　　その氏名を記入してください。

提出
部数

4

8

11

（氏名）　飯田　一郎　 （フリガナ）　イイダ　イチロウ 　　　（旧姓・通称等）

(雇用形態）　☑正社員　　□正社員ではないが、無期雇用　　□有期雇用（雇用期間が１年超）

※３　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）等に記載の労働者が、交交付付申申請請日日以以後後交交付付決決定定日日前前までに
　　　退職する場合は、Ｐ16を参照してください。

（氏名）　東京　一郎　　（フリガナ）　トウキョウ　イチロウ  （旧姓・通称等）

※２　Ａコース②を実施する場合は、上記の労働者は１人以上男性従業員を選定してください。
　　　常時雇用する男性従業員が１人もいない場合は、上記の労働者は女性従業員２人を選定の上、都内に勤務する男性従業員の
　　　労働契約書又は労働条件通知書の写しと、当該男性従業員の性別を確認できるものを上記の提出書類に加えて提出して
          ください。（詳細はＰ15）

(雇用形態）　☑正社員　　□正社員ではないが、無期雇用　　□有期雇用（雇用期間が１年超）

（Ａコース②を申請の場合、男性従業員である　※２）　　    　□男性従業員

常用労働者１

（Ａコース②を申請の場合、男性従業員である　※２）　　    　 □男性従業員

常用労働者２

このチェックリストは申請書類

提出する書類によって使用している氏名が

異なる場合は記入してください

Ａコース②を申請する場合で常用労働者１・２が

男性従業員の場合は□にチェックをしてください
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様式第１号（第８条関係）  
   令和 ７年 ７月 １日 

 
東 京 都 知 事  殿 

 
企業等の所在地   東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 
 
企 業 等 の 名 称   株式会社○○○○ 
 
代表者職・氏名  代表取締役 東京 太郎  印          

 

事業計画書兼交付申請書 

 
 東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金（以下「奨励金」という。）について、従業員の育児・

介護や病気治療と仕事との両立支援等の推進を図るため、奨励金交付要綱第８条の規定に基づき、下

記のとおり提出します。 
 

記 
 
１ 奨励事業実施期間 
  

令和 ７年 ８月 ６日 ～ 令和 ７年 １１月 ５日 
  
 

 
２ 実施事業及び交付申請額 
 

    金 １，０００，０００ 円 
 

事業名（上限１００万円） 交付金額 
今回 

申請 
前年度まで

に申請済 

 Ａ 育児と仕事の両立推進コース    

 
 

①育児と仕事の両立制度整備事業 ２００，０００円  〇 
②男性の育児参加推進事業 ２００，０００円  〇 
③育児中の従業員のための多様な働き方整備事業 ４００，０００円 〇  

Ｂ 介護と仕事の両立推進コース    

 ①介護と仕事の両立推進事業    ４００，０００円  〇 
②介護離職防止のための制度整備事業 ４００，０００円 〇  

（追加取組）経営者・管理職への体験型研修の実施 

＊A コース①、A コース②、A コース③、B コース①及び

B コース②のいずれかを実施する場合 
２００，０００円 〇 

 

Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース ２００，０００円   

（追加取組）ジョブリターン制度の整備 

＊Aコース①、Aコース③、B コース②及び Cコースのいずれか

を実施する場合 

２００，０００円 
 

 

 

〇 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人

の住所地」と記入し、住民票どおりに個人住

所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

事業実施期間は、都が定めた事業実施期

間の範囲内で設定してください。 

詳細は、Ｐ３を参照してください。 

上限は１００万円です。 

有有りり

有有りり

申請時提出チェックリスト

看護等休暇制度の賃金の取り扱いを定めている規程の名称・条番号

名称（育児・介護休業規程　　　　　　）・条番号（第１１条）
名称（賃金規程　　　　　　　　　　　 　 ）・条番号（第１１条）

介護休暇制度の賃金の取り扱いを定めている規程の名称・条番号

【働きやすい職場環境づくり推進奨励金】

看護等休暇制度を定めている規程の名称・条番号

名称（育児・介護休業規程　　　　　　　）・条番号（第１１条）
名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）・条番号（　　　条）

介護休暇制度を定めている規程の名称・条番号

 ☑有有給給の看護等休暇制度がある※ ・・③

　　※下記のうち、該当するいずれか１つの□に✔を入れてください。

・③の場合、Ａコース①取組事項1で③ 「有給の子どもの看護等休暇制度」に取り組むことができません。

・看護等休暇制度について

□無無しし　・・・①

 □無無給給の介護休暇制度がある  ・・②

 ☑有有給給の介護休暇制度がある※ ・・③

・①②の場合、Ｂコース②取組事項1で⑤ 「有給の介護休暇制度」に取り組むことができます。

・③の場合、Ｂコース②取組事項1で⑤ 「有給の介護休暇制度」に取り組むことができません。

・介護休暇制度について ・介護休暇制度の賃金の取り扱いについて

名称（育児・介護休業規程　　　　　　）・条番号（第１１条）
名称（賃金規程　　　　　　　　　　　　 ）・条番号（第１１条）

名称（育児・介護休業規程　　　　　　　）・条番号（第１１条）
名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）・条番号（　　　条）

【ＡＡココーースス①①育育児児とと仕仕事事のの両両立立制制度度整整備備事事業業を申請する企業等】

【ＢＢココーースス②②介介護護離離職職防防止止ののたためめのの制制度度整整備備事事業業を申請する企業等】

・看護等休暇制度の賃金の取り扱いについて

　　※下記のうち、該当するいずれか１つの□に✔を入れてください。

□無無しし　・・・①

 □無無給給の看護等休暇制度がある  ・・②

・①②の場合、Ａコース①取組事項1で③ 「有給の子どもの看護等休暇制度」に取り組むことができます。

                                          複複数数のの規規定定にに記記載載ががああるる場場合合ははすすべべてて記記載載しし、、規規程程をを添添付付ししててくくだだささいい。。

※ 既に１日でも（半日・１時間でも）有給の看護等休暇や介護休暇制度が整備されている場合は、
　　有給の看護等休暇や介護休暇制度に取り組んでも奨励対象にはなりません。

自社の就業規則等に
「「看看護護等等休休暇暇制制度度」」のの定定めめはありますか

   ②③の場合、規程の名称や
   条番号を記載してください。

※ 既に１日でも（半日・１時間でも）有給の看護等休暇や介護休暇制度が整備されている場合は、
　　有給の看護等休暇や介護休暇制度に取り組んでも奨励対象にはなりません。

 ②③の場合、規程の名称や
 条番号を記載してください。

自社の就業規則等に
「「介介護護休休暇暇制制度度」」のの定定めめはありますか

                                          複複数数のの規規定定にに記記載載ががああるる場場合合ははすすべべてて記記載載しし、、規規程程をを添添付付ししててくくだだささいい。。

80

提
出
書
類
記
入
例



 

 

様式第１号（第８条関係）  
   令和 ７年 ７月 １日 

 
東 京 都 知 事  殿 

 
企業等の所在地   東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 
 
企 業 等 の 名 称   株式会社○○○○ 
 
代表者職・氏名  代表取締役 東京 太郎  印          

 

事業計画書兼交付申請書 

 
 東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金（以下「奨励金」という。）について、従業員の育児・

介護や病気治療と仕事との両立支援等の推進を図るため、奨励金交付要綱第８条の規定に基づき、下

記のとおり提出します。 
 

記 
 
１ 奨励事業実施期間 
  

令和 ７年 ８月 ６日 ～ 令和 ７年 １１月 ５日 
  
 

 
２ 実施事業及び交付申請額 
 

    金 １，０００，０００ 円 
 

事業名（上限１００万円） 交付金額 
今回 

申請 
前年度まで

に申請済 

 Ａ 育児と仕事の両立推進コース    

 
 

①育児と仕事の両立制度整備事業 ２００，０００円  〇 
②男性の育児参加推進事業 ２００，０００円  〇 
③育児中の従業員のための多様な働き方整備事業 ４００，０００円 〇  

Ｂ 介護と仕事の両立推進コース    

 ①介護と仕事の両立推進事業    ４００，０００円  〇 
②介護離職防止のための制度整備事業 ４００，０００円 〇  

（追加取組）経営者・管理職への体験型研修の実施 

＊A コース①、A コース②、A コース③、B コース①及び

B コース②のいずれかを実施する場合 
２００，０００円 〇 

 

Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース ２００，０００円   

（追加取組）ジョブリターン制度の整備 

＊Aコース①、Aコース③、B コース②及び Cコースのいずれか

を実施する場合 

２００，０００円 
 

 

 

〇 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人

の住所地」と記入し、住民票どおりに個人住

所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

事業実施期間は、都が定めた事業実施期

間の範囲内で設定してください。 

詳細は、Ｐ３を参照してください。 

上限は１００万円です。 
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３ 企業等の概要等 

○企業等の概要 

業    種 （  ＧＧ ）情報通信業 

常時雇用する労働者数 ２２００  人 内 訳 
男性 １１００人、女性 １１００ 人 

都内勤務 １１５５人、都外勤務 ５５人 
○本申請に係る連絡先 

部 課 係 名 総務人事課 総務係 

職・担当者氏名 係長 ○○ ○○ 

 連 絡 先 
電話番号 
（代表） 03-0000-0000 電話番号 

（担当者直通） 
03-0000-0000 
(090-0000-0000) 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ○○○○＠○○○.○○.○○ 
 

同意の確認 

☑  東京都のホームページにおける企業名等の公表に同意する 

☑  東京都事業についての情報提供を受けることに同意する 

 
 

Ｐ７８の日本標準産業分類（大分類）に

基づき、アルファベットと業種名を記載

してください。 

必ず内容を確認し、左の□に✔を記入してください。 

企業等の担当者の連絡先を記入してください（代理人

に委任する場合も、企業等の担当者の連絡先を記入し

てください）。 

連絡先には、企業等の連絡先のほか、休業中の場合で

も連絡可能な番号（携帯電話番号等）の記入もお願い

します。 

様式第２号（第８条関係） 

誓 約 書 

東 京 都 知 事  殿 

 

 私は、働きやすい職場環境づくり推進奨励金交付要綱第８条の規定に基づく奨励金の交付申請を行うにあた

り、以下のことを誓約します。（□欄にチェックしてください。） 

 

☑ 支給申請日の前日から起算して過去５年間に、重大な法令違反等はないことを誓約します。 

 

☑ 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別、特定（産業別）最低賃金額）を上回ってい

ることを誓約します。 
 

☑ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していないこと、また、固定残業時間を超えて

残業を行った場合は、その超過分について通常の時間外労働と同様に、割増賃金が追加で支給されていることを

誓約します。 
 

☑ 法定労働時間を超えて従業員を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に関する協定（36 協定）」を締結し、遵

守していることを誓約します。 

 

☑ 労働基準法第39条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる義務）に違反していないことを誓約します。 

 

☑ 労働基準法に定める時間外労働の上限規制を順守していることを誓約します。 

  ＊ 原則として、時間外労働は月 45 時間以内、年 360 時間以内。臨時的な特別な事情がある場合は、時間外労働・休日労働の

合計が月 100 時間未満、複数月平均 80 時間（年６か月まで）、時間外労働が年 720 時間以内（ただし、いずれも特別条項

付きの 36 協定締結が必要）。 

   

☑ 前記以外の労働関係法令について遵守していることを誓約します。 

 

☑ 厚生労働大臣の指針に基づき、ハラスメント等を防止するための措置を取っていることを誓約します。 

 

☑ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営

業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 13 項に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事

業を行っていないことを誓約します。 
＊ 接待飲食店営業のほか、パチンコ、ゲームセンター等の遊技場営業を行っている事業主は申請できません。 

 

☑ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員について、東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条

例第 54 条）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関

係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを誓約します。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされるこ

とに同意します。 
＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいいます。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 

☑ 本奨励金に関し提出する書類の内容は事実と相違ないこと、書類の写しはすべて原本と相違ないこと及び東京

都の職員が審査に必要な事項についての確認や検査を行う際に対応することを誓約します。 

令和７年７月１日 
奨励金支給後に本誓約書の内容に虚偽や不正が発覚した場合は奨励金を返還します。 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 

企業等の名称  株式会社○○○○ 

代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎         

必ず内容を確認し、左の□全てに✔を記

入してください。 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個 

人の住所地」と記入し、住民票どおりに個人 

住所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載 

本様式については、代表者氏

名が代表者の署名（自筆）の

場合、押印は省略できます。 

 印 
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様式第２号（第８条関係） 

誓 約 書 

東 京 都 知 事  殿 

 

 私は、働きやすい職場環境づくり推進奨励金交付要綱第８条の規定に基づく奨励金の交付申請を行うにあた

り、以下のことを誓約します。（□欄にチェックしてください。） 

 

☑ 支給申請日の前日から起算して過去５年間に、重大な法令違反等はないことを誓約します。 

 

☑ 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別、特定（産業別）最低賃金額）を上回ってい

ることを誓約します。 
 

☑ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していないこと、また、固定残業時間を超えて

残業を行った場合は、その超過分について通常の時間外労働と同様に、割増賃金が追加で支給されていることを

誓約します。 
 

☑ 法定労働時間を超えて従業員を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に関する協定（36 協定）」を締結し、遵

守していることを誓約します。 

 

☑ 労働基準法第39条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる義務）に違反していないことを誓約します。 

 

☑ 労働基準法に定める時間外労働の上限規制を順守していることを誓約します。 

  ＊ 原則として、時間外労働は月 45 時間以内、年 360 時間以内。臨時的な特別な事情がある場合は、時間外労働・休日労働の

合計が月 100 時間未満、複数月平均 80 時間（年６か月まで）、時間外労働が年 720 時間以内（ただし、いずれも特別条項

付きの 36 協定締結が必要）。 

   

☑ 前記以外の労働関係法令について遵守していることを誓約します。 

 

☑ 厚生労働大臣の指針に基づき、ハラスメント等を防止するための措置を取っていることを誓約します。 

 

☑ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営

業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 13 項に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事

業を行っていないことを誓約します。 
＊ 接待飲食店営業のほか、パチンコ、ゲームセンター等の遊技場営業を行っている事業主は申請できません。 

 

☑ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員について、東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条

例第 54 条）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関

係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを誓約します。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされるこ

とに同意します。 
＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいいます。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 

☑ 本奨励金に関し提出する書類の内容は事実と相違ないこと、書類の写しはすべて原本と相違ないこと及び東京

都の職員が審査に必要な事項についての確認や検査を行う際に対応することを誓約します。 

令和７年７月１日 
奨励金支給後に本誓約書の内容に虚偽や不正が発覚した場合は奨励金を返還します。 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 

企業等の名称  株式会社○○○○ 

代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎         

必ず内容を確認し、左の□全てに✔を記

入してください。 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個 

人の住所地」と記入し、住民票どおりに個人 

住所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載 

本様式については、代表者氏

名が代表者の署名（自筆）の

場合、押印は省略できます。 

 印 
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令和７年 ７⽉ １⽇       
 

助成金等併給確認チェックリスト 

 

（企業名） 株式会社○○             
（確認者） 代表取締役 ○○ ○○        

 

下記チェック項目について、当てはまる方に☑を付けてください。 
 
 

確認項目 チェック 

【Ａコース③を申請する場合】 

両親学級制度等（取組２）、子育て支援制度（取組３）

が、就業規則、社内規定又は社内通知等に明文化され

ておらず、また運用されていないか。 

（取組３について） 

①就業時に利用できるベビーシッター制度の経費支援 

②育児中（育休中含む）に利用できる助産師の経費補

助制度 

③自社における子連れ出勤制度 

□ ①②③のいずれも明文化、運用されてい

る → 申請不可 

□ ①②③のうち、明文化、運用されていない

制度がある → 申請可 

【Ｂコース①を申請する場合】 

介護と仕事の両立に関する相談窓口の設置（取組１）

が、就業規則、社内規定又は社内通知等に明文化され

ておらず、また運用されていないか。 

□ 明文化、運用されている → 申請不可 

☑ 明文化、運用されていない → 申請可 

【Ｂコース②を申請する場合】 

介護サービス利用支援制度（取組３）が、就業規則、

社内規定又は社内通知等に明文化されておらず、また

運用されていないか。 

□ 明文化、運用されている → 申請不可 

□ 明文化、運用されていない → 申請可 

【Ｃコースを申請する場合】 

病気治療と仕事の両立に関する相談窓口の設置（取組

１）が、就業規則、社内規定又は社内通知等に明文化

されておらず、また運用されていないか。 

□ 明文化、運用されている → 申請不可 

□ 明文化、運用されていない → 申請可 

※ 申請しないコース・事業については、チェックは不要です。 
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助成金等の利用・申請状況について、該当項目を記載又は☑をしてください。 
 

助成金等 チェック 説明 

働きやすい職場環境づくり推進奨

励金（令和元年～６年度） 

☐ 利用なし 

 利用 

（申請コース A①、C、  ） 

過年度に本奨励金を申請したコース

については、原則として再度申請は出

来ません。 

働きやすい職場環境づくり推進 

専門家派遣 

☐ 利用予定なし 

 申請済又は申請予定 

☐ 前年度までに利用済 

同時期に申請する、コースに係る内容

についての専門家派遣を受ける予定

がある・受けた場合、該当するコース

については申請できません。 

育児・介護からのジョブリターン

制度整備奨励金（令和元～３年度） 

 利用なし 

☐ 利用 

☐ 交付決定したが事業中止 

 

令和３年度までに本奨励金を申請又

は受給した場合は、追加取組（ジョブ

リターン制度整備）は申請できませ

ん。 

働く人のチャイルドプランサポー

ト制度整備奨励金 

☐ 申請予定なし 

☐ 申請済又は申請予定 

 前年度までに利用済 

本奨励金を申請する（した）場合は、

Ｃコースにおいて定める病気治療休

暇制度は、不妊治療のための休暇制度

とは別の新たな制度として定めてく

ださい。 

東京都難病・がん患者就業支援奨

励金 

 申請予定なし 

☐ 申請済又は申請予定 

☐ 前年度までに利用済 

前年度までに本奨励金を利用又は今

年度申請済の場合、Ｃコースは申請で

きません。 

手取り時間創出・魅力ある職場づく

り推進奨励金（令和６年度までの魅

力ある職場づくり推進奨励金） 

 申請予定なし 

☐ 申請済又は申請予定 

☐ 前年度までに利用済 

同一の事由により支給要件を満たす

ことになる場合は申請できません。 

（申請の手引Ｐ７４参照） 

国助成金（平成２８年度介護支援

取組助成金、平成２９～令和５年

度両立支援等助成金介護離職防止

支援コース（Ｃ：新型コロナウイ

ルス感染症対応特例を除く）） 

 申請予定なし 

☐ 申請済又は申請予定 

☐ 前年度までに利用済 

（申請・利用年度： 

             ） 

▪平成２８年度介護支援取組助成金、

平成２９・３０年度両立支援等助成金

介護離職防止支援コースを利用して

いた場合→Ｂコース①②は申請でき

ません。（申請していなくてもアンケ

ート等を取組済みの場合、Ｂコース①

②申請不可） 

▪令和５年度両立支援等助成金介護離

職防止支援コース個別周知・環境整備

加算を利用する場合→Ｂコース①は

申請できません。 

その他国等の助成金 

（             ） 

 申請予定なし 

☐ 申請済又は申請予定 

☐ 前年度までに利用済 

申請するコースと同一の事由により

支給要件を満たすことになる国等の

助成金を申請又は利用した場合は、該

当するコースは申請できません。 
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様式第４号（第 10 条関係） 

令和７年１０月１５日 
  

東 京 都 知 事  殿 
 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 
 

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○ 
 
代表者職・氏名 代表取締役 東京 次郎 

 
 
 

変更承認申請書 
 
 

東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金交付要綱第 10 条の規定に基づき、下記のとおり、 
 
 
事業計画を      したく、関係書類を添えて申請します。 

 
 

 

記 

 

 

 １ 変更又は中止の内容 

  （例１）代表者の変更 

 

（例２）事業の中止 

 

 

 ２ 変更又は中止の理由 

（例１）令和○年○月○日付で代表者が東京太郎から東京次郎に変更になったため 

 

  （例２）社内で新事業を立ち上げ、業務繁忙となり、事業実施期間内に事業が 

終了できなかったため 

 

 

 

 

 

※変更又は中止のいずれかに○をつけること。 

※変更の場合は、奨励事業の変更部分を分かりやすく記載すること。 

※変更内容等を証明できる書類がある場合は、その書類を添付すること。 

変更 
中止 

書類提出日を記入してください。 

変更事由が生じた場合、速やかに提出してく

ださい。 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の

住所地」と記入し、住民票どおりに個人住所を

記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人

名のみを記載 

 
印 

変更か中止のいずれかに○をつけること 

【注意】企業等の所在地、企業等の名称、代表者氏名が変更となった場合には、

登記簿及び印鑑登録証明書を添付すること 

（※個人事業主の場合の必要書類は申請書を提出した事務所までお問い合わせ

ください） 

中止の場合は実績報告書（様式第６号）もあわせて提出すること 
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様式第４号（第 10 条関係） 

令和７年１０月１５日 
  

東 京 都 知 事  殿 
 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 
 

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○ 
 
代表者職・氏名 代表取締役 東京 次郎 

 
 
 

変更承認申請書 
 
 

東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金交付要綱第 10 条の規定に基づき、下記のとおり、 
 
 
事業計画を      したく、関係書類を添えて申請します。 

 
 

 

記 

 

 

 １ 変更又は中止の内容 

  （例１）代表者の変更 

 

（例２）事業の中止 

 

 

 ２ 変更又は中止の理由 

（例１）令和○年○月○日付で代表者が東京太郎から東京次郎に変更になったため 

 

  （例２）社内で新事業を立ち上げ、業務繁忙となり、事業実施期間内に事業が 

終了できなかったため 

 

 

 

 

 

※変更又は中止のいずれかに○をつけること。 

※変更の場合は、奨励事業の変更部分を分かりやすく記載すること。 

※変更内容等を証明できる書類がある場合は、その書類を添付すること。 

変更 
中止 

書類提出日を記入してください。 

変更事由が生じた場合、速やかに提出してく

ださい。 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の

住所地」と記入し、住民票どおりに個人住所を

記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人

名のみを記載 

 
印 

変更か中止のいずれかに○をつけること 

【注意】企業等の所在地、企業等の名称、代表者氏名が変更となった場合には、

登記簿及び印鑑登録証明書を添付すること 

（※個人事業主の場合の必要書類は申請書を提出した事務所までお問い合わせ

ください） 

中止の場合は実績報告書（様式第６号）もあわせて提出すること 

 

 

様式第５号（第 11 条関係） 

  

  令和７年１０月１５日 

  

東 京 都 知 事  殿 

 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 

 

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○ 

 

代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎      

 

 

交付申請撤回届出書 
 
 

令和７年７月１日付事業計画書兼交付申請書により交付を申請した東京都働きやすい職場

環境づくり推進奨励金については、交付申請を撤回することとしたので、奨励金交付要綱第

11 条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

（撤回の理由） 

社員が退職し、都内で勤務する常時雇用する労働者が２名に満たなくなったため 

事業計画書兼交付申請書（様式第１号）に記載した提出日を記入してください。 

書類提出日を記入してください。 

撤回事由が生じた場合、速やかに提出してく

ださい。 
・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・氏

名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の 

住所地」と記入し、住民票どおりに個人住所を記 

載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人名

のみを記載 

 印 
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実績報告時提出チェックリスト　

※「提出」の欄には提出する書類に○をつけてください。

（全コース共通   ※全てのコースで提出が必要です。）

提出
東京都
確認

Ｎｏ 書類名 【提出にあたってのチェック事項】

〇〇 1 事業所一覧

〇〇 2 事業所一覧（別紙　実績報告時提出用）

〇〇 3

出勤簿

※下記確認項目にも☑してください。

☑実績報告日当日の出勤時間まで反映されている。

☑従業員の出退勤時間が明確になっている。

☑休憩時間は就業規則通りに（法定以上）取れている。

〇〇 4 委任状（交付申請時に提出し、変更がない場合は不要）

(Ａコース） （Ｂコース）

提出
東京都
確認

Ｎｏ 書類名 事業番号 提出
東京都
確認

Ｎｏ 書類名 事業番号

1 実績報告書及び別紙１ ①②③ 〇〇 1 実績報告書及び別紙２ ①②

2-1 労働協約又は就業規則その他社内規程 ①③ 〇〇 2 研修会等の受講証明書 ①②

2-2 労働協約又は就業規則その他社内規程の新旧対照表 ①③ 3
アンケート集計結果
（（様式）介護アンケート集計結果）

①

2-3
労働協約又は就業規則その他社内規程の労働基準監
督署受付印のページ
（電子申請の場合、手続き終了画面を含む）

①③ 〇〇 4

社内研修に使用した資料
（「（様式）社内周知用」を含む。
【Ｂ①のみ】「（様式）介護アンケート集計結
果」も含む）

①②

3
アンケート集計結果
（（様式）育児アンケート集計結果）

② 〇〇 5
社内研修の実施状況が分かる写真（遠景・
近景の2種類）

①②

4 一般事業主行動計画 ② 〇〇 6

（社内研修に欠席者がいた場合）配布した資
料の名称、資料配布の確認日（受領日）と確
認印（受領印）または直筆の署名が確認でき
る書類

①②

5
一般事業主行動計画策定・変更届
（都道府県労働局に届け出たことが分かる部分も添付す
ること）

② 7
取組計画等の社外発信に使用する資料
（「（様式）社外周知用・都ホームページ掲載
用」）データでも提出すること。

①

6 両親学級制度等の内容が分かるもの ③ 〇〇 8-1 労働協約又は就業規則その他社内規程 ②

7 子育て支援制度が分かるもの ③ 〇〇 8-2
労働協約又は就業規則その他社内規程の
新旧対照表

②

8 子育て支援制度の利用確認書類 ③ 〇〇 8-3
労働協約又は就業規則その他社内規程の
労働基準監督署受付印のページ
（電子申請の場合、手続き終了画面を含む）

②

9
（追加取組に取り組んだ場合のみ）
ジョブリターン制度の内容が分かるもの

①③ 〇〇 9
介護サービス利用支援制度の利用確認書類
（法人契約申込書の写し　等）

②

10
（追加取組に取り組んだ場合のみ）
経営者・管理職への体験型研修の内容が分かるもの
※事後アンケート及び振り返りレポート含む

①②③ 〇〇 10
（追加取組に取り組んだ場合のみ）
ジョブリターン制度の内容が分かるもの

②

11 研修会の受講証明書 ①②③ 11

（追加取組に取り組んだ場合のみ）
経営者・管理職への体験型研修の内容が分
かるもの
※事後アンケート及び振り返りレポート含む

①②

12
社内研修に使用した資料
（【Ａ②のみ】「（様式）社内周知用」「（様式）育児アン
ケート集計結果」を含む）

①②③

13
社内研修の実施状況が分かる写真（遠景・近景の2種
類）

①②③

14
（社内研修に欠席者がいた場合）配布した資料の名称、
資料配布の確認日（受領日）と確認印（受領印）または
直筆の署名が確認できる書類

①②③

（Ｃコース）

提出
東京都
確認

Ｎｏ 書類名

1 実績報告書及び別紙３

2 研修会の受講証明書

3-1 労働協約又は就業規則その他社内規程

3-2 労働協約又は就業規則その他社内規程の新旧対照表

3-3
労働協約又は就業規則その他社内規程の労働基準監
督署受付印のページ
（電子申請の場合、手続き終了画面を含む）

４
（追加取組に取り組んだ場合のみ）
ジョブリターン制度の内容が分かるもの

5
社内研修に使用した資料
（「（様式）社内周知用」も含む）

6
社内研修の実施状況が分かる写真
（遠景・近景の2種類）

7
（社内研修に欠席者がいた場合）配布した資料の名称、
資料配布の確認日（受領日）と確認印（受領印）または
直筆の署名が確認できる書類

下記確認事項にも☑してください。

☑ 記入、押印漏れはありませんか

　 押印する場合は印鑑証明の印と同一印です。

☑ 社内研修写真は、実施コースごとに遠景・近景がありますか

☑ 企業等の名称、所在地、代表者、印影に変更はありませんか

 　変更が生じている場合は手続が必要です。（詳細はP76）

企業名 株式会社○○○○

提出日 令和7年11月15日

提出方法 郵送郵送　（レターパックプラス／簡易書留／その他）

このチェックリストは実績報告書類

提出時に提出してください。

Ｂ②、ジョブリターン制度整備を

実施した場合の記入例
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様式第６号（第 13 条関係） 
 令和７年１１月１５日 

  
東 京 都 知 事  殿 

 
企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 
企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○ 
代表者職・氏名  代表取締役 東京 太郎  

           
 

実績報告書 
 
 東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金（以下「奨励金」という。）について、奨励

金交付要綱第 13 条の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 奨励事業実施期間 

     
令和７年 ８月 ６日 ～ 令和７年１１月 ５日 

 
 
２ 実績報告額 

金  ６００，０００   円 

 事業名（上限１００万円） 金額 実施 

 Ａ 育児と仕事の両立推進コース   

 
①育児と仕事の両立制度整備事業 ２００，０００円  
②男性の育児参加推進事業 ２００，０００円  
③育児中の従業員のための多様な働き方整備事業 ４００，０００円 ○ 

Ｂ 介護と仕事の両立推進コース   

 
①介護と仕事の両立推進事業 ４００，０００円  
②介護離職防止のための制度整備事業 ４００，０００円  

（追加取組）経営者・管理職への体験型研修の実施 ２００，０００円 ○ 
Ｃ 病気治療と仕事の両立推進コース ２００，０００円  
（追加取組）ジョブリターン制度の整備 ２００，０００円  

※実施した事業について「実施」欄に○をつけること。 
 
３ 他の助成金との併給状況 

 支給事由と同一の事由により支給要件を満たすこととなる各種助成

金のうち、国、都又は区市町村が実施するもの（国、都又は市町村が他

の団体等に委託して実施するものを含む。）の受給について 

受給なし 

受給予定 

受給済み 
  ※「受給なし」「受給予定」「受給済み」のいずれかに○をすること。 
 
４ 連絡先 

部課係名 総務人事課 総務係 

職・担当者氏名 係長 ○○ ○○ 

連 絡 先 
電話番号 
（代表） 03-0000-0000 

電話番号 

(担当者直通) 

03-0000-0000 

(090-0000-0000) 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ○○○○＠○○○.○○.○○ 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個 

人の住所地」と記入し、住民票どおりに個人 

住所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載 

事業実施期間は、都が定めた事業実施期

間の範囲内で設定してください。 

詳細は、Ｐ３を参照してください。 

企業等の担当者の連絡先を記入してください。 

連絡先には、企業等の連絡先のほか、休業中の場

合でも連絡可能な番号（携帯電話番号等）の記入

もお願いします。 

印 
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様式第６号（第 13 条関係）別紙１【育児と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
（企業名：株式会社○○○○    ） 

（１）育児と仕事の両立制度整備事業 

 

１ 整備した制度（名称・内容） 
祖父母の育児参加休暇を新設 
２ 参加した研修会 
①参加日 令和７年 ８月１６日  
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ： Ａテーマ ア ） 
③参加者 （部署・役職）総務部人事担当  （氏名）×× ××        
３ 社内研修 
①日時 令和７年 ９月 １日 １０時～１１時 
②参加者 対象（都内勤務全従業員） ２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]整備した制度の説明 

時間 10：00～10：20 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：20～10：50 説明者（部署・役職）総務部人事担当（氏名）×× ×× 

[３]その他（ 質疑応答 ） 

時間 10：50～11：00 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

④欠席者 
への周知 

（欠席者） ２名に対して資料配布 
（完了日） 令和７年１０月５日 

４ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し （有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 
①対象者の退職理由 

 
②対象者の年齢 

 

③対象者は退職後何年以内か 

 

④再雇用時の処遇について 

 

⑤再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

 

⑥その他独自の制度 

 

５ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 

有り・無し （いずれかに〇） 

研修の制度整備が確認できる資料名： 

６ 取組の成果 
社内研修を通じて、育児と仕事の両立に向けた取組の必要性を従業員に周知することが

でき、理解が深まったと思われる。 
 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 

ジョブリターン制度を整備した場合、 

経営者・管理職への体験型研修を実施した場合の 

記入例は、Ｐ９６を参照してください。 
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様式第６号（第 13 条関係）別紙１【育児と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
  （企業名：株式会社○○○○    ） 

（２）男性の育児参加推進事業 

１ アンケート調査 
①実施日 令和７年 ８月１８日  
②方法 調査票を都内に勤務する全男性従業員に配布 

③回収率 対象者（都内勤務男性従業員）  ７名のうち回収数  ６名 
回収率   ８５.７％（回収数／対象者） 

④調査結果

概要 

（調査により明らかになった課題） 
・男性従業員の育児状況について 

○○… 
・男性従業員の育児休業や育児支援制度の利用状況について 

○○… 
・男性従業員の会社の育児支援制度に対する要望について 

○○… 
・男性従業員の育児参加に対する考えについて 

○○… 
２ プロジェクトチームの設置及び運営状況 
①設置日 令和７年 ９月 １日 

②メンバー 総計  ３ 名（うち都内勤務の男性従業員 １ 名） 
（メンバー内訳）社長、取締役、総務部人事担当 

③運営状況 

開催日 開催時間 検討内容 参加者数 
９月１日 10：00～11：00  活動内容及びスケジュールの確認 ３名 

９月１５日 14：00～15：00 調査結果概要説明、目標案の提示 ２名 

９月３０日 10：00～11：00 目標案について意見交換、目標確定 ３名 

３ 設定した目標及び取組内容 
①目標 
【必須】 

  
 男性の育児休業取得率の目標設定【必須項目】  ３０％ 

②目標 
【選択】 
 

（有り・無しのいずれかに○、下の①から⑤での中から一つ以上の目標を選択し、取

組内容を設定すること） 
① 職場全体の理解の促進             有り・無し 

 ② 管理職の意識の向上              有り・無し 
 ③ 従業員の定期的な状況把握と制度利用の促進   有り・無し 
 ④ 人事評価への反映               有り・無し 
 ⑤ その他男性の育児参加推進に向けた取組（奨励事業者が任意で策定） 
                          有り・無し 

③取組 
 内容 

令和７年１０月～ 職場の理解を促進するため社内研修による社内周知を 
実施（年１回程度） 

令和７年１２月～ 対象者に育児休業等の育児参加支援制度の利用を促進

した管理職を評価する人事評価制度を検討 
４ 参加した研修会 
①参加日 受講開始日 令和７年 ９月 ８日、受講完了日 令和７年 ９月 ９日 
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ：Ａテーマ ア ） 
③参加者 （部署・役職）総務部人事担当 （氏名）×× ×× 
５ 社内研修 
①日時 令和７年１０月１８日 １０時～１１時 
②参加者 対象（都内勤務全従業員）２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]調査結果等説明（都が定める様式を用いて説明） 

時間 10：00～10：20 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：20～10：50 説明者（部署・役職）総務部人事担当（氏名）×× ×× 

[３]その他（質疑応答                      ） 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 

オンライン上での研修会の受講

開始日と受講完了日を入力して

ください（研修を２日間で完了

した場合の記入例）。 

目標確定日を

必ず記入して

ください。 
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時間 10：50～11：00 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

④欠席者へ

の周知 
（欠席者） ２名に対して資料配布 
（完了日）令和７年１０月２０日 

６ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 
有り・無し （いずれかに〇） 
研修の制度整備が確認できる資料名： 
７ 取組の成果 
アンケート調査結果により、男性従業員が育児参加するにあたり、仕事に支障をきた

す可能性がある、職場の理解が得られないのではないかと不安に思っていることが明

確となった。育児休業等の制度の利用率を上げていくためにも、情報の共有化や業務

分担の見直し等に積極的に取組んでいきたいと考えている。 
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様式第６号（第 13 条関係）別紙１【育児と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
（企業名：株式会社○○○○  ） 

（３）育児中の従業員のための多様な働き方整備事業 

  

１ 整備した育児休業制度（内容） 
（旧規程）一定の要件を満たせば２歳まで再延長できる 
（新規程）一定の要件を満たせば４歳まで再々延長できる 
２ 整備した両親学級制度等（内容） 
区市町村等が実施する両親学級に参加する際の休暇制度を整備 
３ 整備した子育て支援制度（内容） 
ベビーシッター派遣事業に登録 
４ 参加した研修会 
①参加日 令和７年 ８月１７日 
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ：Ａテーマ イ ） 
③参加者 （部署・役職）総務部人事担当 （氏名）×× ×× 
５ 社内研修 
①日時 令和７年１０月１８日 １０時～１１時 
②参加者 対象（都内勤務全従業員）２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]整備した制度の説明 

時間 10：00～10：20 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：20～10：50 説明者（部署・役職）総務部人事担当（氏名）×× ×× 

[３]その他（質疑応答                       ） 

時間 10：50～11：00 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

④欠席者

への周知 
（欠席者）２名に対して資料配布 
（完了日）令和７年１０月２０日 

６ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し （有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 

①対象者の退職理由 

 
②対象者の年齢 

 

③対象者は退職後何年以内か 

 

④再雇用時の処遇について 

 

⑤再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

 

⑥その他独自の制度 

 

７ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 

有り・無し （いずれかに〇）  

研修の制度整備が確認できる資料名： 

８ 取組の成果 
育児中の従業員が退職せず長く働き続けることができるよう制度を整えた。育児休業

前、育児休業中そして職場復帰後にわたり、会社と従業員との間でコミュニケーショ

ンを密にし、良好な関係を築いていきたい。 

ジョブリターン制度を整備した場合、 

経営者・管理職への体験型研修を実施した場合の 

記入例は、Ｐ９６を参照してください。 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 
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様式第６号（第 13 条関係）別紙２【介護と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
（企業名：株式会社○○○○     ） 

（１）介護と仕事の両立推進事業 

  

１ 相談窓口及び介護と仕事の両立相談員 
① 設置日 令和７年 ８月 ７日 ②設置部署 総務部 
③相談員 （氏名）○○ ○○ 
２ 介護と仕事の両立相談員が参加した研修会等 
①参加日 令和７年 ９月１０日 
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ：Ｂテーマ ） 
３ ニーズ調査 
①実施日  令和７年 ９月 ７日  
②方法 調査票を都内に勤務する全従業員にメールで送付 

③回収率 対象者（都内勤務全従業員）２０名のうち回収数 １６名 
回収率 ８０％（回収数／対象者） 

④調査結 
 果概要 

（調査により明らかになった課題） 
・現在の従業員の介護状況、介護対象者の有無について 
○○・・・・・ 

・今後の従業員の介護見込みについて 
○○・・・・・ 

・就業規則、規程内の介護関係制度に関する認知状況について 
○○・・・・・ 

・介護と仕事の両立に関する不安について 
○○・・・・・ 

・介護が続いた場合の望ましい働き方及び社内制度について 
○○・・・・・ 

４ プロジェクトチームの設置及び運営状況 
①設置日 令和７年 ９月 １日 

②メンバー 総計 ３ 名（うち都内勤務の従業員２名） 
（メンバー内訳）社長、総務部人事担当、総務部事務担当 

③運営 
 状況 

開催日 開催時間 検討内容 参加者数 

９月 １日 11：00～12：00 活動内容及びスケジュールの確認 ３名 

９月１５日 15：00～16：00 調査結果概要説明、取組案の提示 ２名 

９月３０日 11：00～12：00 取組案について意見交換、確定 ３名 

５ 策定した取組計画（内容及び取組時期） 
令和７年１０月～ 定期的な個人面談の実施（年２回程度） 
令和７年１２月～ 介護と仕事の両立に関する研修の実施（年２回程度） 
６ 社内研修 
①日時 令和７年１０月１５日 １０時～１１時３０分 

②参加者 対象（都内全従業員）２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]調査結果等説明（都が定める様式を用いて説明） 

時間 10：00～10：15 説明者（部署・役職）社長（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：35～11：05 説明者（部署・役職）総務部事務担当（氏名）〇〇 〇〇 

[３]社内制度等の周知（内容は別添資料のとおり） 

時間 11：05～11：20 説明者（部署・役職）総務部事務担当（氏名）〇〇 〇〇 

[４]その他（質疑応答                      ） 

時間 11：20～11：30 説明者（部署・役職）社長 （氏名）△△ △△ 

④欠席者へ

の周知 
（欠席者）２名に対して資料配布 
（完了日）令和７年１０月２０日 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 

Ｂコース②と同日に実施した場合の記入例 

取組事項５ 

③の内容の周知 

取組事項５ 

①の内容の周知 

計画策定（確定）日

を必ず記入してく

ださい。 
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７ 計画等の社外発信 

（発信方法）東京都のホームページに掲載、周知文書（別添）のとおり 

８ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 
有り・無し （いずれかに〇） 
研修の制度整備が確認できる資料名： 
９ 取組の成果 
従業員の介護の可能性について把握することができた。今後長く働き続けてもらえる

よう定期的な状況把握及び従業員への情報提供に努めていく。 

経営者・管理職への体験型研修を実施した場合の 

記入例は、Ｐ９６を参照してください。 

95

提
出
書
類
記
入
例



 

 

様式第６号（第 13 条関係）別紙２【介護と仕事の両立推進コース】 
  

取組の実施状況 
（企業名：株式会社○○○○    ） 

（２）介護離職防止のための制度整備事業 

 

１ 整備した介護休業等制度（内容） 
介護休暇日数を５日から１０日に増加 
（対象家族が２人以上いる場合には１０日から２０日に増加） 
２ 整備した介護サービス利用支援制度（内容） 
介護サービスを利用した場合の補助（１回につき上限○○円） 
３ 整備した介護と仕事の両立支援制度（内容） 
時差出勤制度の導入 
４ 参加した研修会等 
①参加日 受講開始日 令和７年 ９月 ９日、受講完了日 令和７年 ９月１０日 
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ：Ｂテーマ ） 
③参加者 （部署・役職）総務部事務担当（氏名）○○ ○○ 
５ 社内研修 
①日時 令和７年１０月１５日 １０時～１１時３０分 
②参加者 対象（都内勤務全従業員）２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]整備した制度の説明（都が定める様式を用いて説明） 

時間 10：15～10：35 説明者（部署・役職） 社長（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：35～11：05 説明者（部署・役職）総務部事務担当（氏名）○○ ○○ 

[３]その他（質疑応答                       ） 

時間 11：20～11：30 説明者（部署・役職） 社長（氏名）△△ △△ 

④欠席者へ 
 の周知 

（欠席者）２名に対して資料配布 

（完了日）令和７年１０月２０日 

６ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し （有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 
① 対象者の退職理由 

結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児、介護および病気治療等 
② 対象者の年齢 

定めず 
③ 対象者は退職後何年以内か 

５年以内 
④ 再雇用時の処遇について 

本人の実績、経験等を評価して処遇 
⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

退職時の配置、処遇を基準に知識、スキルを評価して処遇 
⑥ その他独自の制度 

退職者に対し個別に制度説明を行い、意向を把握する。また、定期的に採用募集に関する

情報を提供する。 

７ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 

有り・無し （いずれかに〇） 

研修の制度整備が確認できる資料名：就業規則第〇条 

８ 取組の成果 
介護中の従業員が離職しないよう新たな制度を整備した。今後は管理職面談等を通じ

て、従業員の状況を把握し、その状況に応じた制度の利用を促していきたい。 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 

オンライン上での研修会の受講

開始日と受講完了日を入力して

ください（研修を２日間で完了

した場合の記入例）。 

Ｂコース①と同日に実施した場合の記入例 
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様式第６号（第 13 条関係）別紙３【病気治療と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
（企業名：株式会社○○○○    ） 

  

１ 相談窓口及び病気治療と仕事の両立相談員 
①設置日 令和７年 ９月１０日 ②設置部署 総務部 
②相談員 （氏名）○○ ○○ 
２ 病気治療と仕事の両立相談員が参加した研修会 
①参加日 令和７年 ９月１５日 
②名称 東京都働きやすい職場環境づくり推進研修会（テーマ：Ｃテーマ ） 
３ 整備した両立支援制度（内容） 
従業員が病気治療と仕事を両立できるよう支援するため、勤続６か月以上の正社員およ

び契約社員が以下の疾病に罹患した場合、治療費の補助を行う（上限 10,000 円／月）。 

（1）悪性新生物（がん） 
（2）精神および行動の障害 
（3）循環器系の疾患（心筋梗塞、脳梗塞、くも膜下出血等） 
（4）筋骨格系および結合組織の疾患（腰椎椎間板ヘルニア等） 
（5）特定疾患治療研究事業対象疾患（難病） 
（6）睡眠時無呼吸症候群 
（7）その他前各号に準ずると会社が認める疾患 
４ 社内研修 
①日時 令和７年１０月 ５日 １０時～１１時 
②参加者 対象（都内勤務全従業員）２０名のうち１８名が参加 

③内容 

[１]整備した制度の説明（都が定める様式を用いて説明） 

時間 10：00～10：20 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

[２]研修会情報提供 

時間 10：20～10：50 説明者（部署・役職）総務部事務担当（氏名）○○○○ 

[３]その他（質疑応答                       ） 

時間 10：50～11：00 説明者（部署・役職）取締役（氏名）△△ △△ 

④欠席者へ 
 の周知 

（欠席者）２名に対して資料配布 
（完了日）令和７年１０月１５日 

５ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し （有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 
①対象者の退職理由 

 
②対象者の年齢 

 
③対象者は退職後何年以内か 

 
④再雇用時の処遇について 

 
⑤再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

 
⑥その他独自の制度 

 
６ 取組の成果 
従業員が病気になった際に、通院しながら仕事と両立できるよう治療費支援制度を整

えた。業務体制の見直しも含めて今後も検討を行っていく。 
 

【【注注意意】】実実際際のの記記入入内内容容はは企企業業等等のの取取組組実実態態にに応応じじたた内内容容ににししててくくだだささいい。 

ジョブリターン制度の整備を実施した場合の 

記入例は、Ｐ９６を参照してください。 
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（様式）社内周知用                       
令和７年１０月１８日 

 
Ａコース②【男性の育児参加推進事業】 

 

取組の実施状況 
（企業名：株式会社〇〇〇〇 ） 

１ アンケート調査 
①実施日 令和７年 ８月１８日 
②方法 調査票を都内に勤務する全男性従業員に配布 

③回収率 対象者（都内勤務男性従業員）７名のうち回収数 ６名 
回収率 ８５．７％（回収数／対象者） 

④調査結果

概要 

（調査により明らかになった課題） 
・男性従業員の育児状況について 
○○… 

・男性従業員の育児休業や育児支援制度の利用状況について 
○○… 

・男性従業員の会社の育児支援制度に対する要望について 
○○… 

・男性従業員の育児参加に対する考えについて 
○○… 

２ プロジェクトチームの設置及び運営状況 
①設置日 令和７年 ９月 １日 

②メンバー 総計 ３名（うち都内勤務の男性従業員 １名） 
（メンバー内訳）社長、取締役、総務部人事担当 

③運営状況 

開催日 開催時間 検討内容 参加者数 
９月 １日 10：00～11：00 活動内容及びスケジュールの確認 ３名 

９月１５日 14：00～15：00 調査結果概要説明、目標案の提示 ２名 

９月３０日 10：00～11：00 目標案について意見交換、目標確定 ３名 

３ 設定した目標及び取組内容 
① 目標 

【必須】 
男性の育児休業取得率の目標設定   ３０ ％ 

② 目標 
【選択】 

（有り・無しのいずれかに○、下の①から⑤での中から一つ以上の目標を選択し、取

組内容を設定すること） 

 

① 職場全体の理解の促進             有り・無し 

② 管理職の意識の向上              有り・無し 

③ 従業員の定期的な状況把握と制度利用の促進   有り・無し 

④ 人事評価への反映               有り・無し 

⑤ その他男性の育児参加推進に向けた取組（奨励事業者が任意で策定） 

有り・無し 

③ 取組 
内容 

令和７年１０月～ 職場の理解を促進するため社内研修による社内周知を

実施（年１回程度） 
令和７年１２月～ 対象者に育児休業等の育児参加支援制度の利用を促進

した管理職を評価する人事評価制度を検討 
本取組に関する担当者 
総務部人事担当 ×× ×× 
※社内周知の際は、本様式と合わせて「（様式）育児アンケート集計結果」を添付すること。 
 

（様式）社内周知用  
 

設定した目標及び取組内容を記載するととも

に、一般事業主行動計画に策定してください。 

（詳細は手引きＰ２７～２８） 

※実績報告時に提出する実績報告書（様式第６号）別紙１(２)の記載内容と一致させてください。 
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（様式）社内周知用   
令和７年１０月１８日 

Ｂコース①【介護と仕事の両立推進事業】 

 

取組の実施状況 
（企業名： 株式会社〇〇〇〇  ） 

 

※社内周知の際は、本様式と合わせて「（様式）介護アンケート集計結果」を添付すること。 
 

 

 

 

 

 

１ 相談窓口及び介護と仕事の両立相談員 
① 設置日 令和７年 ８月 ７日 ②設置部署 総務部 
③相談員 （氏名）○○ ○○ 
２ ニーズ調査 
① 実施日 令和７年 ９月 ７日 
②方法 調査票を都内に勤務する全従業員にメールで送付 

③回収率 対象者（都内勤務全従業員）２０名のうち回収数 １６名 
回収率 ８０％（回収数／対象者） 

④調査結 
果概要 

（調査により明らかになった課題） 
・現在の従業員の介護状況、介護対象者の有無について 
○○・・・・・ 

・今後の従業員の介護見込みについて 
○○・・・・・ 

・就業規則、規程内の介護関係制度に関する認知状況について 
○○・・・・・ 

・介護と仕事の両立に関する不安について 
○○・・・・・ 

・介護が続いた場合の望ましい働き方及び社内制度について 
○○・・・・・ 

３ プロジェクトチームの設置及び運営状況 
① 設置日 令和７年 ９月 １日 

②メンバー 総計 ３ 名（うち都内勤務の従業員２名） 
（メンバー内訳）社長、総務部人事担当、総務部事務担当 

③運営状況 

開催日 開催時間 検討内容 参加者数 
９月 １日 11：00～12：00 活動内容及びスケジュールの確認 ３名 

９月１５日 15：00～16：00 調査結果概要説明、取組案の提示 ２名 

９月３０日 11：00～12：00 取組案について意見交換、確定 ３名 

４ 策定した取組計画（内容及び取組時期） 
令和７年１０月～ 定期的な個人面談の実施（年２回程度） 
令和７年１２月～ 介護と仕事の両立に関する研修の実施（年２回程度） 
５ 経営者・管理職への体験型研修の実施の有無 
有り・無し （いずれかに〇） 
研修の制度整備が確認できる資料名： 
本取組に関する担当者 
総務部事務担当 〇〇 〇〇 

※実績報告時に提出する実績報告書（様式第６号）別紙２（１）の記載内容と一致させてください。 
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（様式）社外周知用・都ホームページ掲載用 
令和７年１１月１５日 

 
Ｂコース①【介護と仕事の両立推進事業】 

 
取組の実施状況 

 

 
 

 
 

企業名 株式会社〇〇〇〇 

所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 

業種 （Ｇ）情報通信業 

常用労働者数 ２０人 

事業内容 ○○システムの開発、運営 

ホームページ http://○○○○/○○○/○○/○○ 

１ ニーズ調査 
① 実施日 令和７年 ９月 ７日 
②方法 調査票を都内に勤務する全従業員にメールで送付 

③回収率 対象者（都内勤務全従業員）２０名のうち回収数 １６名 
回収率 ８０％（回収数／対象者） 

④調査結果 
概要 

（調査により明らかになった課題） 
・現在の従業員の介護状況、介護対象者の有無について 
○○・・・・・ 

・今後の従業員の介護見込みについて 
○○・・・・・ 

・就業規則、規程内の介護関係制度に関する認知状況について 
○○・・・・・ 

・介護と仕事の両立に関する不安について 
○○・・・・・ 

・介護が続いた場合の望ましい働き方及び社内制度について 
○○・・・・・ 

２ プロジェクトチームの設置及び運営状況 
① 設置日 令和７年９月１日 

②メンバー 総計 ３名（うち都内勤務の従業員 ２名） 
（メンバー内訳）社長、総務部人事担当、総務部事務担当 

③運営状況 

開催日 開催時間 検討内容 参加者数 
９月 １日 11：00～12：00 活動内容及びスケジュールの確認 ３名 

９月１５日 15：00～16：00 調査結果概要説明、取組案の提示 ２名 

９月３０日 11：00～12：00 取組案について意見交換、確定 ３名 

３ 策定した取組計画（内容及び取組時期） 
令和７年１０月～ 定期的な個人面談の実施（年２回程度） 
令和７年１２月～ 介護と仕事の両立に関する研修の実施（年２回程度） 
４ 経営者・管理職への体験型研修の実施 
有り・無し （いずれかに〇） 

※実績報告時に提出する実績報告書（様式第６号）別紙２（１）の記載内容と一致させてください。 

※外部に公表するため、個人名では 

  なく所属や役職名で記入してください。 

実績報告書の書類提出日を記入してください。 
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（様式）社内周知用 
 

令和７年１０月１５日 

 
Ｂコース②【介護離職防止のための制度整備事業】 

 

取組の実施状況 
（企業名： 株式会社〇〇〇〇 ） 

１ 整備した介護休業等制度（内容） 
介護休暇日数を５日から１０日に増加 
（対象家族が２人以上いる場合には１０日から２０日に増加） 
２ 整備した介護サービス利用支援制度（内容） 
介護サービスを利用した場合の補助（１回につき上限○○円） 
３ 整備した介護と仕事の両立支援制度（内容） 
時差出勤制度の導入 
４ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し（有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 
① 対象者の退職理由 

結婚、配偶者の転勤、妊娠、出産、育児、介護及び病気治療等 
② 対象者の年齢 

定めず 

③ 対象者は退職後何年以内か 

５年以内 
④ 再雇用時の処遇について 

本人の実績、経験等を評価して処遇 
⑤ 再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

退職時の配置、処遇を基準に知識、スキルを評価して処遇 
⑥ その他独自の制度 

退職者に対し個別に制度説明を行い、意向を把握する。また、定期的に採用募集に関する

情報を提供する。 

制度導入日： 令和 ７年 １０月 １４日 

５ 経営者・管理職への体験型研修の実施 
有り・無し （いずれかに〇） 
研修の制度整備が確認できる資料名：就業規則第〇条 
本取組に関する担当者 
総務部事務担当 〇〇 〇〇 
 
※実績報告時に提出する実績報告書（様式第６号）別紙２（２）の記載内容と一致させてください。 
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（様式）社内周知用 
令和７年１０月 ５日 

 

Ｃコース【病気治療と仕事の両立推進コース】 
 

取組の実施状況 
 

（企業名：株式会社〇〇〇〇  ） 
１ 相談窓口及び病気治療と仕事の両立相談員 
①設置日 令和７年 ９月１０日 ②設置部署 総務部 
③相談員 （氏名）○○ ○○ 
２ 整備した両立支援制度（内容） 
従業員が病気治療と仕事を両立できるよう支援するため、勤続６か月以上の正社員および

契約社員が以下の疾病に罹患した場合、治療費の補助を行う（上限 10,000 円／月）。 

（1）悪性新生物（がん） 

（2）精神および行動の障害 

（3）循環器系の疾患（心筋梗塞、脳梗塞、くも膜下出血等） 

（4）筋骨格系および結合組織の疾患（腰椎椎間板ヘルニア等） 

（5）特定疾患治療研究事業対象疾患（難病） 

（6）睡眠時無呼吸症候群 

（7）その他前各号に準ずると会社が認める疾患 
３ ジョブリターン制度整備の有無（いずれかに○）とジョブリターン制度の内容 
有り・無し （有りの場合は整備した制度の内容を①から⑥に記載） 
①対象者の退職理由 

 
②対象者の年齢 

 
③対象者は退職後何年以内か 

 
④再雇用時の処遇について 

 
⑤再雇用後の配置、昇進、昇給等の処遇について 

 
⑥その他独自の制度 

 
制度導入日： 令和  年  月  日 

本取組に関する担当者 
総務部事務担当 〇〇 〇〇 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※実績報告時に提出する実績報告書（様式第６号）別紙３の記載内容と一致させてください。 
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（様式）振り返りレポート 
 
（追加取組）経営者・管理職への体験型研修の実施 
 

取組の実施状況 
  （企業名：株式会社○○○○    ） 

 ※「（様式）体験型研修アンケート集計結果」を添付すること 

１ 実施概要 
①実施日 令和７年 ９月１０日 ～ 令和７年 ９月２４日 
②対象者 役員・管理職 ３名  一般職 ２名  
２ 研修目的 
・多様なライフステージ（育児・介護等）に直面する社員への理解を促進 
・組織マネジメントにおける「配慮・柔軟性」の強化 
３ 実施内容 

①想定 
シナリオ 

毎朝８時と 18 時に保育園の送迎をする育児中の従業員に、突然保育園から

発熱によるお迎え要請があったことを想定。翌日は看護のため在宅勤務を

実施する。 

②研修内容 

・実施期間中に対象者１名につき１回、直前の指示（お迎え要請）の代わり 
に半日で帰宅とする。 

・お迎え要請の当日半日及び翌日は、原則在宅勤務（本人の希望により有給 
休暇取得も可）とする。 

・期間中は定時退社を原則とする。 
・終了後、アンケートを提出する。 

③留意事項 ・参加者は体験型研修の趣旨を踏まえ、実際に育児や介護をしながら働く従

業員の負担感などを想像しながら取り組むこと 
４ 実施結果 
①参加者 役員・管理職 ３名  一般職 ２名 （参加率 １００％） 

②実施状況 
・期間中、６割の社員（３名）が毎日定時退社することができた。 
・お迎え要請の日に会議が入っていたためすぐに退社できない社員がいた。 
・翌日の在宅勤務は全員対応できた。 

５ アンケート結果 
①方法 調査票を参加者へ配布し実施期間終了翌日に回収 

②回収率 対象者 ５名のうち回収数  ５名 
回収率 １００％（回収数／対象者） 

③結果概要 

主な回答傾向： 
・８０％（４人）が新たな気づきを得られたと回答 
・６０％（３人）が部下に対するマネジメント行動を見直す必要性を感じた 
 と回答 
自由記述： 
・育児中の社員の負担を想像するよい機会となった。 
・日頃からのコミュニ―ケーションと準備が必要と感じた。 
・柔軟な働き方支援策の整備が必要と感じた。 
・短期間での体験のため、実際の負担感とのギャップがある  

等の回答があった。 
６ 効果・課題 

①効果 ・育児や介護と仕事の両立支援の重要性に対する意識変化 
・部下支援、制度を活用しやすい職場の雰囲気づくり 

②課題 
・周りの社員のフォロー体制の整備 
・研修後の行動変容を促すフォロー施策が未整備 
・日頃からのコミュニケーション 

７ 次回実施に向けた計画 

①改善案 ・体験型＋座談会形式（育児や介護経験者との対話機会）を組み合わせる 
 

②次回 
実施予定 令和８年 ２月実施予定 

経営者・管理職の人数が３名に満た

ない場合は、管理職候補者等の従業

員を含め必ず３名以上に対して実施

してください。 
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（様式）事業所⼀覧

東京都知事　殿

企業等の所在地　

企業等の名称　　

代表者職・氏名　

●　都内事業所

雇用形態内訳 男女内訳
正社員 正社員以外 男性 女性

本社 東京都千代田区飯田橋３－１０－３ 20 5 15 7 13

小計 20 5 15 7 13

●　都外事業所

雇用形態内訳 男女内訳
正社員 正社員以外 男性 女性

埼玉支店 埼玉県大宮市○○△－△－△ 3 2 1 2 1

神奈川支店 神奈川県横浜市○○△－△－△ 2 1 1 1 1

小計 5 3 2 3 2

合計 25 8 17 10 15

【記入上の注意】

①差替えは原則認められません。特特にに労労働働者者数数やや各各内内訳訳ににつついいててはは誤誤りりののなないいよよううにに記記入入ししててくくだだささいい。。

株式会社○○○○

東京都千代田区飯田橋３丁目１０番３号

事 業 所 一 覧

令和  ７年７月１日

⑤必要に応じて行を追加してください。

④登記簿謄本上の本店所在地については、労働者が勤務していない場合でも記載してください。

③雇用保険適用事業所に限らず、労働者が勤務するすべての事業所の名称・所在地をご記入ください。
　（事業所数が多い場合は別紙でも可。別紙の場合は様式自由）

②申請日現在の情報をご記入ください。

代表取締役　東京　太郎

事業所の名称 所　　在　　地 労働者数

事業所の名称 所　　在　　地 労働者数

印

書類提出日を記入してください。書類は期限(申
請・報告)までに提出してください。

【期限日必着・厳守】
・印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者

職・氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個

人の住所地」と記入し、住民票どおりに個

人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記

載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の

個人名のみを記載

常常用用労労働働者者、、そそれれ以以外外のの労労働働者者をを含含むむ

社社内内のの全全労労働働者者数数をを記記載載ししててくくだだささいい。。

（ただし、役員や他社からの派遣労働者等

は除く）。
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（様式）事業所⼀覧

東京都知事　殿

企業等の所在地　

企業等の名称　　

代表者職・氏名　

●　都内事業所

雇用形態内訳 男女内訳
正社員 正社員以外 男性 女性

本社 東京都千代田区飯田橋３－１０－３ 20 5 15 7 13

小計 20 5 15 7 13

●　都外事業所

雇用形態内訳 男女内訳
正社員 正社員以外 男性 女性

埼玉支店 埼玉県大宮市○○△－△－△ 3 2 1 2 1

神奈川支店 神奈川県横浜市○○△－△－△ 2 1 1 1 1

小計 5 3 2 3 2

合計 25 8 17 10 15

【記入上の注意】

①差替えは原則認められません。特特にに労労働働者者数数やや各各内内訳訳ににつついいててはは誤誤りりののなないいよよううにに記記入入ししててくくだだささいい。。

株式会社○○○○

東京都千代田区飯田橋３丁目１０番３号

事 業 所 一 覧

令和  ７年７月１日

⑤必要に応じて行を追加してください。

④登記簿謄本上の本店所在地については、労働者が勤務していない場合でも記載してください。

③雇用保険適用事業所に限らず、労働者が勤務するすべての事業所の名称・所在地をご記入ください。
　（事業所数が多い場合は別紙でも可。別紙の場合は様式自由）

②申請日現在の情報をご記入ください。

代表取締役　東京　太郎

事業所の名称 所　　在　　地 労働者数

事業所の名称 所　　在　　地 労働者数

印

書類提出日を記入してください。書類は期限(申
請・報告)までに提出してください。

【期限日必着・厳守】
・印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者

職・氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個

人の住所地」と記入し、住民票どおりに個

人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記

載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の

個人名のみを記載

常常用用労労働働者者、、そそれれ以以外外のの労労働働者者をを含含むむ

社社内内のの全全労労働働者者数数をを記記載載ししててくくだだささいい。。

（ただし、役員や他社からの派遣労働者等

は除く）。

（様式）事業所一覧 

事事 業業 所所 一一 覧覧（（別別紙紙  実実績績報報告告時時提提出出用用））  

  

交付申請日から実績報告日までの間に、都内労働者数に変動がありましたか？  

（ はい ・ いいえ ） 

 

都内労働者数に変動がある場合、退職又は入社等変動した日、人数等を下記に

記載してください。勤務地変更（都内・都外の異動）や雇用形態の変更は、そ

の他に○の上（  ）に理由を記載してください。 

 

日付 変動理由 退職（又は入社）した人数・雇用形態・性別 

８月３１日 退職・入社 

その他(   ) 

１名（正社員１名・正社員以外０名） 

（男１名・女０名） 

９月１日 退職・入社 

その他(   ) 

１名（正社員１名・正社員以外０名） 

（男０名・女１名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 月 日 退職・入社 

その他(   ) 

名（正社員 名・正社員以外 名） 

（男 名・女 名） 

 

※交付申請日から実績報告日までの間に、長期で休業（休暇・休職等を含む）し

ており、Ａコース②のアンケート調査やＢコース①のニーズ調査、社内研修な

どの対象から除外している方がいる場合には、休業の期間、内容がわかる書類

を併せて提出してください。 
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（様式） 

 

令和７年７月１日 

委  任  状 

 
 

 

東京都知事 殿 
 

 

＜委任者＞ 

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号 

企業等の名称 

代表者職・氏名 

 
株式会社○○○○ 
代表取締役 東京 太郎          
                       

企業等の電話番号 ０３（００００）００００ 

 
 

 下記の者を代理人とし、下記の権限を委任します。委任により手続の不備、その他不

利な事情が生じた場合は、委任者である私が責任を負うものとします。 

また、下記委任事項に対して東京都から問合せがあった場合、申請者として誠実に対

応し、虚偽なく回答することを誓約いたします。 

 
 

（委任事項） 

 

・東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金の申請及び実績報告に関する書類提出 

 
 

＜代理人＞ 

代理人事務所所在地 東京都千代田区九段下○－○－○ 

代理人事務所名 ○○社会保険労務士事務所   

代理人氏名 
※書類提出者を記載 

千代田 一郎 

代理人電話番号 ０３（００００）００００ 

代理人メールアドレス ○○○○＠○○○.○○.○○ 
 

書類提出日を記入してください。 

書類は申請期限までに提出してください。 

【期限日必着・厳守】 

・印鑑登録された印を押印してください。 

＜法人の場合＞ 

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・氏名」は登記簿どおりに記載 

＜個人事業主の場合＞ 

・「企業等の所在地」の上部の空白部分に「個人の住所地」と記入し、住民票

どおりに個人住所を記載 

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載 

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載 

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人名のみを記載 

 
印 
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＜参考１＞「一般事業主行動計画」の策定・届出について 
 

■■次次世世代代育育成成支支援援対対策策推推進進法法ににつついいてて 
 事業主は、労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備

を行うことにより自ら次世代育成支援対策を実施するよう努めなければならないとされています。 
 平成27年3月31日までの法律とされていましたが、平成26年4月に改正法が成立し、有効期限が令和7
年3月31日まで10年間延長されました。さらに、令和６年５月に改正法が成立し、有効期限が令和17年３

月31日まで10年間延長されました。 

 一般事業主行動計画の策

定・届出 
一般事業主行動計画の公表と労

働者への周知 
育児休業等の取得状況等に係

る状況把握・数値目標設定 
101 人以上企業 義務 義務 義務 
100 人以下企業 努力義務 努力義務 努力義務 

 
■■一一般般事事業業主主行行動動計計画画ととはは 
 事業主が、労働者の職業生活と家庭生活との両立に向けた雇用環境の整備や、労働条件の整備などに

取り組むにあたって、次の 3 つの事項を定めるものです。 

計画期間 ・令和 17 年 3 月 31 日までに集中的かつ計画的に取り組む 
・企業の実情に応じ、1 回の計画期間を 2～5 年間で設定することが望ましい 

目  標 

・企業の実情に応じて設定（複数設定可） 
・労働者のニーズを踏まえたものであること 
・現状よりも少しでも労働環境を良くするもの 
・達成状況を客観的に判断できる定量的なものが望ましい 
・制度を導入する場合は、関係法令で定められている最低基準を上回るもの 

目標達成のための対策と 
その実施時期 

目標を達成するために、いつまでに、どのようなことに取り組むかを具体的に記述し

てください。 
 
■■一一般般事事業業主主行行動動計計画画のの策策定定例例 
 仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等を進めるための行動計画（①計画期間、②

目標、③目標達成のための対策と実施時期）を定めます。様式は自由です。 
 厚生労働省のホームページには、モデル行動計画が複数紹介されています。 
 

《《モモデデルル計計画画》》 
     行動計画 

                                           ○○株式会社 
社員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。 
 
1．計画期間 令和  年  月  日～令和  年  月  日までの  年間 
2．内容 
 
 
＜対策＞ 

●令和  年  月～ 社員へのアンケート調査、検討開始 
●令和  年度～   制度に関するパンフレットの作成・配布、期間雇用者や管理職を対象とした研修及び社内広報誌などによる全

社員への周知 
 
 

＜対策＞ 
●令和  年  月～ 所定外労働の現状を把握 
●令和  年  月～ 社内検討委員会での検討開始 
●令和  年  月～ ノー残業デーの実施 管理職への研修（年 回）及び社内広報誌による社員への周知（毎月） 
 
 

＜対策＞ 
●令和  年  月～ 社内検討委員会を設置 
●令和  年  月～ 在宅勤務の内容や対象について検討 
●令和  年  月～ 施行実施し、課題を分析して本格実施の可能性を検討 
 
 

＜対策＞ 
●令和  年  月～ 職場の男性従業員が育児休業を積極的に取得できるよう、業務分担の見直しを行う。 

 
行動計画を策定したら、厚生労働省都道府県労働局へ「一般事業主行動計画策定・変更届」により届け出ます。 
届出様式及び記入例は、厚生労働省のホームページでご確認ください。 

 目標 1：育児休業等の制度についての期間雇用者向けのパンフレットを作成し、期間雇用者及び管理職に配布し、制度の周知を図る。 

 目標 2：令和  年  月までに、所定外労働を削減するため、ノー残業デーを設定、実施する。 

目標 3：週 1 日程度の在宅勤務ができる制度を試行的に導入する。 

目標 4：男性の育児休業取得率の目標を２０％に設定する。 
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（メモ欄） 
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〒102-0072

窓口受付時間は午前９時から正午まで、午後１時から午後４時まで（土日祝日を除きます）

  03-5211-2248 〒141-0032   03-3495-8250 〒170-0013   03ｰ5954ｰ6505
9-32-4袋池東区島豊1-11-1崎大区川品階9ータンセとごし京東 3-01-3橋田飯区田代千

ゲートシティ大崎ウエストタワー２階

   
  

分21歩徒口東駅袋池ＲＪ   分７歩徒口出2A 駅橋田飯鉄下地・ＲＪ
分3歩徒口出番６ 駅袋池東線町楽有鉄下地分８歩徒口西 駅橋道水ＲＪ

地下鉄九段下駅 7番出口 徒歩８分    ＪＲ大崎駅 新東口 徒歩３分 都電荒川線東池袋四丁目駅 徒歩５分

  03-3682-6321 〒190-0023   042-595-8790
立川市柴崎町3-９-２ ６階

  
  

分３歩徒口北駅戸亀線武総ＲＪ 
分３歩徒駅戸亀線武東

徒歩４分ＪＲ立川駅南口
徒歩１分多摩都市モノレール立川南駅

 

労働相談情報センター 池袋事務所

問合せ先・申請書類の提出先

労働相談情報センター 労働相談情報センター 大崎事務所

労働相談情報センター 亀戸事務所 労働相談情報センター 多摩事務所

〒136-0071
階７ザラプアリメカ 1-91-2戸亀区東江

①JR大崎駅　南改札口より3分
②連絡デッキのエレベーター、またはエスカレーターで1階に降りて、1階入口より入る

E
S
C

至
八
王
子

至
新
宿

マクドナルドマクドナルド

立川駅南口
臨時自転車
駐車場

立川駅南口
臨時自転車
駐車場

エ
キ
ュ
ー
ト

立
川

多
摩
モ
ノ
レ
ー
ル

グランデュオ
立川

諏訪通り

立川南通り

JR 立川駅

立
川
南
駅

多摩事務所
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リサイクル適性 A
この印刷物は、印刷用の紙へ
リサイクルできます。

～公正な採用選考のために～

 東京都では、就職の機会均等を確保するため、応募者本人の適性や能力に基づく公正な採用選考を推進しています。

7（5） 印刷番号令和7年度版 
 東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金 申請の手引き
 令和7年5月発行      
 ● 編集・発行 ／ 東京都労働相談情報センター
           東京都千代田区飯田橋3-10-3 東京しごとセンター9階
           電話 03-5211-2248
 ● 印   刷 ／ 株式会社 文洋社


